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トルコ 
恩田 誠＊ 

１．意匠制度 
 
１．１ 意匠制度の枠組み 

独立した法律である意匠法（1995 年 6 月 27 日施行の意匠保護に関する法令No.554）
により保護している。規則については、「1997 年 12 月 31 日改正の施行規則を含む、意匠

保護に関する法律No.554 に基づく施行規則」が適用される。 
方式審査のみを行い、実体審査はなされない64。方式審査については、2011 年意匠審査

基準が適用される。意匠登録出願の対象若しくは範囲が意匠法第 3 条の規定に掲げられた

「意匠」若しくは「物品」の定義に該当しない意匠登録出願は、審査官により拒絶される

（審査基準）。 
意匠分類は、国際意匠分類を採用している。分類の付与は、出願人（又は代理人）が行

う。ロカルノ協定による分類表に規定されていない製品は、特許庁により定義される。 
 

１．２ 部分意匠制度など意匠特有の制度 
部分意匠制度は、法律では規定されていないものの、現地弁護士からの回答やWIPOの

資料（WIPO/STrad/INF/2 Rev.2page 16）からみて実質的に部分意匠の登録が可能である

ものと考えられる65。 
関連意匠制度、早期登録制度、各種料金の減免猶予制度はない66。 
多意匠一出願制度（意匠法第 28 条）及び公告延期制度（意匠登録出願人は、出願日か

ら 30 月以内の期間の公告延期を、出願時に請求することができる。意匠法第 35 条）があ

る。 
 

１．３ 出願変更制度の有無 
意匠出願から特許出願あるいは実用新案登録出願への変更、またその逆の出願ができる

出願変更制度はない67。 
 
２．意匠の保護客体 
 
２．１ 意匠の定義 

「意匠」とは、物品又はその装飾の全体又は部分の外観を構成するものとして五感によ

り感知される線、色彩、織り方、形状、音声、弾性、物質的その他の特徴などの様々な模

                                            
＊
弁理士（特許業務法人 オンダ国際特許事務所） 

64 第Ⅲ部海外アンケート調査の結果でも実体審査を行っていないとの回答であるが、一方、実体審査を行っているとの

調査報告書等もあるのでなお調査が必要であると考えられる。 
65 部分意匠制度については、第 III部海外アンケート調査結果では認められないとなっており、破線の使用ができないと

の情報もあるのでなお調査が必要であると考えられる。 
66第 III部海外アンケート調査結果による。 
67第 III部海外アンケート調査結果による。 
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様のすべてを意味する（意匠法第 3 条(a)）。 
 

２．２ 保護対象 
保護対象である「物品」とは、工業品若しくは手工業品、複合システムの部品、組物、

構成物品、包装、外装、図示表象及びタイプフェイスを意味し、コンピュータ・プログラ

ム及び半導体製品は対象外である（意匠法第 3 条(b)、施行規則第 4 条）。 
したがって、有体物（不動産を含む）、3 次元（3D）画像、建築物、ホログラム、光（花

火、イルミネーション等）、グラフィックシンボル、店舗等の室内ディスプレイやレイアウ

ト、包装ラッピング68、アイコン、画像（表示される物品の特定の有無を問わない）、設計

図、テキスタイル（物品の特定の有無を問わない）、動的意匠は保護対象となる（意匠の動

きの理解を助けるために図面等を追加することは認められるが、意匠の整合性があること

が必要とされる（施行規則 9 条））。一方、極小意匠（肉眼で視認できないもの）は保護対

象とならない。 
 
２．３ 保護要件 
次の三要素が求められる。 

a. 新規性 
意匠は、出願日又は優先日前に、同一の意匠が世界で公衆に入手可能（販売、使用、公

表、広告、展示その他同様なすべての行動形態を含む）となっていないならば、新規性を

有するものとみなされる。重要でない細部においてのみ異なる意匠は、同一の意匠とみな

される（意匠法第 6 条）。 
b. 独自性 
意匠が実施当事者に与える総合的印象が、出願日前に世界において公開済である意匠又

は登録意匠として庁により公告済でかつ満了済でないものと比較して、当該実施当事者に

与えられる総合的印象に比べ相違が顕著である場合、意匠が独自性を有するとみなされる

（意匠法第 7 条）。 
c. 公序良俗に及び一般的道徳律に反する意匠は、保護されない（意匠法第 9 条）。 
 
３．意匠の開示方法 
 
３．１ 提出書面などの内容、記載項目 

出願形式は書面又は電子的な記録媒体での提出が認められるが、電子メールやインター

ネットを介しての提出は認められない。 
 

３．２ 許容される意匠の表現 
許容される意匠の表現は、図面又は写真である。 

 

                                            
68第 III部海外アンケート調査では「包装ラッピング」を「Packaging」と訳して質問をしたため「包装用容器」と解して

回答がなされた。よって、ここでの「包装ラッピング」は「包装用容器」を指すものと解される。 
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３．３ 許容される意匠の表現手法 
３．３．１ 図面による表現の場合 

必要な提出図面の数に関する制約はない。電子化手数料が必要な他、同一意匠に対する

追加図には手数料が必要である。また、複合出願の場合の場合、同一クラスの追加意匠に

は手数料が必要である。 
一図の大きさは、8x8 cm、 8x16 cm 又は 16x16 cm である。 
図法については、透視図法の技術的図面が推奨され、2 以上の平面図で補足することが

できる。 
図の表記については、向きや内容を示す（例「正面図」、「使用状態参考図」等）。また、

説明において図の表記について具体的に言及する。なお、参照番号は使用できない。 
図の省略は、二次元であって裏面が無模様のものは裏面の省略可能である。また、立体

物で図が同一又は対称の場合はどちらか一方を省略可能である。立体物の場合、少なくと

も 1 の立体図面があることが推奨される。 
必要図以外の図の追加については、展開図、拡大図、斜視図、画像図等は認められるが、

断面図は認められない。 
参考図は認められない。 
色彩の有無及び表現については、線のみの図を認める。また、色彩を含む図を認めない。 
陰影等の表現は認められない。 
対象となる意匠以外の記載（背景の映り込み、マネキン、モデル（人物）等の映り込み、

引き込み線や図の中に記載された説明を認めるか否かについて規定）については認められ

ない（施行規則第 9 条）。 
 

３．３．２ 写真による表現の場合 
写真の枚数に関する制約はない。 
写真一枚の大きさは、8x8 cm、 8x16 cm 又は 16x16 cm である。 
写真の鮮明度についての規定はない。 
色彩の有無及び表現として、モノクロ及びカラー写真共に認められる。 
対象となる意匠以外の記載（背景の写りこみ、マネキン、モデル（人物）等の映り込み、

引き込み線や図の中に記載された説明を認めるか否かについて規定）については認められ

ない（施行規則第 9 条）。 
 

３．３．３ 見本による表現の場合 
出願の対象が 2 次元的な意匠である事案において公告の延期が請求されている場合、見

本（最大寸法 20×30cm まで）を提出することができる。ただし、公告延期期間の終了時

には、公告に適した表現物が提出されていなければならない。出願に添えて提出された見

本と後日に提出された表現物との間に違いがある場合、その見本は参考的なものとし、当

該見本の表現物が請求されたものとする（審査基準 2.2.3）。 
代理人による回答には、見本による表現を認めていないとあるが、審査基準に認められ

る旨が明記されていることからみて、公告の延期が請求されていない場合の扱いと解され

る。 



164 

 
３．３．４ CG（コンピュータ・グラフィックス）等電子的な画像による表現の場合 

画像の種類としては、静止画のみ認められる。 
色彩の有無及び表現として、モノクロ及びカラー画像共に認められる。 
 

４．意匠の表現に関する願書記載事項 
 
４．１ 記載事項全般 
 出願には、意匠の説明記載及び物品の説明記載（一覧表）が含まれていなければならな

い（意匠法第 26 条(b)、施行規則第 8 条）。説明記載とは、出願意匠又は物品の具体的な視

覚的特性すべてを反映する記述（記載文）のことである。意匠の説明に用いる語数につい

ては特に制限はない。 

 説明記載の中に、物品の視覚的特性以外の語句表現や記載が含まれていてはならない。 

代理人回答では、物品の説明に関して出願に含める記載項目はないとのことであるが、上

記審査基準の説明からみて、物品の視覚的特性については記載することができるものと解

される。 
ただし、物品の技術的・機能的仕様や製法など、出願意匠又は物品の具体的な視覚的特

性以外の記載が含まれていたとしても、それが保護範囲に影響を及ぼすことはない（施行

規則第 9 条(c)）。一般原則として、意匠の説明記載は保護範囲を拡張・縮小する効果を持

たないものである。形状、線その他で形成される意匠の形態とともに意匠の機能的仕様が

説明記載にあった場合、そのような説明記載は認容されないため、記載を変更しなければ

ならない。また、「表現物に表わしたとおり」という記載は、それだけでは説明として認め

られない。 

 説明記載の中には、表現物において視認し得ない意匠の形態に関する語句表現が含まれ

ていてはならない。意匠の視覚的特性は簡潔明瞭に説明することを要する。ただし、説明

記載に視覚的特性についての言及が全くない場合は、その説明記載は容認できず、変更が

要求される。 

 説明記載は、出願の際に必ず提出を求められる書面の 1つであるが、後日に作成される

登録簿や登録証には説明記載は含まれない。それゆえ、説明記載に記された意匠の新規性

に関わる記載や、当該意匠の独自性に関する説明は、保護範囲には影響を及ぼさない。説

明記載が公報上で公表されることはない（審査基準 2.7）。 

意匠の視覚的特性は簡潔明瞭に説明することを要する。一方、説明記載に視覚的特性に

ついての言及が全くない場合は、その説明記載は容認できず、変更が要求される。意匠の

説明には、使用目的、操作方法、材質、大きさ、色彩・透明部、デザインの特徴を記載す

ることは認められない。 
なお、部分意匠制度はないが、新規の意匠と無関係の部分は、点線又は破線で示し（写

真の場合は、保護を求める部分を明確に区別できるように表現する）、意匠の説明の欄にそ

の旨記載する（施行規則第 9 条）。 
 
４．２ 新規性喪失の例外規定の有無 
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新規性の喪失例外規定がある（意匠法第 8 条）。客体的用件は、意匠の創作者若しくは

その権利承継人によるか、又は、それらの者の承認を得た第三者若しくは意匠創作者若し

くは権利承継人との関係に背反する第三者によるか、のいずれかによる開示による意匠で

ある。時期的用件は、出願日又は優先日から 12 か月以内である。 
 
５．意匠の特定・認定・補正の考え方 
 
５．１ 意匠の十分な開示要件 

出願は、付属書 1 の見本に則る願書、及び図面、図案、書画、写真又は同様の意匠の表

示であって意匠法第 26 条第 1 段落(b)に規定の具体的な模様のすべてを反映した複製のた

めに適切なもの、並びに手数料納付の領収書原本が供託された日付、時間、分の時点を、

出願日として付与される。出願時に当該書類が提出されていない場合は、庁は、当該不備

を修正するために 1 月を与えるものとし、出願日は当該不備が修正される日とする（施行

規則第 13 条）。 
 

５．２ 意匠の認定・補正の要件 
意匠の認定において、同一となる分類内の物品はすべて類似物品と判断される。形態の

特定において、図法の判断は、方式審査官が施行規則に基づいて行う。意匠が明確か否か

の判断は、方式審査官が意匠法に基づいて行う。形態が特定できない場合は、不備理由通

知書が送付される。 
意匠の補正は、図面及び見本・ひな形の相互の補正、写真及び見本・ひな形の相互の補

正、色彩あり及び色彩無しの相互の補正が相互に認められる。また、斜視図の追加をする

補正や、斜視図及び６面図の補正が相互に認められる。 
意匠に係る物品の補正は、登録前までは可能である。意匠の説明の補正は、公告までは

可能である。 
 

６．意匠の単一性の考え方 
 
６．１ 一出願と認められる範囲 
 複数の意匠に関わる出願を 1 件の出願にまとめることができる（意匠法第 28 条、施行

規則第 9 条(g)）。装飾及び模様の意匠の場合を除き、意匠、又は意匠が付加又は応用され

る物品を複合出願の対象物とするためには、それらの物品が国際意匠分類の同一の分類及

び小分類に属していることを要する。又は、意匠を具現した物品が、1 個のまとまった物

品の同じ組合せ、又は、その物品の部分に属しているか、複合物品の部品であるか、1 個

の組物に属しているか、複数の対象物又は展示物の組合せとして知覚されることを要する

（意匠法第 28 条、施行規則第 9 条(g)）。 
 複数の物品の機能を果たし、かつ、複数の物品を包含している物品の表示を決定する場

合、複数の物品の表示を付与し、製品の表示の間にカンマ（，）を挿入して示すことができ

る。 
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 複合出願については、意匠法に定める手数料に加えて、施行規則に規定される追加出願

手数料の支払いが適用される。 
 以下の例は、一出願として認められない。 
部品と完成品（例：自転車のサドルと自転車） 
同一物品の類似しない複数意匠（例：イスのみの複数意匠） 
同一物品の類似する複数意匠（例：イスのみの複数意匠） 
同一出願人による類似しない複数意匠（物品の類否を考慮しない） 
同一出願人による類似する複数意匠（物品の類否を考慮しない）69 
 

６．２ 一意匠と認められる範囲 
一の意匠を基にした複数の実施態様（例：非包装物と包装された状態の複数の実施例）

は、一意匠と認められる。 
ナイフ、フォーク及びスプーンなどのセットものは、一意匠と認められる。 
セットものについて、出願人が自由に組み合わせた場合、一意匠と認められる。 
物品の一部又は全体が動くあるいは変化するもの（例：組立てるとロボットになる自動

車おもちゃ）は、一意匠と認められる。 
遷移する画像（例：操作により展開する音楽再生装置の画像）は、一意匠と認められな

い。 
 

６．３ 分割要件 
分割出願に関する規定はない。 
 

７．意匠権 
 
７．１ 意匠権の効力範囲 

物品名が含む類似範囲は、願書に記載の物品と同一の範囲である70。 
図面等で開示されていない箇所については、意匠権の効力の範囲に含まれない71。 
実施態様のみに類似する侵害品は、視覚的な性質が類似している必要がある。 
 

７．２ 権利行使の制限事項 
特徴及び要素の意匠にあって、意匠の創作者に何ら自由を与えない技術的機能により決

定される意匠は、保護の範囲外にあるものとされる。 
意匠が一体化されている対象若しくは応用されている対象である物品が、機械的に組み

立てられる若しくは他の物品に連結されることを許容するために特定の型式及び寸法で再

生産されることを必須とする意匠は、保護の範囲外にあるものとされる。 
ただし、一定規格内において、同一の又は互換性の物品の同時かつ無限の又は多重の組

                                            
69第 III部海外アンケート調査結果による。 
70第 III部海外アンケート調査結果による。 
71第 III部海外アンケート調査結果による。 
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立又は連結を許容する目的に適う意匠は、意匠法第 6 条（新規性）及び第 7 条（独自性）

の規定を遵守することを条件として、保護の範囲内にあるものとされる（意匠法第 10 条） 
 
８．意匠公報に掲載された意匠の表現例 
 

トルコ特許局のウェブサイトから意匠公報を入手することができる。意匠登録 2011 
01756 には、ロカルノ分類 12-08「Motor cars, buses and lorries」に分類される自動車が

写真により開示されている。 
 

http://www.tpe.gov.tr/portal/default_en.jsp（最終訪問日：2013 年 2 月 21 日） 
 

 
９．意匠権に係る判例 

 
調査範囲では該当する判例はなかった。 
 

１０．参考文献 
 
（１）トルコ意匠法 
（２）トルコ意匠規則 
（３）トルコ意匠審査基準 
（４）トルコ意匠ガイドライン草案（Draft Design Examination Guideline） 
（５）本報告書第 III 部海外アンケート調査結果（Destenk Patent Inc による回答） 
 
 
 
 

 

http://www.tpe.gov.tr/portal/default_en.jsp
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第Ⅲ部 海外アンケート調査 
 
１．海外アンケート調査の目的と手法 

調査対象 15 か国・地域の意匠制度及び運用を調査するために、各国・地域の法律

事務所にアンケート票を送付して回答を得た。回答に当たっては次の海外事務所の協

力を得た。なお、欧州共同体商標意匠庁（OHIM）に関しては直接当該官庁にアンケ

ート票を送付し回答を得た。 
 

1  中国 北京林達劉知識産権代理事務所 
2 アメリカ合衆国 Finnegan, Henderson, Farabow, 

Garrett & Dunner, LLP 
3 欧州共同体商標意匠庁（OHIM） 同左 
4 韓国 Kim & Chang 
5 台湾 UPSC 聯合專利商標事務所 
6 香港 Deacons 
7 インド Kan & Krishme 
8 ロシア Gorodidissky & Partners 
9 ブラジル Kasznar Leonardos  
10 オーストラリア Shelston IP 
11 南アフリカ Dr Gerntholtz Inc 
12 トルコ Destenk Patent Inc 
13 ニュージーランド Shelston IP 
14 アラブ首長国連邦（UAE） Rouse& Co 
15 フランス Beau de Lomenie 

 
 

２．海外アンケート調査の結果 
回答は各国・地域の制度を一覧表として俯瞰できるように、質問項目ごとに各国・

地域の回答を整理した。次ページから各法律事務所より得られた回答を示す1。一覧

表の左端列には、質問に対する我が国意匠制度の回答を事務局で記載し、これと同等

の回答の国の欄には色をつけて、我が国制度との同一性が容易に判別できるようにし

た。 
 
 
 

                                            
1 調査結果一覧表は通しページとしたが、回答中の注については、別添資料として調査結果一覧表の後に R-1～4
として添付した。 



海外アンケート調査の結果　一覧表

日本 中国
アメリカ合

衆国
OHIM 韓国 台湾 香港 インド ロシア ブラジル オーストラリア 南アフリカ トルコ

ニュージーラ
ンド

アラブ首長
国連邦

フランス

意匠法 専利法 特許法
意匠理事会

規則
デザイン保

護法
専利法 意匠条例 意匠法 特許法

産業財産権
法

意匠法 意匠法 意匠法 意匠法 特許意匠法 知的財産法

「意匠」とは、
物品(物品の
部分を含
む。)の形
状、模様若
しくは色彩又
はこれらの結
合であつて、
視覚を通じ
て美感を起
こさせるもの
(2条)

「意匠」とは、製
品の形状、模
様又はそれら
の組合せ、及
び色彩と形状、
模様の組合せ
について提案
された、美感に
富み、工業的
応用に適した
新しいデザイン
をいう(2条）。

「製造物品の
ための新規，
独創的かつ装
飾的」意匠
(171条）

「意匠」とは，
製品の全体又
は一部の外観
であって，その
製品自体及び
／又はそれに
係る装飾の特
徴，特に線，
輪郭，色彩，
形状，織り方
及び／又は素
材の特徴から
生じるものをい
う(3条(a))。

「デザイン」と
は、物品〔物品
の部分(第12
条を除く)およ
び文字体を含
む。以下同じ〕
の形状・模様・
色彩又はこれ
らを結合したも
ので、視覚を
通じて美感を
起させるものを
いう（2条1
号）。

「意匠」とは、
物品の形状、
模様、色彩又
はこれらの結
合であって、
視覚
に訴える創作
を指す(109
条)。

「意匠」とは，
工業的方法に
より物品に適
用される形状，
輪郭，模様又
は装飾の特徴
であって，完
成物品におい
て視覚に訴
え，かつ，視覚
で判断されるも
のをいう(2
条)。

「意匠」とは，手
工芸的，機械
的，若しくは化学
的の如何を問わ
ず，又は分離若
しくは結合の如
何を問わず，工
業的方法又は手
段により，2次元

若しくは3次元又
はその双方の形
態かを問わず，

物品に適用さ
れる線又は色
彩の形状，輪
郭，模様，装
飾若しくは構
成の特徴に限
られるもので
あって，製品
において視覚
に訴え，かつ，
視覚によって
のみ判断され
るものを意味
する(2条(d))。

物品の外観を
決定する、工
業的に又は職
人により製造さ
れた当該物品
の美術的表現
及びデザイン
表現(1352条
1.)

物品の装飾的
造形体又は製
品に利用する
ことができる線
及び色彩の装
飾的配置で
あって，その外
形に新規かつ
独創的な視覚
的成果をもた
らし，工業生産
のためのひな
形にすることが
できるもの(95
条)

「意匠」とは，製
品に関連して，
その製品の1
又は複数の視
覚的特徴から
もたらされる製
品の全体的な
外観をいう(5
条)。

「意匠」とは，
美的意匠又は
機能的意匠を
いう。「美的意
匠」とは，物品
に応用する意匠
であって・・・視
覚に訴え，か
つ，視覚でのみ
評価される特徴
を有するものを

いう。「機能的
意匠」とは，物
品に応用される
意匠であっ
て・・・当該意匠
が応用される物
品が果たす機能
によって必要とさ
れる特徴を有す

るものであり，集
積回路の回路
配置，マスク
ワーク及び連
続マスクワーク
を含む。(1条)

「意匠」とは，
物品又はその
装飾の全体又
は部分の外観
を構成するも
のとして五感
により感知され
る線，色彩，織
り方，形状，音
声，弾性，物
質的その他の
特徴などの
様々な模様の
すべてを意味
する(3条(a))。

「意匠」とは，
形，形状，模
様又は装飾の
特徴であって
工業的方法若
しくは手段に
よって物品に
用いられ，製
品においては
視覚に訴え若
しくは視覚に
よってのみ判
断されるものを
いうが，構造に
ついての方法
若しくは原理
を含まず又は
その形若しく
は形状に形成
される当該物
品が果たす機
能によっての
み定まる形若
しくは形状の
特徴を含まな
い(2条(1))。

意匠：産業又
は工芸で使用
することができ
る革新的な3
次元形状。
産業図面：産
業又は工芸で
使用することが
できる製品を
生み出す線又
は色の革新的
な創作。(1条)

製品の全体又
は部分の外観
であって，特に
その製品の
線，輪郭，色
彩，形状，織り
方又は材質の
特徴に由来す
るもの(L511条
1)

・部分(2条)
・一意匠(7条)
・組物(8条)
・関連(10条)
・分割(10-2)
・変更(13条)
・秘密(14条)

・多意匠一出
願(31条)

(実務上､部
分意匠も複
数意匠も出
願可能)

・多意匠一出
願(37条)

・部分(2条)
・類似(7条)
・組物(12条)
・秘密(13条)
・動的(基準3
条3項)

・部分(新121)
・関連(新127)
・組物(新129)
・動的(基準3
篇2章1.4.1)

・組物(2条)
・多意匠一出
願(13条)
・部分(ｶﾞｲﾄﾞﾗ
ｲﾝ)

・組物(規則2
条(e))

・多意匠一出
願(1377条1)
・分割(1391
条2,1384条
5)

・秘密(106
条)
(実務上、
セット意匠、
動的意匠も
可)

・多意匠一出
願(22条
(1)(c)(d))
(実務上､部
分意匠、セッ
ト意匠も可)

・組物(1条) ・多意匠一出
願(28条)
・公告延期
(35条)

(実務上､部

分意匠可)
・多意匠一出
願(45条)

・部分(511条
1)
・多意匠一出
願(規則512条
3)
・簡易出願
(512条2)

設定登録の
日から20年

出願日から10
年(42条)

付与日から
14年(173条)

改正後は登
録から15年

出願日から5
年間，25年
を限度(12
条)

設定登録日
から15年(40
条)

出願日から
12 年(113
条)

出願日から5
年間，25年ま

で(28条)

登録日から
10年間，5年
間延長可(11
条)

出願から15
年，10年延

長可(1363
条)

出願日から
10年，5年を

3 回延長可

(108条)

出願日から5
年，又は更新
により出願日
から10年(46
条)

(a)美的意

匠：15 年，

(b)機能的意

匠：10 年
(22条)

出願日から5
年，25年まで

5年毎に更新

可(12条)

登録日から5
年，15年まで

5年毎に延長

可(12条)

意匠、産業
図面の保護
期間は出願
日から10年
(49条)

出願日から5
年間，25 年
まで5 年毎に
延長可
(L513 条1)

・物品の説
明(様式2)
・意匠の説
明(6条)
・正投影､等
角投影､斜
投影､斜視
図(様式6)
・写真､ひな
形､見本(規
則4､5条)
・破線(様式

6)

・図面又は写
真(細則27条)
・簡単な説明
(名称､用途､
設計要点を
明記:細則28
条)

・表面陰影
・破線は可視
の外周構造
か､権利請求
外
・写真とインク
図面の組合
せ不可(規則

1.152)
・図面の簡単
な説明(規則

1.154)

・1意匠7図ま
で、
・1出願にお
ける意匠の
数には制限
なし(ｶﾞｲﾄﾞﾗｲ
ﾝ)
・100語以下
の説明も可
(委規1条)

・審査登録出
願書又は無
審査登録出
願書(9条)
・３D画像提

出可（基準3
条)
・少なくとも1
図(2010年1
月に6図から

1図ﾍ:規則5
条)

・図面説明書
(物品の名
称､創作の説
明､図面の説
明､図面:117
条)(新法では
明細書と図
面)
・斜視図+6
面図又は2以
上の斜視図
(細則33条)

・英語､中国
語による新
規性の陳述
書(規則8
条)
・斜視図必
要(ｶﾞｲﾄﾞﾗｲ
ﾝ14(5))

・写真､ﾄﾚｰｼ
ﾝｸﾞ､CG､見

本も可(規則

14)
・破線は権利
請求外(基
準)
・斜視図が好
ましい(ｶﾞｲﾄﾞﾗ
ｲﾝ)

・物品の表
現､物品の全
体図､明細､
本質的特徴
の一覧表
(1377条)

・対象物の使
用分野､必要
な場合は明
細書・クレー
ム(101条)
・三次元の場
合、斜視図
は必須(基準

11.4.1)

・各意匠の表
示又は表示
であると認め
られる情報が
必須(規則

3.01)
・陰影は一般
に湾曲した表
面を表示(基
準14.5)

・定義陳述書
に物品の特
徴に関する
説明陳述書
を付すること
ができる(規
則12,15)
・回路配置等
の機能的意
匠には説明
陳述書が必
須(規則15)

・図面等の複
製に適したも
の､説明書､
使用される物
品の一覧(26
条)
・表現物と
は・・・図面､
画像等の手
段で作成さ
れたもの(基
準2.2.2)

・複数の図形
が示される場
合は・・・場合
に応じて斜
視図，正面
図，側面図，
平面図，その
他として，明
示されなけれ
ばならない
(規則27)

・出願には一
つ以上の産
業図面又は
意匠を含める
ことができる。
ただし、図面
又は意匠の
合計数が20
を超えない場
合に限られる
(45条)

・一つの出
願に100の
意匠まで含
めることが
できる(規則

512条3)

あり

ただし、無効
審判請求可
(48条)

なし
(予備審査の

み：40条)

ただし、評価
報告書制度
がある（専利
法61条）

あり
(131条を準

用する171
条)

なし
(45条）

ただし、抗告
後の無効申
請制度があ
る（24条）

あり
（25条）

ただし、規則
9条3項で指
定する物品
は無審査登
録出願のみ
可(9条6項)

あり
(120,121条)

ただし、登録
取消制度が
ある

なし
(27条)

あり
(5条)

あり
(1391条1）

なし
(106条)

ただし、新規
性・独創性に
関する審査請
求可、実体審
査の見解書が
発行される
(111条)

なし
(24､25条)

ただし、登録後
に何人かの請
求又は登録官
の発意により審
査することがで
きる(62～65
条)

なし
(15条)

ただし、裁判
所への意匠
登録の無効
請求制度が
ある

なし
(32～34条)

編者：注*）

あり
(7条)

あり
(44条)
ただし、実際
には審査は
行われてい
ないとの情報
有り

なし
(L512条2)

日本分類
国際意匠分類
（ロカルノ分類）

アメリカ合衆国
分類

ユーロ国際意
匠分類（ユーロ
ロカルノ分類）

韓国分類
国際意匠分類
（ロカルノ分

類）

国際意匠分類
（ロカルノ分

類）

国際意匠分類
（ロカルノ分

類）

国際意匠分類
（ロカルノ分

類）

国際意匠分類
（ロカルノ分

類）

国際意匠分類
（ロカルノ分類）

国際意匠分類
（ロカルノ分

類）

国際意匠分類
（ロカルノ分

類）

国際意匠分類
（ロカルノ分

類）

国際意匠分類
（ロカルノ分

類）

国際意匠分類
（ロカルノ分

類）

【０，各国意匠制度基本情報】

意匠を保護する法律

意匠の定義

意匠特有の制度

実体審査の有無

編者：注*）トルコについては実体審査を行っているとの
調査報告書等もあり、なお調査が必要であると考えられ
る。

意匠の開示の特徴

意匠分類

権利期間

195



日本 中国
アメリカ合

衆国
OHIM 韓国 台湾 香港 インド ロシア ブラジル オーストラリア 南アフリカ トルコ

ニュージーラ
ンド

アラブ首長
国連邦

フランス

ある ある ある ある ある ある ある ある　(詳細は、

Ｒ-1を参照）

ある ある ある ある ある ある ある ある

ある ある ある ある ある ある ある ある　(詳細は、

Ｒ-1を参照）

ある ある ある ある ある ある ある ある

ある ある ある ある ある ある ある ある　(詳細は、

Ｒ-1を参照）

ある ある ある ある ある ある ある ある

ある

±4名

ある

±4名

専門部署が
ある

ある ない ある ない ある ない（2013年1
月１日から新法
が施行されると、
あり）

ある ない（詳細は、Ｒ
-1を参照）

ない ない ある ある ない
編者：注＊＊＊）

ある ない ある

ある ある ある ない ない（関連意匠と
類似する類似デ
ザイン制度を採
用している）

ある ある ない ない ない 回答なし ある ない 回答なし ない ない

ない ある ない ある ある ない ある ない ある ある ある ない ない ある ある ある

ある ない ない ない ない 発明特許および
実用新案の出願
は意匠出願へ変
更でき、意匠出
願は実用新案出
願へ変更でき、
実用新案出願は
発明特許出願へ
変更できる。しか
し、意匠出願を
発明特許出願へ
直接変更するこ
とはできない

ない ない ない ない ない ない ない ない ない なし

ある ない ある ない ある ない ない ない ない （場合によって
は）ある

ない ある ない 回答なし ない ない

ある ある ある ない
編者：注＊）

ある ない ない
編者：注＊＊）

ある

(詳細は資料R-1
を参照）

ない ない ある ない ある（12ヶ月のグ
レースピリオド）

ある（秘密開示と
指定博覧会展
示）

ない ある

ある ある ある ある ある ある ある ない ない ない ない ない ない ない ある ない

Q1-6　右記の事項につ
いて貴国の状況を教え
て下さい。（制度の有無
をお教えください。）

編者：注＊）OHIM回答で
は新規性喪失は「ない」と
の回答であるが、国際展
示優先権（CDR44条、審

査基準10.2）は認められる
と考えられる。第Ⅱ部参照
のこと。

編者：注＊＊）香港では、
新規性喪失の例外が認め
られると考えられる（条例
第9条）。第Ⅱ部参照のこ
と。

編者：注＊＊＊）トルコは、
部分意匠制度が「ない」と
回答であるが、実務として
認められているとの情報も
ありなお調査が必要である
と考えられる。

部分意匠制度

多意匠一出願制度

Q1-5　実体審査を行っている国に質問します。新規
性の判断について、行っている先行調査に当てはま
るものを下記の中からすべてご記入下さい。
□自国の意匠公報、□他国の意匠公報、□特許公
報等、□公知資料（雑誌・カタログ、インターネット、そ
の他）

各種料金減免制度

新規性喪失の例外

関連意匠制度

特許、意匠の間での出願変
更制度

N/A N/A

専門部署がある
2人

ない ない

Q1-3　貴国では、意匠出願の実体審査を行っていま
すか。下記の当てはまるものを記入をお願いします。
□すべての出願について行っている、□一部の意匠
出願について行っている、□行っていない
編者：注*）トルコについては実体審査を行っているとの調
査報告書等もあり、なお調査が必要であると考えられる。

Q1-4　実体審査を行う専門部署がありますか。専門
部署がある場合には、その専門部署の担当者数を記
入願います。

自国公報、
外国公報、
雑誌、カタロ
グ、インター
ネットの公知
資料

すべての出
願について
行っている

行っていない

N/A

ない

すべての出願に
ついて行ってい
る

専門部署がある
（担当者　約14
人）

自国公報、、日
本、米国、ヨー
ロッパ、韓国の公
報、雑誌、カタロ
グ、インターネッ
トの公知資料 N/A

特許公報等

（詳細は、Ｒ-1を
参照）

専門部署がある
（担当者　約120
人）

すべての出願に
ついて行ってい
る

すべての出願に
ついて行ってい
る

実体審査は規則
で定められてい
るが、業務とし
て、まだ特許庁
で採用されてい
ない

行っていない

ない

行っていない

出願人または第
三者の請求に応
じて、しかるべき
審査が行われる

ない
実体審査の実施
は、審査官／長
官補（Assistant
Controller）に
委ねられている

専門部署がある
（担当者　約40
人）

行っていない 行っていない

編者：注*）

専門部署がある
ロシア特許庁の
意匠部門（担当
者数：約50人）

N/A

ない ない

編者：注*）

すべての出願に
ついて行ってい
る

自国公報

一部の意匠出願
について行って
いる

自国公報、義務
的な調査として米
国、ヨーロッパ、
特許公報の公
報、雑誌、カタロ
グ、インターネット
の公知資料

専門部署がある
（担当者　約6人）

方式審査によっ
て登録後、請求
がされたものに
限って行う

N/A

自国公報、他国
の意匠公報、特
許公報等、公知
資料

N/A N/A

自国公報、義務
的な調査として
日本、米国、フラ
ンス、英国、ドイ
ツ、スペイン、
WIPO、OHIM
の公報、雑誌、
カタログ、イン
ターネットの公知
資料

自国公報、日
本、米国、ヨー
ロッパの公報、雑
誌、カタログ、イ
ンターネットの公
知資料

行っていないすべての出願に
ついて行ってい
る

行っていない

ない

ない
専門部署自体は
ないが、こうした
問題を調査する
審査官を任命す
ることはできる

中国特許庁で
は、意匠審査部
を設けているが、
左記のような部署
分けはない。意
匠審査部には約
200人の担当者
がいる

ない ないある
意匠部門の審査
官16人

ある（USPTOの
テクノロジーセン
ター(TC) 2900
が意匠特許出願
の審査を行う）人
数は約200人

ない
専門部署自体は
ないが、こうした
問題を調査する
審査官を任命す
ることはできる

ない ないある
約3人

□ある
(担当者数）

□ない

ある

ある(意匠部

門)

□ない

ない

ある（担当者数
は不明）

ある（意匠部門）

そのような管理を
する専門部署は
ない。担当者が
審査の全手順を
行う

ない ある
4人
（公序良俗の審
査は行わない）

ある
2人

ないある
2人

ない

ない

ない

ある
4人

ある
4人

ある
ロシア特許庁の
意匠部門が行う
担当者数：約50
人

ない

□ある
(担当者数）

意匠の法律

方式審査基準

意匠審査基準

Q1-2(2) 分類付与・確認を行う専門部
署

Q1-1 貴国には、①意
匠の法律（法的拘束力のあ

るもの）、②方式審査基
準（法的拘束力のあるもの）

や③意匠審査基準（法的

拘束力のないもの）がありま
すか。

早期審査制度

【１，制度】意匠に関する、貴国の産業財産権の制度
について、以下の設問にお答え願います。

Q1-2(1) 意匠出願の図面の記載要件
の確認、公序良俗の審査を行う専門部
署
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ンド

アラブ首長
国連邦

フランス

「意匠」とは、
物品(物品の
部分を含
む。)の形
状、模様若
しくは色彩又
はこれらの結
合であつて、
視覚を通じ
て美感を起
こさせるもの
(2条)

「意匠」とは、製品
の形状、模様又
はそれらの組合
せ、及び色彩と形
状、模様の組合
せについて出さ
れた、美感に富
み、工業的応用
に適した新しいデ
ザインをいう

米国では、意
匠とは、製造
物品に取り入
れられる若し
くは適用され
る視覚的、装
飾的な特徴で
構成されるも
のをいい、意
匠特許出願の
対象は、物品
の外形若しく
は形状、物品
に適用される
表面装飾、又
は外形と表面
装飾の組合せ
に関するもの
とすることが
できる

意匠理事会規則
第3条(a)：「意
匠」とは、製品の
全体又は一部の
外観であって、
その製品自体及
び／又はそれに
係る装飾の特
徴、特に線、輪
郭、色彩、形状、
織り方及び／又
は素材の特徴か
ら生じるものをい
う

「デザイン」とは、
物品（物品の部
分(第12条を除

く)及び書体を含
む、以下同じ）の
形状・模様・色彩
又はこれらを結
合したものであっ
て、視覚を通して
美観を起こさせる
ものをいう（デザ
イン保護法第2
条第1号）

「意匠」とは、物
品の形状、模
様、色彩又はこ
れらの結合で
あって、視覚に
訴える創作を指
す
類似意匠とは、
同一人がその所
有する別の意匠
に基づいて創作
したものであっ
て、その構成が
類似しているもの
を指す（台湾専
利法第109条）

工業的方法によ
り物品に適用さ
れる形状、輪郭、
模様又は装飾の
特徴であって、
完成物品におい
て視覚に訴え、
かつ視覚で判断
されるものをいう

意匠法第2条
（Ｄ）に規定され
ている
（詳細は、Ｒ-1を
参照）

「意匠」とは、工
業製品または手
工芸品の外観を
定義する、美術
的・構造的解決
策をいう

物品の装飾的造
形体又は製品に
利用することがで
きる線及び色彩
の装飾的配置で
あって，その外
形に新規かつ独
創的な視覚的成
果をもたらし，工
業生産のための
ひな形にすること
ができるものは，
「意匠」とみなさ
れる

「意匠」とは，製
品に関連して，そ
の製品の1又は
複数の視覚的特
徴からもたらされ
る製品の全体的
な外観をいう（詳
細は、Ｒ-4を参
照）

「意匠」とは、美
的意匠又は機能
的意匠をいう（詳
細は、R-4を参

照)

意匠法554号第

3条(a)：「意匠」と
は、物品又はそ
の装飾の全体又
は部分の外観を
構成するものとし
て五感により感
知される線、色
彩、織り方、形
状、音声、弾性、
物質的その他の
特徴などの様々
な模様のすべて
を意味する

「意匠」とは，形，
形状，模様又は
装飾の特徴で
あって工業的方
法若しくは手段
によって物品に
用いられ，製品
においては視覚
に訴え若しくは
視覚によっての
み判断されるも
のをいうが，構造
についての方法
若しくは原理を
含まず又はその
形若しくは形状
に形成される当
該物品が果たす
機能によっての
み定まる形若しく
は形状の特徴を
含まない

産業図面：産業
又は工芸で使用
することができる
製品を生み出す
線又は色の革新
的な創作。
意匠：産業又は
工芸で使用する
ことができる革新
的な3 次元形状

「意匠」とは製品
またはその一部
の外観であっ
て、その線、輪
郭、色彩、形状、
織り方、材質およ
び／または装飾
に由来するもの。
（知的財産法第
L511 条1）

該当しない 該当する 該当する 該当しない 該当しない 該当しない 判例が不十分 該当する 該当しない 該当する 該当する 該当する 該当する 該当しない 該当する 該当する

該当する 該当しない 該当する 該当しない 該当する 該当する 判例が不十分 該当する 該当しない 該当しない 該当する 該当する 該当する 該当する 該当しない 該当する

該当しない 該当しない 該当する 該当しない 該当する 該当しない 該当する 該当する 該当しない 該当する 該当する 該当する 該当する 該当しない 該当しない 該当する

該当しない 該当しない 該当しない 該当しない 該当しない 該当する 該当しない 該当しない 該当しない 該当しない 該当する 該当する 該当しない 該当しない 該当しない 該当しない

該当しない 該当する 該当する 該当する 該当しない 該当しない 組物であれば該
当する

該当する(詳細

は、Ｒ-1を参照）

該当しない 該当する 該当する 該当する 該当する 該当する 該当する 該当する

該当しない 該当しない 該当しない 該当しない 該当しない 該当しない 判例が不十分 該当しない 該当しない （物品に応用した
場合は）該当す
る

該当しない 該当しない 該当する 該当しない 該当しない 該当する

該当する 該当しない 該当しない 該当しない 該当する 該当しない 該当しない 該当しない 該当しない 該当しない 該当しない 該当しない 該当する 該当しない 該当しない 該当する

該当しない 該当しない 該当しない 該当しない 該当しない 該当しない 該当しない 該当しない 該当する 該当する 該当しない 該当しない 該当する 該当しない 該当しない 該当する

該当しない 該当しない 該当する 該当する 該当しない 該当しない 該当する 該当しない 該当しない 該当する 該当しない 該当しない 該当する 該当しない 該当する 該当する

該当しない 該当しない 該当する 該当する 該当しない 該当しない 該当しない 該当しない(詳細

は、Ｒ-1を参照）

該当する 該当しない 該当しない 該当する 該当する 該当しない 該当しない 該当する

該当しない 該当する 該当する 該当する 該当しない 該当する 該当する 該当する 該当する 該当する 該当する 該当する 該当する 該当する 該当する 該当する

該当しない 該当しない 該当する 該当する 該当する 該当しない 該当する 該当しない 該当する 該当する 該当する 該当しない 該当する 該当する 該当しない 該当する

該当する 該当しない 該当する 該当しない 該当する 該当しない 該当する 該当しない 該当する 該当しない 該当しない 該当する 該当する 該当する 該当する 該当する

該当しない 該当しない 該当しない 該当する 該当しない 該当しない 該当しない 該当しない 該当しない 該当する 該当しない 該当する 該当する 該当しない 該当する 該当する

該当しない 該当しない 該当する 該当しない 該当しない 該当する 該当しない 該当しない 該当しない 該当しない 該当する 該当しない 該当する 該当しない 該当する 該当する

該当する 該当する 該当する 該当しない 該当する 該当する 該当する 該当する（詳細
は、Ｒ-1を参照）

該当する 該当しない 該当する 該当する 該当する 該当する 該当する 該当する

該当しない 該当しない 該当しない 該当する 該当しない 該当しない 該当しない 該当しない 該当する 該当する 該当しない 該当する 該当する 該当しない 該当しない 該当する

なし なし なし 動画アイコン、グ
ラフィカル・ユー
ザ・インター
フェース

（詳細はＲ-3を
参照）

アイコン、グラ
フィックユーザイ
ンターフェース
は、2013年1月1
日から意匠特許
保護の対象に
なった。

なし なし なし なし なし なし なし なし なし なし

【２，意匠の保護客体】貴国で保護される意匠につい
て、以下の設問にお答え願います。

Q2-2　貴国の意匠の法
律によって保護される意
匠の保護対象につい
て、該当するかしないか
をすべてお答え下さい。
選択肢以外に保護対象
がある場合は、「その
他」欄に記入して下さ
い。

編者注＊）「動的意匠」は
Motion Design と訳した
ため、実際に動いている
物品が意匠の対象となる
かどうかと解されて回答が
なされている。従って、我
が国で言う動的意匠が保
護されるか否かは、その内
容を具体的に質問した
Q6-3を参照のこと。

編者注**）「包装ラッピン

グ」はPackaging と質問し
たため、「包装容器」が保
護対象に該当するかとの
問いに解され回答されたと
考えられる。

□ホログラム

□動的意匠）編者注*）

□画像（表示される物品を
特定して）

□画像のみ（表示される物
品を特定しない）

□テキスタイルのみ（物品を
特定しない）

Q2-1　貴国において、意匠の法律によって保護され
る意匠の定義について、記入して下さい。

□極小意匠（肉眼で視認でき
ないもの）

□3次元（３D）画像

□店舗等の室内ディスプレ
イやレイアウト

□アイコン

□包装ラッピング）編者注**）

□有体物(不動産を含む)

□有体物（不動産を含まな
い）

□建築物

□光（花火、イルミネーショ
ン等）

□グラフィックシンボル

□その他（　　　　）

□設計図

□テキスタイル（布として）
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フランス

認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる

認められな
い

認められない 認められる 認められない 認められる 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められる 認められない 認められない 認められない

認められな
い

認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない

認められる 認められない 認められない 認められる 認められる 認められる 電子出願として
認められる

認められない 認められない 認められない 認められる 認められない 認められない 認められる 認められない 認められない

なし 認められる
(電子システム)

なし ファックス なし なし なし なし なし なし ファクシミリ、
Business to
Business

なし なし なし なし Ｆａｘ

認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる

認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる

認められる 認められない 認められない 認められる 認められる 認められない 登録官が請求す
る場合を除き、見
本は提出しない

一般的には認め
られない

認められない 認められない 簡単に移動でき
平面上で他の書
類と保管できるも
のは認められる

認められない 認められない 認められない 認められない 認められる

なし なし なし CG描画 CG描画

3Dﾓﾃﾞﾘﾝｸﾞ図面

CG描画 なし CG描画
ﾄﾚｰｼﾝｸﾞ

CG描画 CG描画 なし なし CG描画 なし なし なし

制度あり 制度なし 制度なし 制度なし 制度あり 制度なし 制度なし 制度なし 制度なし
編者:注＊）

制度なし 制度なし 制度なし 制度あり（銀行の領
収証）

制度なし 制度なし 制度なし

電子出願で
可能な手続
を書面により
行う場合

― ― ―

電子文書で提出
可能な書類を書
面で提出する大
部分の場合(例；
審査登録出願
書)

― ― ― ― ― ― ―

電子出願で可能
な手続を書面に
より行う場合は、
総てに適用され
る

― ― ―

1200円＋

700円×枚数
― ― ―

審査登録出願
書；6万ウォン→7
万ウォン ― ― ― ― ― ― ―

出願で納入すべ
き手数料（詳細
は、Ｒ-4を参照） ― ― ―

制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 制度あり 制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 制度なし

― ― ― ― ― ― ― ― ― 回答なし ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ― 回答なし ― ― ― ― ― ―

なし なし あり なし なし なし なし 手数料は現金ま
たは小切手で納
付する

なし なし なし なし なし なし なし なし

― ―

出願サイズ手数
料：100枚を超え

た場合、50枚ご
とに追加料金

― ― ― ―

すべての場合

― ― ― ― ― ― ― ―

― ―
$310

― ― ― ―
意匠法第１附則
に規定されてい
る

― ― ― ― ― ― ― ―

制度なし 制度なし 制度なし 出願数又は意匠
数に関連して

制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 制度なし 制度なし

― ― ―
複数出願の場合

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ―
（詳細は、Ｒ-4を
参照） ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

なし その他の制度あり なし なし なし なし なし なし なし なし 制度あり なし なし なし ある なし

―

費用納付に困難
がある場合、費用
の軽減を請求で
きる。中国人のみ
が対象

― ― ― ― ― ― ― ―

電子的B2B出願

（B2B:Business
to Business 仮
想専用回線)

― ― ―

個人と企業で料
金に差が設けら
れている ―

―

軽減可能な費用
は、出願料、不服
審判請求料、年
金

― ― ― ― ― ― ― ―

AUD100の減額

― ― ― ― ―

【３，意匠の開示方法】貴国の意匠出願に関する、意
匠の開示方法について、以下の設問にお答え願いま
す。

□インターネット

□図面

□電子メール

Q3-1　貴国へ意匠出願
する場合に認められる
意匠の出願形式につい
て、当てはまるか当ては
まらないかをすべて記
入して下さい。

□その他

料金内容
（自由記載）

Q3-2　貴国へ意匠出願
する場合に認められる
意匠の表現形式につい
て、当てはまるか当ては
まらないかをすべてに
記入して下さい。

どのような場合に（自由記
載）

料金内容
（自由記載）

□写真

□見本

どのような場合に（自由記
載）

Q3-3　意匠出願の表現
形式に関連して特別な
料金制度がある場合、
それはどのような制度で
すか。当てはまるか当て
はまらないかをすべて
記入して下さい。

編者:注＊）ロシア「電子化
手数料」で「制度なし」と
なっているがでは静止画
電子画像の出願は可能と
考えられる。第Ⅱ部参照の
こと。

課金制度

どのような場合に（自由記
載）

□その他

料金内容（自由記載）

□その他

どのような場合に(自由記
載）
料金内容（自由記載）

□その他

□電子化手数料

どのような場合に(自由記
載）

□書面

□電子的な記録媒体

□出願数又は意匠数に関
連して

□保管手数料

料金内容
（自由記載）

減免制度
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アメリカ合
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ニュージーラ
ンド

アラブ首長
国連邦

フランス

規定

図の数

規定なし 規定なし 100枚まで 7図まで 規定なし 7図まで 回答なし 8図でないとして
も、審査官が十
分であると認める
数

物品の外観の全
面的かつ詳細な
認識を示す物品
に係る一連の図
面：斜視・正面・
背面…右側面図
が必要

規定なし 各図面用紙の5
枚のコピーを提
出ができる。図面
や用紙の数に制
限はない

規定なし 規定なし 規定なし 20図まで 100図まで認めら
れる

図の大きさ

横150mm､
縦
113mm(様
式6備考6)

3cm×8cm～

15cm×22cmの
範囲内とされる

37CFR1.84に記
載されている

書面：max 26.2 x
17cm ,
電子出願：1画像あ

たり5Mb,17cm
x24cm,2008x283
5ピクセル

規定なし 規定なし 下記注1を参照
（注１：知識産権
署（IPD）ｶﾞｲﾄﾞﾗｲ
ﾝが存在する）

図の大きさにつ
いて規定はない
が、詳細が鮮明
に見える大きさで
あること。

Ａ４サイズ 規定なし 各表現物はプリ
ントされるかA4
シートに張り付け
られなければなら
ない

A4サイズ 8x8 cm, 8x16
cm または

16x16 cm

A4サイズで左側

マージンが5cm
あること

10 x 20 cmまで 8cm×8cm

図法

正投影図
法､等角投
影図法､斜
投影図法

正投影図法が認
められる

平面図、立面
図、断面図、斜
視図、分解組立
図が認められる。
特許規則§1.84
を参照

規定なし 向きや内容を示
す図面で提出す
る場合は正投象
図法を用いなけ
ればならない

専利法施行細則
規則33, 第3段
落等に規定あり
（詳細は、Ｒ-3を
参照）

上記注1を参照 斜視図、正面
図、側面図等に
ついて、2003年
意匠規則14（3）
に規定あり。

規定なし 規定なし 描画が明瞭でコ
ピーによる複製
が可能であれ
ば、特別な図法
は規定されてい
ない

規定なし 斜視図法の技術
的図面が推奨さ
れ、2以上の平
面図で補足する
ことができる

規定なし（線とグ
レースケールは
認められる）

写真、図、トレー
ス。立体の場合
は、その意匠の
各面（図）のコ
ピー

正投影図法、等
角投影図法、斜
投影図法を認め
る

認められる 認められる 認められる 認められない 認められる 認められる 認められる
上記注1を参照

認められる 回答なし 認められる 認められる 認められる（説明に
おいて具体的に言及）

認められる 認められない 認められる

認められな
い

認られない 認められる 認められる
（fig.1,1.1,1-2等）

認められる 認められない 認められない 認められる 回答なし 認められる 認められない 認められない 認められない 認められる 認められる

なし なし なし なし なし なし なし 認められる 回答なし 各図及び番号を
記述した図面ﾘｽﾄ

なし 参照番号は使用
できない

なし なし なし

認められる 認められる 認められる 規定なし 認められる 認められる 認められない 認められる 認められる(2次
元の対象物は図
1つの提出で十

分)

認められる 認められる 認められる 認められる 認められない 規定なし 規定なし

認められる 認められる 認められる 規定なし 認められる 認められる 認められない 認められる 認められない 認められる 認められる 認められる 認められる 認められない 規定なし 規定なし

なし なし なし なし 常に設置または
固定されている
ため底面を見る
ことができない場
合、および画像
デザインの場合

なし 注1を参照 なし 2つの図が同一
又は対称の場合
でも、両方とも提
出する必要があ
る。

なし 特別な要求はな
い

なし 該当する場合、
少なくとも1の立
体図面があること
を推奨

審査官は通常、
物品全体が示さ
れていることを要
求する

なし なし

認められる 認められる 認められる 規定なし 認められない 認められない 認められる 認められない 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる

認められる 認められる 認められる 規定なし 認められる 認められる 認められない
編者：注＊＊）

認められない 認められる 認められる 認められない 認められる 認められる 認められる

なし なし なし なし なし
編者：注＊）

なし 上記注1を参照 なし 表現物の数、種
類に制限はない
が、不必要な図
面は権利範囲を
減縮する

なし これらの種類の
図のうち、断面
図以外は認めら
れる

このような図面は
通常認められる
であろう

なし なし

認められる 認められる 規定なし 規定なし 認められる 認められる 認められる 認められない 認められない 認められない 認められる 規定なし 認められない 規定なし 規定なし 規定なし

認められる 認められる 規定なし 規定なし 認められない 認められる 認められる 認められない 認められない 認められない 認められない 規定なし 認められない 規定なし 規定なし 規定なし

認められる 認められる 規定なし 規定なし 認められない 認められない 認められる 認められない 認められない 認められない 認められない 規定なし 認められない 規定なし 規定なし 規定なし

認められる 認められない 規定なし 規定なし 認められない 認められない 認められる 認められない 認められない 認められない 認められない 規定なし 認められない 規定なし 規定なし 規定なし

なし なし なし なし 十分に表現するこ
とができない場合
は、必要な図面を
参考図として追加
可能

なし 上記注1を参照 なし 参考図は公開さ
れないが審査官
が意匠について
の理解を高める
のに役立つ

なし 特別な理由なく
認められる

なし なし なし なし なし

図の省略

□二次元であって裏面が無
模様のものは裏面の省略可

□番号の付記

□その他

2001年意匠規

則14（6）に規定
あり（詳細は、注
Ｒ-1を参照）図の表記

どのような規定ですか

□その他（自由記載）

【３，意匠の開示方法】の続き
Q3-4　貴国へ意匠出願する場合に認められる意匠
の表現手法について、何らかの規定はありますか。ま
た、それはどのようなものですか。以下の選択肢に当
てはまるか当てはまらないかを記入し、選択肢以外の
ものは、自由記載欄をご利用下さい。

図面による表現の場合

□展開図、断面図、拡大
図、斜視図、画像図等

認められない
が、拡大図の提
出を求められる
場合がある。た
だし、斜視図は
必須(2001意匠

規則14(6)）

必要図面以外の図の追
加

編者：注＊）韓国では、必
要図のみでデザインを十
分に表現することができな
い場合には、必要な図面
を参考図として追加するこ
とができると考えられる。第
Ⅱ部参照のこと。
編者：注＊＊）香港では、
断面図の提出は認められ
ると考えられる（ｶﾞｲﾄﾞﾗｲ
ﾝ）。

□引き込み線や説明が記
載された図を認める

認められない（必
要な図は次の通
り：斜視図、正面
図、背面図、平
面図、底面図、
左側面図、右側
面図。必要な図
に加えて、審査
官の理解を高め
るために、拡大
図を提出すること
ができる。）

□（自由記載）

□使用状態を示した図であ
れば認める

□その他（自由記載）

□一意匠あたり＿図まで

参考図

その他（自由記載）

□認めていない

□意匠の理解を助ける必要
がある場合に認める

□向きや内容を示す

例）正投影図法、斜め方向
のものに限り、等角投影図
法、斜投影図法を認める
□（自由記載）

□立体物で図が同一又は対称の
場合はどちらか一方を省略可能

□認めていない
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認められる 認められる 認められる 認められない 規定なし 規定なし 認められない 規定なし 認められない 認められる 認められない 認められない 認められない 規定なし 認められる

認められな
い

認められない 認められない 認められない 規定なし 規定なし 認められない 規定なし 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 規定なし 認められる

なし

N/A

なし なし なし なし 注1を参照 なし なし 破線は総ての場
合に認められな
い

なし なし 意匠登録に該当し
ない部分を示すた
めに点線／破線が
使用される

部分意匠は点線で
部分を区別。点線
は一定長尺断面図
の破断部にも使わ
れる

なし なし

認められる 回答なし 認められる
編者：注＊）

認められない 認められる 認められる 回答なし 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる

認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められない 認められる 認められない 認められる

認められる 認められない 認められない 認められない 認められる 認められる 認められる
注1を参照

認められない 認められない 認められない 認められる 認められる 認められない 認めれない 認められない 認められない

認められる

N/A

認められない 認められない 認められる

N/A

認められる
注1を参照

N/A N/A N/A

認められる 認められない

N/A

認められる

N/A

認められない

認められる 認められない 認められる 認められない 認められない 規定なし 認められる 認められない 規定なし 規定なし 認められる 規定なし 認められない 認められる 認められない 認められない

立体を表現
するための
「陰」は認め
られる。

認められない 視認性を低下さ
せないこと

ディスクレームの
表示として使用
する

模様と混同され
ない範囲内で細
線、点または濃
淡等を制限的に
使用可能

規定なし 認められる
注1を参照

認められない 規定なし 規定なし 制限なく認められ
る

規定なし 認められない 認められる
グレースケール
が認められる

認められない 認められない

認められない 認められない 認められない 認められない 規定なし 認められる 規定なし 認められない 認められない 規定なし 認められない 規定なし 認められない 規定なし 規定なし 規定なし

認められな
い

認められない 認められない 認められない 規定なし 認められる 規定なし 認められない マネキンの映り
込みは認められ
る

規定なし 認められる 規定なし 認められない 規定なし 規定なし 規定なし

認められな
い

認められない 認められない 認められない 原則的に認めな
いが、そのデザ
インの要旨把握
が可能な範囲内
で可能

認められる 認められる 認められない 認められない 規定なし 認められない 規定なし 認められない 規定なし 規定なし 規定なし

参照図として
認められる

マネキンがない
と、意匠をうまく表
現できない場合
のみ、マネキンを
認める

認められない 認められない なし 参照図面として
認められる

なし なし なし なし 表現物の理解の
ためを除き、説明
記述は含めては
ならない

なし これらの物につ
いては規定があ
り（施行規則第9
条）、認められな
いとされている

点線その他の線
種は、物品の特
定箇所のデザイ
ンを表示する

なし なし

認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる（注2：
知識産権署（IPD）

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝが存在）

認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる

写真の数

規定なし 規定なし 規定なし 7枚まで 規定なし 7図まで 注2を参照 8枚まで 物品の外観の全
面的かつ詳細な
認識を示す物品
に係る一連の写
真

規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 規定なし 20図まで 100枚まで認めら
れる

写真の大きさ（１枚の大
きさ）

横150mm､縦

113mm(様式

6備考6)

通常A4紙以下と
される

規定なし ｍａｘ 26.2ｘ17ｃ
ｍ

最大横10cm×縦
15cm以下、最小

縦7cm×横10cm以

上

規定なし 注2を参照 細部が鮮明に見
えること大きさで
あること。

18x24 cm、

13x18 cm、また

は9x12 cm

規定なし A4用紙に張り付
けられなければ
ならない

A4サイズ 8x8 cm、8x16
cm、16x16 cm

A4サイズで左側

マージンが5cm
あること

10 x 20 cmまで 8cm×8cm

鮮明度

規定なし 規定あり（詳細
は、Ｒ-1参照）

規定なし 印刷解像度：最
低300 DPI

規定なし 専利法施行細則
規則33, 第3段
落に規定あり（詳
細は、Ｒ-3を参
照）

注2を参照 細部が鮮明に見
えること

写真は鮮明であ
ること

規定なし ｵﾘｼﾞﾅﾙで鮮明で
あり、耐久性があ
り（ﾎﾟﾗﾛｲﾄﾞ不
可）、ﾌｫﾄｺﾋﾟｰで
複製可能である
こと

規定なし 規定なし 鮮明であって、
明瞭な複製物が
できるものでなけ
ればならない

規定なし 可能な限り高解
像度でれば認め
られる

認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる

認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められない 認めれれる

認められない認められる
N/A

【３，意匠の開示方法】の続き
Q3-4　の続き

□透明部の表現でその他
の線と使い分ける

認められる。物
品において保護
を求めない要素
を示すために、
使用することがで
きる（詳細は、Ｒ-1
を参照）

認められる 認められる認められる

N/AN/A
認められる認められる

N/A
規定なし認められる規定なし

N/A
認められる

陰影等の表現

【部分意匠制度のある国】
□色彩の塗り分けによっ
て、意匠登録を受けようとす
る部分の特定を認めるか

□認めていない/認められる

□認めているが一定の制約
がある（→どのような制約で
すか？）

色彩の有無及び表現

編者：注＊）アメリカ合衆国
の回答は「線のみの図面
を認める」と回答している
がここでの「線のみ」とは陰
影付の線を前提としている
と考えられる。

□線のみの図を認めるか

□色彩を含む図を認めるか

□図面以外（願書等）の記
載による色彩の特定を認め
るか

対象となる意匠以外の
記載

編集者

□背景の映り込みを認める

□マネキン、モデル(人物)
等の映り込みを認める

□引き込み線や図の中に
記載された説明を認める

□その他、認められるもの
（自由記載）

写真による表現を認めている場合どのような規定です
か

N/A N/A N/A
認められない 認められる認められない 認められる認められる 認められる

N/A
【部分意匠制度のある国】
□写真の上から別の色で塗
りつぶすことを認める

認められる
N/A N/AN/A

認められない認められない

□材質の表現でその他の
線と使い分ける：具体的に
→自由記載

【部分意匠制度のある国】
□意匠登録を受ける部分と
その他の部分で使い分ける

□写真による表現を認めていない
　その理由（　　　）

線の種類

色彩の有無及び表現

写真による表現の場合

□一意匠あたり＿図まで

□自由記載

□自由記載

□モノクロ写真を認めるか

□カラー写真を認めるか

□その他（自由記載）
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認められな
い

認められる 認められない 認められない デザインの対象と
混同を生じさせな
い範囲で可能

認められる 規定なし
注2を参照

認められない 認められない 規定なし 認められる 規定なし 認められない 規定なし 規定なし 規定なし

認められな
い

マネキンがないと
意匠をうまく表現
できない場合の
みマネキンを認
める

認められない 認められない 規定なし 認められる 規定なし
注2を参照

認められない マネキンの映り
込みは認められ
る

規定なし 認められる 規定なし 認められない 規定なし 規定なし 規定なし

認められな
い

認められない 認められない 認められない 規定なし 参照図面として
認められる

認められる
注2を参照

認められない 認められない 規定なし 認められない 規定なし 認められない：施
行規則第9条が
あり認められない
とされている

規定なし 規定なし 規定なし

認められる 認められない(特
59条2項によれば
意匠の権利範囲
は図面又は写真
に示された物品
の意匠を基準と
する)

認められない 認められる 認められる 回答なし

N/A

一般に認められ
ないが、独自に
あるいは審査官
が要求した場合
に見本が提出さ
れる場合がある

認められない（保
護の範囲を確定
する本質的特徴
はすべて意匠の
表現の中で確認
できるものでなけ
ればならない）

回答なし 認められる 認められない 認められない
理由（施行規則
第9条）

認められない 認められない 認められる

規定
厚さが七ミリメー

トル以下

認められない 認められない 認められない 認められない 規定なし 回答なし N/A 認められない 認められない 回答なし 認められる 規定なし 認められない 規定なし 回答なし 認めれない

認められな
い

認められない 認められない 認められない 規定なし 回答なし

N/A

認められない 認められない 回答なし A4用紙に張付け
られﾌｫﾄｺﾋﾟｰで複
製されなければ
ならない。平面
布、写真が望まし
い

規定なし 認められない 規定なし 回答なし 認めれない

認められる 認められる 認められない 認められる 認められる 回答なし 認められない 認められる 認められる 認められる 認められる 認められない 認められる

規定
認められる 認められない 認められない 認められる 認められる 回答なし 認められる

編者:注＊）
認められる 認められる 認められる 認められる 回答なし 認められる

認められな
い

認められない 認められない 認められない 認められる 回答なし 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 回答なし 認められない

画像の数

規定なし 規定なし 認められない 7図まで 規定なし 回答なし 物品の外観の全
面的かつ詳細な
認識を示す物品
に係る一連の写
真

規定なし 規定なし 回答なし 回答なし 回答なし 100画像まで提
出可能

認められる 認められる 認められない 認められる 認められる 回答なし 規定なし 規定なし 認められる 回答なし 回答なし 回答なし 認められない

認められる 認められない 認められない 認められない 認められない 回答なし 規定なし 規定なし 認められる 回答なし 回答なし 回答なし 認められない

認められる 認められない 認められない 認められない 認められない 回答なし 規定なし 規定なし 認められる 回答なし 回答なし 回答なし 認められない

認められな
い

TIFF 認められない なし TIFF, 3DS,
DWG, DWF,
IGES,SWF,
MPEG, WMV,
Animated GIF

なし 規定なし 規定なし なし なし ＰＤＦ なし ペーパー・ドキュ
メント

画像データの量（重さ）

ＪＰＥＧ（200ｄ
ｐｉ）、ＢＭＰ
及びＧＩＦ
（400dpi）

画素72～300、
サイズ≦150㎜×
220㎜

認められない 一画像あたり5Ｍ
ｂ

1出願　200MB
まで

回答なし Ａ4サイズ 規定なし 規定なし 回答なし 規定なし 回答なし 回答なし

認められる 認められる 認められない 認められる 認められる 回答なし 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 回答なし 認められる

認められる 認められる 認められない 認められる 認められる 回答なし 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 回答なし 認められる

認められる 認められない 認められない 認められない 認められる 回答なし 認められない 認められない 認められる 認められない 認められない 回答なし 認められない

認められないN/A N/A 認められる N/A 認められない N/A回答なし認められる認められる N/A 認められない 認められる

□動画も認める

□一意匠あたり＿図まで

□その他（　　　　）

□＿　まで

□GIF

□静止画のみ認める

対象となる意匠以外の
記載

ＣＧ等電子的な画像による表現の場合

【３，意匠の開示方法】Q3-4　（続き）

注3を参照（注3：
関連する判例法
が自国に存在し
ない）

2000年意匠法
では、コンピュー
ター・グラフィック
スによる表現を
認めているが、
その使用に関す
るガイドラインは
ない（2001年意

匠規則14（1）。
そのため、この点
について、それ
以上の質問に回
答することができ
ない

認められない（保
管手段がないた
め）

認められるデータフォー
マット

□JPEG

□ﾓﾉｸﾛ画像を認めるか

□BMP

□引き込み線や図の中に
記載された説明を認める

□見本による表現を認めていない
その理由（　　）

どのような規定ですか

□背景の映り込みを認める

□マネキン、モデル（人物）
等の映り込みを認める

色彩の有無及び表現

□認めていない

□認めているか一定の制約
がある（→どのような制約で
すか？）

□ＣＧ（コンピュータ・グラフィックス）等電子的な画像
の表現を認めていない
その理由（　　　　）

画像の種類（静止画/動
画）編者:注＊）ロシアでは

CG出願は認められられる
と考えられる。第Ⅱ部参照
のこと。

【部分意匠制度のある国】
□色彩の塗り分けによっ
て、意匠登録をうけようとす
る部分の特定を認める

□ｶﾗｰ画像を認めるか

どのような規定ですか

見本による表現の場合

マネキン等の付属品

□画像以外（願書の記載
等）の記載による色彩の特
定を認める
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日本 中国
アメリカ合

衆国
OHIM 韓国 台湾 香港 インド ロシア ブラジル オーストラリア 南アフリカ トルコ

ニュージーラ
ンド

アラブ首長
国連邦

フランス

必須 必須 必須 必須 必須 必須 必須 必須 必須 必須 必須 必須 必須 必須 必須 必須

任意 項目なし 必須 項目なし 項目なし 必須 項目なし 必須（審査官が
物品の説明を要
求した時に限ら
れる）

必須 必須 必須（場合によ
る）

必須 項目なし 項目なし 必須 任意

任意 必須 項目なし 任意 必須 必須 項目なし 項目なし 必須（意匠の説
明の提出は必
要）

任意 任意 任意 必須 必須 必須 任意

必須 N/A 必須 項目なし 必須 必須 必須 N/A N/A N/A 任意 任意 N/A 必須 N/A 任意

区分のいず
れにも属さな
い物品につ
いて記載す
る

国際意匠分類に
含まれる物品であ
れば認める

意匠を適用する
物品の性質や用
途についての短
い説明を加える
必要がある

ユーロロカルノ分
類制度／ロカル
ノ分類の1クラス
に意匠を分類で
きるように、物品
を表示しなけれ
ばならない

韓国の場合、知
識経済部令で定
める物品の区分
(詳細は、Ｒ-3を
参照）

意匠に係る物品
をどのように記載
すべきかについ
ての明確な規定
はない。意匠の
分類（台湾は国
際意匠分類を採
用）は審査官が
行う。意匠法施
行細則規則32は
次のように規定
(詳細は、Ｒ-3を
参照)

物品は、製造さ
れるあらゆる物品
を意味し、製造し
て販売される物
品のあらゆる部
分が含まれる

2000年意匠法

第3附則におい
て、工業意匠の
国際分類のロカ
ルノ制度に基づ
く物品の分類を
規定している(詳
細は、Ｒ-1参照）

意匠の説明にお
いて出願人が国
際意匠分類のク
ラスを示す。意匠
の国際意匠分類
を判断できない
場合、審査官が
意匠の説明にあ
る「意匠の目的と
使用分野」に
従って国際意匠
分類のクラスを決
める

物品について
は、出願人が「出
願の分野」という
欄に記載する。
それぞれの区分
については、特
許庁が規定する

国際意匠分類に
含まれる物品で
あれば認める(詳
細は、Ｒ-4参照）

国際意匠分類に
含まれる物品で
あれば認める

施行規則第8条
によれば、公知
の意匠に係る物
品について願書
に記載する必要
がある

願書には、意匠
を適用する物品
について記載し
なければならな
い

国際意匠分類に
含まれる物品で
あれば認める

工業デザインの
国際意匠分類に
含まれる物品は
認められる

意匠の説明の欄
に記載し、該当し
ない部分は点線
または破線で示
す

Y N/A Y N/A N/A Y N Y Y N 回答なし Y N/A N/A Y 　N

N Y N/A Y Y Y N Y（審査官が要求
したときのみ記載
する）

N Y 回答なし Y N Y Y Y

Y N/A 回答なし N/A N/A Y N N N N 回答なし N N/A N/A Y N

N N N/A Y Y Y N N N N 回答なし N N N Y N

N N/A 回答なし N/A N/A Y N N Y N 回答なし Y N/A N/A N N

Y N N/A Y Y Y N N N N 回答なし Y N Y N Y

N N/A 回答なし N/A N/A Y N N N N 回答なし Y N/A N/A Y N

Y N N/A Y Y Y N N Y N 回答なし Y N/A Y Y N

N/A なし N/A N/A なし なし 新規性の記載 なし なし なし N/A N/A なし なし

なし N/A なし 詳細は、Ｒ-3を
参照

なし なし 権利放棄の記載 なし なし デザインが新規
で独特の特徴を
有することの記述
は認められる

なし なし 新規性のない物
品の部分の権利
範囲除外、物品
の一定長尺断面
図の説明

なし なし

N N/A 回答なし N/A N/A Y N N Y N 回答なし Y N/A N/A Y N

Y Y N/A Y Y Y N N N N 回答なし Y N N Y Y

N N/A 回答なし N/A N/A Y N N N N 回答なし Y N/A N/A Y N

Y Y N/A Y Y Y N N N N 回答なし Y N N Y Y

N N/A 回答なし N/A N/A Y N N N 回答なし 回答なし Y N/A N/A Y N

Y Y N/A Y Y Y N Y（審査官が要求し

たときのみ記載）
Y Y（任意に記載で

きる）

認められる Y Y Y Y Y

なし N/A N/A なし なし なし なし なし なし なし N/A N/A なし なし

N/A 説明は、公報で
は公開されない

なし なし なし なし なし なし なし なし なし なし なし なし

願書に【部
分意匠】の
欄を設ける

N/A 破線による開示
は、例証目的の
みで使用され、
主張する意匠の
一部をなすもの
ではないと理解
されている

N/A 詳細は、Ｒ-3を
参照

2013年1月1日
に施行される新
たな専利法の下
で、部分意匠制
度の運用が始ま
るが、詳細につ
いては現時点で
は不明

回答なし N/A N/A N/A 部分意匠であるこ
とを記載する専用
の欄や要件はな
いが、製品の名称
や「新規性および
識別性の記載」を
利用してその製品
の部分意匠である
ことを特定すること
ができる

部分意匠は、物
品全体の一部の
「位置」に実線で
示す必要がある

N/A 新規性の記載に
おいて、どの部
分が新規かにつ
いて述べる。これ
は、意匠の表現
物
（representatio
n）においても示
すべきである

N/A フランス法には、
そのような記載
に関する規定は
ない

物品の性能や内
部構造、宣伝用語
は認められない

使用目的

①（　）

②（　）

操作方法

色彩・透明部

②（　）

上４つ以外に認められる
記載
自由記載（　　　）

Q4-1-3　部分意匠制度のある国に質問します。願書
に部分意匠である旨を記載する場合の規定につい
て、記入して下さい。　　　例）日本の場合、願書に
【部分意匠】の欄を設け、「意匠に係る物品」の欄に権
利の客体となる物品の名称（カメラのグリップ部の部
分意匠である場合は、「カメラ」）を記載し、「意匠の説
明」の欄に、図面等において意匠登録を受けようとす
る部分をどのようにして特定したか、その方法を記載
しなければならない。

①

②（　）

②

デザインの特徴
①（　）

模様の連続性

Q4-1-2　願書の①「物品の説明」及び②「意匠の説

明」の欄について、認められるものにはYを、認められ

ないものにはNを、下欄の（　）に記入して下さい。

①（　）

②（　）

部分意匠の表示　□必須、□任意、□項目なし

意匠に係る物品　□必須、□任意、□項目なし

【4、意匠の表現に関する願書記載事項】貴国の意匠
出願に関する意匠の表現に関する願書記載事項に
ついて

Q4-1　貴国へ意匠出願する場合の提出書面の内容
（記載項目）について

①（　）

②（　）

①

①（　）
材質

上３つ以外に認められる
/認められない記載
自由記載（　　）

②

大きさ

②（　）

①（　）

②（　）

①（　）

物品の説明　□必須、□任意、□項目なし

意匠の説明　□必須、□任意、□項目なし

Q4-1-1　意匠に係る物品の欄の記載には、どのよう
な規定がありますか。
例１）日本の場合、経済産業省令で定める物品の区
分（別表第１の下欄）によらなければならない。当該
区分のいずれにも属さない物品については、物品の
説明の欄に使用の目的、使用の状態等物品の理解
を助けることができるような説明を記載する。
例２）ロカルノ分類に含まれる物品であれば認める。
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日本 中国
アメリカ合

衆国
OHIM 韓国 台湾 香港 インド ロシア ブラジル オーストラリア 南アフリカ トルコ

ニュージーラ
ンド

アラブ首長
国連邦

フランス

意匠法6条 専利法第27条第

2項などに記載あ

り（詳細は、Ｒ-1を
参照）

米国では、意匠
特許は少なくとも
特許法第102
条、第103条、第

112条、第132
条、第171条、第

173条を遵守し
ている必要があ
る

CDR（意匠理事

会規則）、CDIR
（意匠委員会規
則）、審査マニュ
アル

デザイン保護法
第18条第1項に
規定あり（詳細
は、Ｒ-3を参照）

専利法第116条
第3段落に規定
されている（詳細
は、Ｒ-3を参照）

法律及び規則 意匠法第5条に
規定あり（詳細
は、Ｒ-2を参照）

意匠の公表から
ロシア特許庁へ
の出願まで6カ月
の猶予期間があ
る（詳細は、Ｒ-2
を参照）

ブラジル産業財
産法第96条に規
定されている（詳
細は、Ｒ-2を参
照）

意匠法21条（2）
及び意匠法規則
3.01にに出願に
最低限必要な要
件が規定されて
いる（詳細は、Ｒ-
4を参照）

非条約出願で
は、意匠の図面
を開示する必要
があるのに対し、
優先権を主張す
る出願では、優
先権出願を引用
する必要がある

施行規則第13条
に規定がある（詳
細は、Ｒ-4を参
照）

953年意匠法、

1954年意匠規則

では、出願日の確
保には、(a) 出願

様式、(b) 手数料、

(c) 少なくとも1の表

示、(d) 新規性の

記載が必要として
いる

2006年連邦法

第31号によって
改正された、
2002年連邦法

第17号
1993年閣議決

定第11号

知的財産法第
L511 条6、共同
体意匠に関する
2001年12月12
日理事会規則が
参考になる（詳
細は、Ｒ-2を参
照）

日本意匠分
類

国際意匠分類（ロ
カルノ分類）

自国の意匠分類 国際意匠分類
（ロカルノ分類）

自国の意匠分類 国際意匠分類
（ロカルノ分類）

国際意匠分類
（ロカルノ分類）

国際意匠分類
（ロカルノ分類）

国際意匠分類
（ロカルノ分類）

国際意匠分類
（ロカルノ分類）

国際意匠分類（ロ
カルノ分類）

国際意匠分類
（ロカルノ分類）

国際意匠分類
（ロカルノ分類）

国際意匠分類
（ロカルノ分類）

国際意匠分類
（ロカルノ分類）

国際意匠分類
（ロカルノ分類）

官庁 官庁 官庁 官庁
EU (OHIM)

官庁 官庁 出願人 出願人と官庁
（詳細は、Ｒ-1を
参照）

官庁 官庁 官庁 出願人 出願人（代理人
／意匠弁理士）

官庁 出願人 出願人及び官庁

審査官が判
断

同一となる分類内
の物品はすべて
類似物品

意匠特許の分類
は、意匠特許出
願において開
示・主張される意
匠の機能や用途
の概念に基づく

回答なし 物品の区分はデ
ザイン物品相互
間の類似範囲を
定めるものでは
ない（詳細は、Ｒ
-3を参照）

同一な物品は、
用途が同一で機
能も同一なもの
を指す。類似す
る物品は、用途
が相同で機能が
異なるもの又は
用途が類似する
ものを指す(詳細

は、Ｒ-3を参照)

類似性は判例法
による

同一分類の物品
はすべて、目的
や用途が類似し
ている

ロカルノ国際意
匠分類を採用し
ている。各クラス
の物品は、その
クラスの表題に
示された機能を
実現するような形
で、相互に関連
している

物品の類似と分
類の間には直接
の関係はない

（自由記載にお
いて）N/A

同一となる分類
内の物品はすべ
て類似物品

同一となる分類
内の物品はすべ
て類似物品

分類ごとに物品
の類似範囲が決
定している

ロカルノ分類 同一となる分類
内の物品はすべ
て類似物品

実体審査官
が、願書の
記載及び添
付図面等に
より総合的に
判断する

中国では実体審
査は行わず、方
式審査を、願書
の記載及び図面
等により総合的に
判断する

審査官による審
査では、方式の
遵守の確認、図
面による開示の
完全性の確認、
クレームされた対
象物と先行意匠
との比較が行わ
れる

回答なし 実体審査官
が、願書の記
載及び添付図
面等により総
合的に判断す
る

実体審査官
が、願書の記
載及び図面に
より総合的に
判断する N/A

１名の審査官が
実体・方式の両
審査を行う（詳細
は、Ｒ-2を参照）

方式審査と実体
審査がおこなわ
れる（詳細は、Ｒ-
2を参照）

実体審査官は願
書の記載と添付
された図面に基
づいて総合的に
判断し、法と規則
を遂行する

N/A N/A

通常は審査官が
方式と実体の審
査を同時に行う

実体審査官が、
願書の記載及び
添付図面等によ
り総合的に判断
する

実体審査は行わ
れない

拒絶理由通
知書の送付

補正通知書の送
付

出願は拒絶され
る

回答なし 拒絶理由通知書
の送付

出願人に、応答
または補充を要
求するオフィスア
クションの送付

拒絶理由通知書
の送付

実体か方式かを
問わず、拒絶理
由を記載した１
通の審査レポー
トが送付される
（詳細はＲ-2を
参照）

詳細は、Ｒ-2を
参照

拒絶理由通知書
の送付

N/A N/A

審査官は拒絶の
理由を送付し、
拒絶を回避する
書面提出期間と
して12カ月があ
る

拒絶理由通知書
の送付

方式審査官が
施行規則に基
づいて行う

方式審査官が審
査基準に基づい
て方式審査を行う

物品の類似の範
囲の特定と同じ

回答なし 実体審査官が施
行規則等に基づ
いて行う

実体審査官が施
行細則及び審査
基準に基づいて
判断する

審査官が、ロカ
ルノ分類に基づ
く図面の方式、
書類の方式審査
を行う

１名の審査官が
実体・方式の両
審査を行う（詳細
は、R-2を参照）

方式審査と実体
審査がおこなわ
れる（詳細は、R-
2を参照）

方式審査官が意
匠法等に基づい
て判断する

意匠登録官 方式審査官が施
行規則に基づい
て行う

方式審査官が施
行規則に基づい
て行う

方式審査官が施
行規則／内部の
管理ガイドに基
づいて行う

方式却下、
出願却下

補正通知の送付 回答なし 回答なし 拒絶理由通知書
の送付

出願人に、応答
または補充を要
求するオフィスア
クションの送付

方式却下、出願
却下

実体か方式かを
問わず、拒絶理
由を記載した１
通の審査レポー
トが送付される
（詳細は、R-2を
参照）

オフィスアクショ
ンが通知される
（詳細は、R-2を
参照）

回答なし 出願の拒絶 不備理由通知書
の送付

方式を満たして
いないとして、出
願が却下される
が、却下を回避
する書面提出期
間として12カ月
がある

方式却下、出願
却下

実体審査官が
審査基準に基
づいて行う

方式審査官が審
査基準に基づい
て方式審査を行う

回答なし 回答なし 実体審査官が意
匠法等に基づい
て行う

実体審査官が法
律、施行細則及
び審査基準に基
づいて判断する

審査官が、ロカ
ルノ分類に基づ
く図面の方式、
書類の方式審査
を行う

方式審査の一部
とされる。

方式審査と実体
審査がおこなわ
れる（詳細は、Ｒ-
2を参照）

方式審査官が意
匠法等に基づい
て判断する

意匠登録官 方式審査官が意
匠法等に基づい
て行う

方式審査官が意
匠法等に基づい
て行う

実体審査官が意
匠法等に基づい
て行う

拒絶理由通
知書の送付

補正通知の送付
する

回答なし 回答なし 拒絶理由通知書
の送付

出願人に、応答
または補充を要
求するオフィスア
クションの送付

拒絶理由通知書
の送付

実体か方式かを問
わず、拒絶理由を
記載した１通の審
査レポートが送付さ
れる（詳細はＲ-2を
参照）

オフィスアクショ
ンが通知される
（詳細は、Ｒ-2を
参照）

方式不備の通知
か、拒絶理由を
送付する

出願の拒絶 拒絶理由通知書
の送付

拒絶理由を送付
し、拒絶を回避
する書面提出期
間として12カ月
がある

拒絶理由通知書
の送付

　物品の類似の範囲の特定

Q5-1　出願日確保のために十分とされる意匠の開示
要件について、どのような規定（法、施行規則、細
則、運用、その他）がありますか

Q5-2　貴国で採用している分類はどのようなものです
か。下記の当てはまるもの総て記入して下さい。□自
国の意匠分類 □ロカルノ分類 □他国の分類（国名：
）

【５，意匠の特定・認定・補正の考え方】意匠の特定・
認定・補正について、どのようにお考えですか。

ブラジルでは必
要な方式を満た
していれば、意
匠は常に登録さ
れる

認定できないときの取り扱
い
例）方式却下、出願却下
自由記載（　　　　　　　　）

認定できないときの取り扱
い例）方式却下、出願却下
自由記載（　　　　　　）

図法について

誰が何に基づいて行ってい
ますか
例）方式審査官が施行規則
に基づいて行う。　　自由記
載（　　　　　　　　）

意匠が明確か

誰が何に基づいて行ってい
ますか例）方式審査官が施
行規則に基づいて行う。自
由記載（　　　　　　　　）

Q5-3　分類は誰が付与していますか。下記の当ては
まるものを記入してください。□出願人、□官庁、□
その他
Q5-4　付与した分類と物品類否との間に何らかの関
係がありますか。下記の当てはまるものを記入してく
ださい。
□同一となる分類内の物品はすべて類似物品
□分類ごとに物品の類似範囲が決定している
□その他（自由記載）

認定できないときの扱い
例）拒絶理由通知書の送付
自由記載（
）

形態の特定

Q5-5　意匠の認定に至るまでの審査プロセス（方式
審査・実体審査の両方を含む）について、教えて下さ
い。

誰が何に基づいて行ってい
ますか
例）実体審査官が、願書の
記載及び添付図面等により
総合的に判断する
自由記載（
）
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なし
参考：補正
却下後の新
出願は補正
書提出日

なし なし 回答なし なし なし 通常は繰り下げ
はないが、出願
人が正式に請求
すれば拒絶理由
を取り除くために
さらに3カ月の期
間が与えられる

なし なし なし なし

「部分意匠」
の記載は出
願時に必
須。操作画
面の保護を
求める場合
は、機能・操
作について
の説明も出
願時に必
須。色彩及
び図の省略
方法は必須

機能操作につい
ての説明、大き
さ・色彩、図の省
略方法、が総て
登録時に記述さ
れていることが必
須

「部分意匠」の記
載は出願時に必
須。機能・操作に
ついての説明も
出願時に必須。
大きさ・色彩及び
図の省略方法は
必須となる記述
ではない

回答なし 「部分意匠」の記
載は出願時に必
須（補正を認め
る）また、図の省
略方法の記述も
出願時に必須。
機能・操作につ
いての説明及び
大きさ・色彩は必
須となる記述で
はない

部分意匠制度に
ついてはN/A。
機能・操作につ
いての説明、大
きさ・色彩、図の
省略方法は、総
て出願時に必須
となる記載である

N/A

部分意匠制度は
N/A。機能・操作
についての説明
は応答時に審査
官が要求すれば
提供。大きさ・色
彩は応答時に審
査官が要求すれ
ば提供されるが、
審査官はこれら
が意匠における
新規性を構成す
るものではないと
いう権利放棄も
求めることができ
る。図は審査官
が要求した場合
に省略あるいは
追加。これらはい
ずれも登録時に
必須

部分意匠制度に
ついてはN/A。
機能・操作につ
いての説明及び
大きさ、色彩に
ついては出願時
に記述されてい
ることが必須。図
の省略方法につ
いては回答なし

回答なし 回答なし 「部分意匠」の記
載は出願時に必
須。また、機能・
操作についての
説明、大きさ・色
彩、図の省略方
法も出願時に必
須の記載である

N/A

「部分意匠」の記
載が出願時に必
須の記載事項で
ある

部分意匠制度に
ついてはN/A。
機能・操作につ
いての説明につ
いては出願時に
必須の記載であ
る

部分意匠制度に
ついてはN/A。
機能・操作につ
いての説明は出
願時に必須。大
きさ色彩につい
ては、出時に必
須。図の省略方
法については
N/A

認定される 認められない
図は7つまで／
図には注釈をつ
けない

Q5-8　以下に示す事例は、日本で意匠の認定が可
能とされる事例ですが、貴国において以下の事例は
認定可能ですか。認定できない場合は、その理由を
記入して下さい。

Q5-6　実体審査における意匠の表現の規定につい
て、記載不備があった場合の対応

アクション

認定される 2013年1月1日
に施行される新
たな専利法の下
で、部分意匠制
度の運用が始
まった。改正前
法下では、図面
には実線のみが
使用でき、点線
は使用できな
かった。

認定される回答なし認定される

受領可能であれ
ば補正を認める

具体的な対応 補正が認め
られない場
合は補正却
下

出願日の繰り下げはありますか、ありませんか

回答なし拒絶理由通
知書の送付

意匠が特定でき
ない旨の拒絶理
由の通知、拒絶
理由；デザイン保
護法5条1項本文

補正は審査官が
要求するもので
あり、自主的な補
正はない

回答なし補正が認められ
ない場合は補正
却下

オフィスアクショ
ンが出される

例）補正が認められない場
合は補正却下
自由記載（　　　　　　　　　）

方式審査官は図
面の不一致など
の記載不備があ
るかを審査、ある
場合は補正通知
を発行して補正を
命じる

N/A

審査書面が出願
人に送付される

上記の意匠はす
べて、わが国で
認められるはず
だが、「内部機構
を省略した左側
面図中央縦端面
図」は、トルコで
は認められない
断面図のため、
加えることはでき
ない

N/A

中央縦端面図
は、物品の見え
ない内側の部分
を示すことにつ
いて、拒絶を受
ける可能性があ
る。
おそらく「ノズル」
または「噴霧器
用ノズル」で十分
であるが、オブ
ジェクション通知
によって、（ボト
ルを含めた）物
品全体を示すよ
う要求される可能
性がある。新規
性の記載では、
ボトルの新規性
については除く
ことができると思
われる

補正が認められ
ないか又は新た
な拒絶理由が発
生した場合は補
正を却下する

出願人に、応答
または補充を要
求するオフィスア
クションの送付

N/A

補正が認められ
ない場合は補正
却下（詳細は、Ｒ
-3を参照）

オフィスアクショ
ンの送付、また
は出願の正式な
却下

N/A

実体か方式かを
問わず、あらゆる
種類の拒絶理由
を記載した1通の
審査レポートが
送付される

N/A

回答なし

ロシア特許庁の
審査官は説明の
補正を求めるオ
フィスアクション
を出す

意匠が特定でき
ない旨の拒絶理
由の送付

補正が認められ
ない場合は補正
却下

【意匠に係る物品】　包装用噴霧器のノズル
【部分意匠】
【物品の説明】本物品は、ノズルレバーを固定又は解
放するつまみ部を有する包装用噴霧器のノズルであ
る。
【意匠の説明】実線で表した部分が、部分意匠として
意匠登録を受けようとする部分である。図面中、管の
省略部分は願書添付図面上５cmである。

応答が却下され
ても、出願人は
再度、対応する
ことができる。拒
絶を回避する期
間として12カ月
がある

オフィシャルレ
ポートを送付する

N/A（実体審査
は行われない）

わが国の法律に
よれば、上記の
正面図、背面
図、平面図、右
側面図、左側面
図で示された対
象物は完成品で
ないため、適格
性がない

事例のような意
匠は保護されな
い。2000年意匠
法によれば、製
品において視覚
によってのみ判
断されるものが
意匠保護の範囲
に含まれるとされ
ているため、製
品において視認
できないものは
意匠保護の対象
にはなり得ない。
したがって「左側
面図中央縦端面
図」は保護されな
い。また意匠の
機能的な側面も
保護されないた
め「つまみ部を下
ろした状態の参
考斜視図」や「つ
まみ部を上げた
状態の参考斜視
図」も保護されな
い

意匠の対象は製
品の外観のみに
限られているた
め、「左側面図中
央縦端面図、内
部機構」は、意
匠法では保護で
きない。
意匠では製品の
機能を保護でき
ない。製品の機
能のみによって
決まっている形
状は、意匠法で
は保護できない

回答なし すべての事例
で、意匠は認定
されると考えられ
る

認定される

Q5-7　願書の記載について、貴国で必須となる記述
総てを記入して下さい。また、出願時において必須で
あるか、登録時において必須（補正を認める）かも記
入して下さい。
□部分意匠制度のある国の場合、「部分意匠」の記
載
□機能・操作についての説明、
□大きさ、色彩
□図の省略方法

例）意匠が特定できない旨
の拒絶理由通知書の送付
自由記載（　　　　　　　　　）

【５，意匠の特定・認定・補正の考え方】の続き
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認められない
N/A

認められる
N/A

認められない
N/A 回答なし N/A

認められる 認められない 認められない 認められる
N/A

認められない

認められない
N/A

認められない
N/A

認められない
N/A 回答なし N/A

認められる 認められない 認められない 認められる
N/A

認められない

認められる 認められない 認められない 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められない 認められる 認められない 認められない

N/A 認められない
認められない 認められる

N/A N/A
認められない 認められない 認められない 認められる 認められない

N/A
認められない

N/A 認められない
認められない 認められる

N/A N/A
認められない 認められる 認められない 認められる 認められない

N/A
認められない

認められない 認められる 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められない 認められない

認められる 認められる 認められる 認められない 認められる 認められる 認められる 認められない 認められる 認められない 認められる 認められる 認められる 認められない

認められない 認められない 認められる 認められない 認められる 認められない 認められる 認められない 認められない 認められない 認められる 認められない 認められる 認められない

認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない

認められる 認められる 認められる 認められない 認められる 認められる 認められない 認められない 認められる 認められない 認められない 認められる 認められる 認められない

認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められる 認められない 認められない 認められる 認められる 認められない

認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 範囲を広げること
は認められない

認められない 認められる 認められない 認められない 認められる（おそ
らく審査官から求
められる場合で
あろう）

認められない 認められない

補正の要件につ
いて専利法第33
条に規定があり、
これを満たす補
正であれば、通
常認められる

意匠委員会規則
第12条(2)：出願
人の名称及び宛
先、文言若しくは
複写の誤り又は
明白な錯誤につ
いてのみ、出願
人の請求により、
かつ当該訂正が
意匠の表示を変
更しないことを条
件として、訂正す
ることができる

ただし、図面を
写真または見本
に補正したり、そ
の反対の場合
は、いずれも図
面または写真な
どのいずれかひ
とつに統一して
補正しなければ
ならない

なし なし なし 上記のすべての
補正は、その補
正をすることに
よって、当初の意
匠出願、表現
物、書面に実質
的に開示されて
いない事項を出
願に含むことを注
意喚起させるよう
な、ものは認めら
れない

意匠登録出願又
は意匠登録の補
正は、間違いな
どの訂正であれ
ば認められると
考えられる

なし 登録後は訂正を
認める規定はな
い

N/A

出願後の補正は
認められない

意匠の要旨を
変更するもの
でなければ、
認められる場
合あり

□色彩あり　⇔　色彩無しの補正

Q5-9　補正・分割・出願変更が認められる場合、意匠
の認定の後、許容し得る補正・分割・変更の範囲につ
いて、教えて下さい。認められるか認められないかを
すべてに記入し、特記事項があれば自由記載欄に
記入して下さい。

□斜視図の追加

④ 意匠の内容の補正

□類否判断に影響のないレベルの補正

補正は、審査レ
ポートにおける
審査官の要求を
満たす目的での
み認められる。
自主的な補正に
ついては、規定
はなく、審査官
が認めることもな
い。2000年意匠
法では、分割や
出願変更は認め
られていない

□斜視図　⇔　６面図

③ 図の種類を超えた補正

□部分意匠　⇔　部分意匠の補正

付与の決定の前
であれば、説明
および意匠の本
質的特徴の一覧
の補正を行うこと
が可能である。
意匠の表現物
は、願書提出後
に補正すること
はできない

自由記載欄

□全体意匠　⇔　部分意匠の補正

【５，意匠の特定・認定・補正の考え方】の続き

□要旨の認定に影響のないレベルの補正

□ 図面　⇔　写真の補正

□図面　⇔　見本・ひな形の補正

□意匠登録を受けようとする範囲の補正

許容し得る補正

① 意匠の種類を超えた補正

□新規事項の追加(要旨変更)

② 図面の種類を超えた補正

□写真　⇔　見本・ひな形の補正
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アラブ首長
国連邦

フランス

補正できる 補正できる 補正できる 製品の表示を、
より具体的なもの
に変更すること
はできる

誤記の訂正もしく
は不明確な部分
を明確にする場
合にのみ許容

補正できない 補正できる 回答なし 回答なし 補正できる
質問Q9-9の回答
を参照

補正できない 補正できる 回答なし 補正できる 補正できない

事件が係属

自発補正の場合
は出願日から2月
以内、審査官に
補正を命じられた
場合は補正通知
書の受領日から2
月以内である

一般の特許と同
じ

登録前 デザイン登録可
否決定の通知書
が送達される前
まで＋再審査請
求時には拒絶決
定騰本の送達を
受けた日から30
日以内

―

登録前 回答なし 登録前 登録前か実体審
査の間

なし 権利付与の決定
前

回答なし 審査前 ―

補正できる

N/A

補正できる

N/A N/A

補正できる

N/A

回答なし 回答なし 0 補正できる

N/A

分類を補助する
ために審査官か
ら要求された場
合に補正できる

補正できる

補正できない

事件が係属
N/A

一般の特許と同
じ N/A N/A

審査期間中

N/A
回答なし 回答なし 回答なし 許可前

N/A
登録までの期間
で、最長出願か
ら12カ月

審査前

―

補正できる 補正できる

N/A

説明は願書と一
緒にしか提出で
きない

「意匠に係る物
品」と同じ

補正できる

N/A

出願人は、意匠
の出願資料にお
ける補正及び釈
明を行う権利を
有するが、その
修正や釈明が意
匠の本質を変更
しない場合に限
る

回答なし

補正できる
質問Q9-9の回答
を参照

補正できる 補正できる おそらく補正でき
る

補正できる 補正できない

事件が係属 「意匠に係る物
品」と同じ N/A

出願時のみ 「意匠に係る物
品」と同じ

審査期間中

N/A

付与の決定前で
あれば補正は可
能 回答なし

登録前か実体審
査の間に限定さ
れる

許可前 権利付与の決定
前

登録までの期間
で、最長出願か
ら12か月

審査前

―

二以上の意
匠を包含す
る出願

組物意匠又は類
似意匠、つまり多
意匠一出願の場
合は、分割が可
能である

一般の特許と同
じ

複数出願で、意
匠どうしの間にク
ラスの単一性が
ない場合

原出願が2以上
のデザインを含
んでいなければ
ならず、1デザイ

ン1出願主義に
違反したり複数
デザイン登録出
願した場合にの
みその出願の一
部を分割して出
願することができ
る

1の意匠（親）出

願に、2以上の実
施態様が含まれ
ている場合、審
査段階であれ
ば、分割出願を
提出することがで
きる

N/A

付与の決定前で
あれば、いつで
も意匠の分割出
願を提出すること
ができる

分割は許容され
る（通常は、審査
官から求められ
る）

分割は、登録前
の審査係属中の
出願であって、親
出願から除外し
た意匠に限る

分割できない

N/A

一出願に複数の
意匠が出願され
た場合は分割が
できる

分割できない 分割できない

認められる 認められない 認められない 認められない 認められない 以下の条件で認
められる(発明特
許および実用新
案の出願は意匠
出願へ変更で
き、意匠出願は
実用新案出願へ
変更でき、実用
新案出願は発明
特許出願へ変更
できる。しかし、
意匠出願を発明
特許出願へ直接
変更することはで
きない）

N/A

認められない 認められない 回答なし 認められない

N/A

認められない 認められない 認められない

認められない 認められない 認められない 認められない 認められない 認められない N/A 認められない 認められない 認められない 認められない N/A 認められない 認められない 認められない□意匠出願　⇔　商標出願

□意匠出願　⇔　特許／実用新案出願

補正可能な時期（自由記載）

意匠に係る物品

意匠に係る物品の説明

許容し得る出願変更

補正は、審査レ
ポートにおける
審査官の要求を
満たす目的での
み認められる。
自主的な補正に
ついては、規定
はなく、審査官
が認めることもな
い。2000年意匠
法では、分割や
出願変更は認め
られていない

意匠の説明

補正の可否（自由記載）

【５，意匠の特定・認定・補正の考え方】の続き

許容し得る分割（自由記載欄）

補正可能な時期（自由記載）

補正の可否（自由記載）

補正可能な時期（自由記載）

補正の可否（自由記載）

Q5-10　願書の記載について、補正可能な項目と補
正が可能な時期について、記入して下さい。
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日本 中国 米国 OHIM 韓国 台湾 香港 インド ロシア ブラジル オーストラリア 南アフリカ トルコ
ニュージーラ

ンド
アラブ首長
国連邦

フランス

一の物品の
区分に相当
する一つの
物品に係る
意匠

同一の製品に関
する2つ以上の類
似意匠、又は同
一の分類に属し
かる一組として販
売又は使用され
る用いられる2つ
以上の意匠は、
一件の出願とす
ることができる

1の出願に2以上
の実施態様と例
示することはでき
るが、それらの実
施態様は、単一
の発明概念を含
んでいる場合に
のみ認められる

1つの製品また
はその部品、物
品のセット、複合
製品および複合
製品の構成部品
の意匠

無審査登録の対
象になる物品に
関するデザイン
のみ複数デザイ
ン登録出願が可
能
物品の区分上分
類が同一の物品
とする
2以上の物品が
組物として同時
に使われる場
合、当該組物の
デザインが組物
全体として統一
性がある場合に
は、1デザインと
してデザイン登
録を受けることが
できる

回答なし 一物品に対して
一意匠

インドでは複数
意匠一括出願は
認められない
が、複数物品に
関する一意匠の
一括出願は主張
できる。また、イ
ンドでは、セット
に対する意匠保
護が認められる。
こうした観点で、
以下の質問に回
答する。）1の物
品区分における
2以上の物品に
関して意匠を登
録できる。しか
し、2以上の物品
区分に対して登
録することはでき
ない

意匠の出願は、
1の意匠又は、
単一の創作的概
念(「意匠の単一

性の要件」)を形
成する限りにお
いて互いに関連
付けられた一群
の意匠集団と関
連するものでな
ければならない。
1の意匠出願に

は、1の意匠若し
くは変形例又は
国際意匠分類サ
ブクラスと関連し
ている場合は、1
の意匠及びその
独立した部分が
含まれていなけ
ればならない

複数意匠は、バ
リエーションを20
まで含めることが
できるが、それら
のバリエーション
が、同一の顕著
な全体的外観や
形状を有してい
ることを条件とす
る

回答なし

N/A

1つの意匠にさま
ざまな図があっ
ても、対象物が
単一で、同じ区
分の同じ物品を
有しているもの
は、一意匠とみ
なされる

出願が物品の
セットであったろ
しても、意匠審査
部はその物品の
セットが同じ特徴
を有しており、通
常同時に使用さ
れることが意図さ
れていることを要
求する

複数の産業図面
又は意匠を含め
ることができる
が、図面又は意
匠が製造及び使
用の観点から相
互に関連付けら
れ、かつ図面又
は意匠の合計数
が20 を超えない
場合に限られる

複数デザインの
一出願は可能で
ある。それらは同
一国際意匠分類
に属していなけ
ればならない

意匠法7条
意匠法施行
規則別表第
1

専利法第31条第

2項
特許法第121条 回答なし デザイン保護法

第11条の2第2
項、デザイン保
護法施行規則
(知識経済部令)
第9条第4項およ

び別表4
デザイン保護法
第12条

回答なし 回答なし 2000年意匠法

第5条(3)、2001
年意匠規則
11(2)、第3附則

ロシア連邦民法
第4 法典第1377
条(1)

回答なし 回答なし

N/A

施行規則第9条 回答なし 2006年連邦法

第31号の第45
条

知財法Ｒ512-2

認められな
い

認められない 認められる 認められる 認められる 回答なし 認められない
（複数意匠また
は別個の意匠）

認められない 認められる 認められる 認められる（部品
と完成品は同じ
国際意匠分類に
属していなけれ
ばならない）

回答なし 認められない 認められない 認められる 認められる

組物であれ
ば認められ
る

組物であれば認
められる

認められる 認められる 認められる 回答なし 認められない
（複数意匠また
は別個の意匠）

認められる 認められない 認められない 認められる（部品
と完成品は同じ
国際意匠分類に
属していなけれ
ばならない）

回答なし 認められない 認められない 認められない 認められる

認められな
い

認められない 認められない 認められない 認められる 回答なし 認められない
（複数意匠また
は別個の意匠）

認められない 認められない 認められない 認められる 回答なし 認められない 認められない 認められる 認められる

認められな
い

認められる 認められる 認められない 認められる 回答なし 認められない
（複数意匠また
は別個の意匠）

認められない 認められる 認められる 認められる 回答なし 認められない 認められない 認められる 認められる

認められな
い

認められない 認められる 認められない 認められない 回答なし 認められない
（複数意匠また
は一意匠）

認められる 認められない 認められない 認められる 回答なし 認められない 認められない 認められる 同一出願の多意
匠と同じと解され
る。

認められな
い

認められない 認められない 認められない
編者:注*）

認められる 回答なし 認められない
（複数意匠また
は一意匠）

認められない 認められない 認められない 認められる 回答なし 認められない 認められない 認められない 認められる

認められな
い

認められない 認められる 認められない
編者:注**）

認められる 回答なし 認められない
（複数意匠また
は別個の意匠）

認められない 認められる 認められる 認められる 回答なし 認められない 認められない 認められる 認められる

Q6-2　一つの出願に含むことができる意匠の範囲は
どのようなものですか。以下の事例について、認めら
れるか認められないかを記入して下さい。

Q6-1　貴国で「一意匠」と認められるための要件はど
のようなものですか

同一出願人による類似する複数意匠（物品の同一
を考慮しない）　　編者:注**）OHIM については、認
められるとの情報がありなお調査が必要と考える。

【６，意匠の単一性のとらえ方】複数意匠一括出願制
度を採用している国に質問します。意匠の単一性に
ついて、どのようにお考えですか。以下の設問にお答
え願います。

部品と完成品（例：自転車のサドルと自転車）

根拠となる法、規則、運用はありますか（自由記
載）　例）意匠法第7条、経済産業省令別表第1

複数物品を指定する一意匠

「一意匠」の要件（自由記載）　　例）一の物品の区
分に相当する一つの物品に係る意匠

同一物品の類似する複数意匠（例：イスのみの複
数意匠）

同一分類内の複数物品（例：イスとテーブルが同
一分類内にある場合、イスとテーブル）

同一出願人による類似しない複数意匠（物品の同
一を考慮しない）　　編者:注*）OHIM については、
認められるとの情報がありなお調査が必要と考える。

同一物品の類似しない複数意匠（例：イスのみの
複数意匠）
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認められな
い

認められない 認められる 認められない 認められない 回答なし 認められない
（複数意匠また
は別個の意匠）

認められない 認められない 認められる 認められる 認められる 認められない 認められない 認められない 認められない

認められる 認められる 回答なし 認められる 認められる 回答なし 認められる
 下記*を参照

(*は、Ｒ-4を参
照）

認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められない 認められる 認められない 認められる

認められな
い

認められる 回答なし 認められる 認められない 回答なし 認められない
*を参照

(*はＲ-4を参照）

認められない 認められる 認められる 認められる 認められる 認められない 認められる 認められない 認められない

認められる 認められる 回答なし 認められる 認められる 回答なし 認められる 認めていない 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる 認められる
ただし、一つの
静止状態に限ら
れる

認められない 認められる

認められる 認められない 回答なし 認められない 認められる 回答なし 認められる
ディスプレイに表示
されるものの場合
は、認められる

認められない 認められない 認められない 上述の「製品」の
定義に関連して
いなければなら
ない

認められない 認められない 認められない 認められない 認められる

物品の異な
る機能のた
めの複数の
画像や、形
態的な関連
性の認めら
れない複数
の画像

一意匠と認められ
ない例を記載す
る（詳細は、Ｒ-1
参照）

特許的に区別可
能な意匠が2以
上含まれている
出願は、限定要
求の対象になる

物品のセットで
あって、共通の
機能がなく、審
美的または機能
的な補完性もな
いもの、製品の
変形例、同一の
製品で色彩の異
なるもの

１．２以上の物品
名を「デザインの
対象となる物品」
欄に併記した場
合
２．２以上の物品
を一つのデザイ
ンの図面に表示
した場合
３．部分デザイン
登録出願で一つ
の物品の中に物
理的に分離され
た２以上の部分
デザインが表現
された場合

回答なし 通常共に販売さ
れなければ、「組
物」にはなり得な
いため、複数ま
たは別々の意匠
出願になる

インドでは、複数
意匠に関する出
願は、審査時に
拒絶され、一意
匠に関する出願
にするよう、審査
官／長官から補
正を要求される。
こうした内容は公
報に記載されな
いため、実務に
おいて、このよう
なケースに遭遇
したことはない

当方の実務での
例を挙げる。1つ
の菓子と1つの
包装された菓子
という2つの意匠

に関する1の意
匠出願を提出し
たところ、ロシア
特許庁の審査官
は、出願された
一群の意匠は単
一性の要件に適
合しないというオ
フィスアクション
を出した。このオ
フィスアクション
への応答として
当方は、菓子は
この出願のまま
にし、包装された
菓子に関する分
割出願を提出し
た

回答なし 製品の実施態様
ごとに、意匠の特
徴が異なる場合

不明 Q6-2およびQ6-
3の回答を参照さ
れたい

通常は一緒に販
売されるが、一緒
に使用することを
意図していない
物品

具体的なケース
については知ら
ない

複数物品のよう
に単一性のない
意匠は一意匠と
はみなされない
が、単一の出願
に含めることはで
きる

認められる 認められない
（3つの意匠で構
成されており、ト
ルコでは複数意
匠とみなされる）

単一意匠とは認
められない（ス
ピーカーとボ
ディーは２つの
デザインでセット
ではない。本件
の場合、一出願
中における３つ
のデザインと判
断される）

認められない
（個々のアイテム
が同じ共通の特
徴を有していな
いため）

認められる認められる 認められる 認められない
（三つの部分に
共通したデザイン
がない。本体とス
ピーカーはそれ
ぞれ一つのデザ
インを構成してい
る）

認められる
（3つの意匠を一
出願で主張する
のではなく、斜視
図で示された
セットの意匠を一
出願で主張した
場合のみ、認め
られる。また、例
示の3つの意匠

は、別々の3件の
出願で主張する
ことができる）

認められる認められる 認められない（こ
れらは、特許的
に区別可能と考
えられる)

認められる回答なし 一体に組み合わ
されれば、一意
匠、あるいは一
意匠としての「組
物」と認められる

認められる

遷移する画像（例：操作により展開する音楽再生装
置の画像）

Q6-5　以下に示す事例では、貴国において一意匠と
認められますか。また、認められない場合、その理由
を記入して下さいQ6-5　以下に示す事例では、貴国
において一意匠と認められますか。また、認められな
い場合、その理由を記入して下さい。

セットものについて、出願人が自由に組み合わせ
て一の意匠として出願することを認めているか

物品の一部又は全体が動くあるいは変化するもの
（例：組立てるとロボットになる自動車おもちゃ）

一の意匠を基にした複数の実施態様（例：非包装
物と包装された状態の複数の実施例）

Q6-3　一意匠と認められる範囲はどのようなものです
か。以下の事例について、認められるか認められない
かを記入して下さい。

【６，意匠の単一性のとらえ方】（続き）

ナイフ、フォーク及びスプーンなどのセットもの

Q6-4　一意匠とは認められないケースについて、ど
のようなものか具体的に教えて下さい。

【意匠に係る物品】　一組のオーディオ機器セット
【意匠に係る物品の説明】本物品は、複数のオーディ
オ機能機器を内蔵した筐体である本体部と、本体部
より出力された音声信号を入力して音声として放音す
る左側及び右側の二個のスピーカーボックスにより構
成されておりそれらは分離可能である。
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アラブ首長
国連邦

フランス

当てはまる 当てはまる
編者：注＊）

当てはまる
編者：注＊）

当てはまらない 当てはまる
編者：注＊）

当てはまる
編者：注＊）

当てはまる 当てはまる
編者：注＊）

当てはまる 当てはまる 当てはまらない 当てはまる 当てはまる
編者：注＊）

当てはまる
編者：注＊）

当てはまる
編者：注＊）

当てはまる 当てはまる 当てはまる 当てはまらない 当てはまる 当てはまる 当てはまらない 当てはまる 当てはまらない 当てはまらない 当てはまらない 当てはまらない 当てはまる 当てはまる 当てはまる

当てはまらない 記入なし 当てはまらない 当てはまる 当てはまらない 当てはまらない 当てはまらない 当てはまらない 当てはまらない 当てはまらない 当てはまる 当てはまらない 当てはまらない 当てはまらない 当てはまる

なし 通常の観察者の
目でみて実質的
に同じと判断され
るでデザインが
類似範囲に包含
される

情報に通じた使
用者に同じ全体
的印象を与える
すべての意匠に
およぶ

用途と機能が同
一であれば同一
物品、用途が同
一で機能が相違
すれば類似物
品、用途が相違
すれば非類似物
品とみなす。例外
的に非類似物品
である場合にも用
途上で混用され
得るものは類似物
品とみることもでき
る(例；箸入れと鉛

筆入れ)

なし 一般には、比較
的狭い範囲で認
められる

意匠権の範囲
は、出願に記載
された物品の他
に、当該意匠が
登録された区分
の物品に及び、
その意匠の不正
または明らかな
形で模倣するこ
とも禁止されてい
る（2000年意匠

法第22条）

願書に記載の物
品と同一の範囲
に限られる

効力の範囲は願
書に記載された
物品に限られる
　編者：注**)質
問では物品を
articleと訳した
が、回答は願書
に記載された
productに限られ
るとあった。従っ
て自由記載の回
答は一行目と同
一内容と解され
る。

なし なし 類似の範囲は登
録された意匠と
実質的に異なっ
ていない意匠を
包含する。また、
そのような物品
が作られることを
可能にするもの
も包含する

なし なし

この箇所が意匠
の全体の視覚的
効果に与える影
響を考察する。特
に影響がない場
合は、意匠権の
効力が及ぶ。大
きな影響がある場
合は、意匠権の
効力が及ばない

なし  保護されない なし 意匠特許権の範
囲は意匠の図面
に基づいて決め
られる。クレーム
範囲の解釈時に
は創作説明にお
ける意匠特許に
ついての記載を
参考として使用
することができる
（専利法123条2
段落）。

保護されない 意匠保護は受け
られない

なし なし 保護されない  図面で開示され
ていない箇所
は、意匠権の効
力の範囲に含ま
れない

そのような部分
は意匠権の侵害
を構成しないも
のと解される
そのような争点
の判決の記憶が
ある

回答なし 保護されない

色彩を保護する
意匠の場合は、
色彩の有無が意
匠権の効力に影
響を及ぼす。色
彩を保護しない
意匠の場合は、
色彩の有無を考
慮しない

なし 意匠の表示に示
される、あらゆる
もの

色彩は模様を構
成しない限り、類
否判断の要素と
して考慮しない

意匠特許出願で
は色彩について
権利主張するこ
とができるが、ほ
とんどの出願者
は権利主張を希
望しない。意匠
で権利主張した
色彩が意匠侵害
に認定される程
度については特
許侵害鑑定要点
において明確に
説明されていな
い

「新規性の記載」
によって異なる

色彩は意匠法第
2条(d)において
意匠の定義に含
まれている。色彩
は意匠の要素を
形成することはで
きるが、色彩の
変化が新たな模
様や装飾を創造
しない限り、色彩
や着色そのもの
が意匠を構成す
ることはない

なし なし 意匠の説明で言
及されていれば
考慮される

N/A

色彩は通常関係
しない

回答なし 出願されていれ
ば保護される

登録意匠に類似
しなければ、意匠
権の効力が及ば
ない

なし 重要性がないと
みなされない差
異を考慮したうえ
で、全体的印象
による

なし 同一の商品だけ
でなく類似の商
品も、意匠特許
を侵害していると
判断され得る。
詳細は、特許侵
害鑑定基準の47
～63ページに規
定されている

どの程度類似し
ているかによって
異なる

意匠法第22条に
規定あり（詳細
は、Ｒ-2を参照）

なし なし なし 視覚的な性質が
類似している必
要がある

質問が不明瞭で
ある

なし 類似意匠が使用
者に対して全体
として同じ印象を
与えるなら侵害
である

当てはまる 当てはまる
　編者：注***)

記入なし 当てはまる 当てはまる
　編者：注***)

当てはまる
　編者：注***)

当てはまる 当てはまる（ただ
し、意匠権の範囲
は意匠の不正若
しくは明らかな模
倣にも及ぶ（2000
年意匠法22条））

当てはまる
　編者：注***)

当てはまる
　編者：注***)

当てはまる 記入なし 当てはまる 当てはまる
　編者：注***)

当てはまる
　編者：注***)

当てはまる 当てはまる 記入なし 情報に通じた使用
者に同じ全体的印
象を与える限りに
おいて当てはまる

当てはまる 当てはまる 当てはまらない
（ただし、意匠権
の範囲による）

当てはまらない 当てはまる 当てはまる 当てはまる（先行
意匠による）

記入なし 当てはまらない 当てはまる 当てはまる

意匠保護の範囲
は、意匠の表現
に反映され、意
匠の本質的特徴
の一覧に含まれ
ている本質的特
徴によって決定
される

□願書に記載の物品の類似物品の範囲

図等に表された意匠の範囲

□図等と同一の範囲
　編者：注***）「願書に記載の物品と同一の範囲」はその下
欄の「類似物品の範囲」が当てはまれば、通常は「同一の範
囲」も当てはまると考えられる。回答者はこの前提で同一の
範囲にチェックを入れず類似の範囲にチェックしたものと考
えられる国がある。よって、そのような場合は一行目の同一
の範囲についてチェックがなくても「当てはまる」と記載した。

図面等で開示されていない箇所について
（自由記載）

□（自由記載）

編者：注＊）「願書に記載の物品と同一の範囲」はそ
の下欄の「類似物品の範囲」が当てはまる場合には、
通常は「同一の範囲」も当てはまると考えられる。回
答者はこの前提で同一の範囲にチェックを入れず類
似の範囲にチェックしたものと考えられる国がある。
よって、そのような場合は一行目の同一の範囲につ
いてチェックがなくても「当てはまる」と記載した。

物品名が含む類似範囲

色彩の有無
（自由記載）

実施態様のみに類似する侵害品
（自由記載）

Q7-1意匠の開示内容と意匠権の効力の範囲につい
て、どのようにお考えですか。当てはまるか当てはま
らないかを記入し、該当しない場合は自由記載欄を
ご利用下さい。

□願書に記載の物品と同一の範囲）

□図等の類似の範囲までおよぶ

□物品名は例示に過ぎず、形態が同一であれ
ば他の物品にも権利は及ぶ

【７，意匠権】意匠権の効力について、どのようにお考
えですか。以下の設問にお答え願います。
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物品の一部又は
全体が動くあるい
は変化するもの
に関する意匠が
変化状態図なし
で登録になった
場合、将来その
変化状態のみを
模倣するものは、
侵害とならない可
能性がある

意匠特許は、図
面に示された通
りにクレームし、
クレーム構成は、
図の設定に適合
させる

回答なし 登録デザインの
保護範囲は、デ
ザイン登録出願
書の記載事項お
よびその出願書
に添付した図面・
写真または見本
並びに図面に記
載されたデザイ
ンの説明に表現
されたデザイン
により定められる
(デザイン保護法

第43条)
（詳細は、Ｒ-3を
参照）

台湾専利法第
123条の第2段
落に明記されて
いる（詳細は、Ｒ-
3を参照）

ない 意匠の開示関す
る意匠権行使の
制限事項は、
2000年意匠法

第4条(b)に規定
されている（詳細
は、Ｒ-2を参照）

権利行使につい
ては、ロシア連邦
民法第4法典第7
編第1406条に
規定され、先使
用権などが認め
られている。

開示された意匠
のみが保護を受
けられる

侵害は、意匠の
登録に係る製品
に関するものであ
り、登録意匠と同
一であるか、全体
的な印象におい
て実質的に類似
する意匠を具現
するものでなけれ
ばならない。登録
意匠は、権利行
使できるようにす
るには、（実体審
査されたことを）
証明しなければ
ならない

ない ある。意匠法第
554号の第21条
～第24条に、制
限についての規
定がある(添付)

問題になるの
は、物品に適用
される意匠の類
似性である

先の使用(第17
条)

無効事由が制限
事項となる（詳細
は、Ｒ-2を参照）

専利法第27条第

2項（出願人が提
出した関係図面
又は写真は、特
許の保護を求め
る製品の意匠を
明瞭に示さなけ
ればならない）に
違反することは、
無効理由になる

新規性や非自明
性の欠如を理由
として無効にする
ことができる。ま
た、重複特許の
法理も適用可能
である

回答なし デザインの表現
が具体的でない
デザインは、工
業上利用するこ
とができないデ
ザインとして扱わ
れ、デザイン保
護法第5条第1項
本文の無効事由
に該当する

専利法第117条
第2段落に規定
されている（詳細
は、Ｒ-3を参照）

先の開示、新規
性の有無

意匠が先にイン
ドで登録されて
いる、登録日前
にインド又は何
れかの外国で公
開されている、又
は新規性又は創
作性がない意匠
は、無効にするこ
とができる（意匠
法第19条）

ロシア連邦民法
第1398条に規
定される（詳細
は、Ｒ-2を参照）

意匠が、開示さ
れた時点で新規
性がない場合

意匠は、登録可
能でないことを理
由として取り消す
ことができる（詳
細は、Ｒ-4を参

照)

意匠が新規でな
くオリジナルでな
い場合

意匠法第554号
第43条に規定が

ある（詳細は、Ｒ-
4を参照)

意匠の対象が、
登録（出願もしく
は優先権主張）
日の時点で、新
規または独創的
でないこと、ある
いは意匠局長が
登録を拒絶する
その他の理由

新規性、産業上
の利用可能性

新規性の喪失

十分である
（意匠が特
定できる場
合）

十分である 十分である 十分である 十分である 十分である 十分である  インドの意匠規
則では、図の数
を規定していな
いが、意匠を説
明するのに十分
な数とする必要
がある。なお、斜
視図はインド法
では必須である

十分である。ただ
し、意匠の表示
は、意匠の外観
の全面的かつ詳
細な認識を示す
ものである必要
がある

ブラジルでは少
なくとも3次元斜
視図とデザイン
の変形例ごとに
立面図と平面図
が必要とざれる

十分である 十分である 十分である 十分であるが、
通常、斜視図が
求められる

十分である 十分である

そのような裁
判例はない

そのような裁判例
はない

そのような裁判
例はない

回答なし そのような裁判
例はない

そのような裁判
例はない

我々の知る範囲
ではない

そのような裁判
例はない

そのような裁判
例はない

そのような裁判
例はない

そのような裁判例
はない

そのような裁判
例はない

そのような裁判
例はない

そのような裁判
例はない

そのような裁判
例はない

そのような裁判
例はない

必要である 必要である 出願において、
外国における出
願による利益や
優先権を、その
出願日の6カ月
以内に主張する
場合

優先権が、登録
共同体意匠でな
い場合に必要

必要である（出願
日から3ヶ月以
内）

必要である（出願
人は、出願日か
ら4 か月以内
に、前項の外国
政府又はWTO
加盟国政府が受
理を証明した特
許出願書類を提
出しなければな
らない（台湾専利
法第28条第2段
落））

 優先権出願のコ
ピーが必要であ
る

意匠出願が、条
約国における出
願に基づく優先
権を主張してい
る場合（2001年
意匠規則15(2)）

必要である。意
匠出願について
条約優先権を主
張したい出願人
は、当該出願の
ロシア特許庁へ
の提出日から3カ
月以内に、最初
の出願の謄本を
提出しなければ
ならない。

優先権を主張す
る場合は必要で
ある

必要ない 優先権が主張さ
れていれば必要
である

優先権を主張す
る出願の場合は
必要である

出願から3か月
以内に提出が必
要である

常に提出が必要
である

必要である

その差異が
新規事項と
みなされるか
どうかによっ
て異なる

実体審査制度が
ないため、審査官
によって、認める
場合と認めない
場合との両方が
ある。

その差異が新規
事項とみなされる
かどうかによって
異なる

認められる 認められない 台湾意匠出願に
添付された図面
が、優先権証明
資料の図面と比
較して、視覚効
果に差異がなく、
意匠の属する技
芸分野における
通常の知識を有
する者が、優先
権証明資料の図
面及び記載に基
づいて得ることの
できる意匠は「同
一の意匠」とみな
し、優先権の主
張を認めることが
できる（専利審査
基準、page 3-3-
6、2005年発行）

認められる 2001年意匠規

則15(2)の要件を
根拠とした拒絶
がなされる

条約優先権の主
張に関するわが
国の法律では、
意匠出願の表示
が、条約優先権
主張の根拠にな
る最初の出願に
おける表示と正
確に一致しなけ
ればならない。そ
うでなければ、条
約優先権は認め
られない

物品が全体とし
て同じであれば
認められる

優先権の主張に
係る出願で開示
さえた意匠が、意
匠出願に係る意
匠と実質的に類
似した外観であ
えれば認められ
るでろう

認められる 認められる 認められない
優先出願が複数
意匠出願であっ
た場合、ニュー
ジーランドでは、
そのうちの一意
匠に関する出願
だけが認められ
る

先権主張を拒絶
する場合がある
（拒絶することが
できる

認めない

Q8-1　ヘーグ協定ジュネーブアクトでは提出可能な

図面を6図以内としているが、貴国では意匠の開示と
して十分と考えますか。

【７，意匠権】のつづき

Q7-2　意匠の開示内容について、権利行使における
制限事項はありますか。

Q8-4　貴国では、パリ条約による優先権等の主張を
伴う出願に際し、貴国への出願図面等と優先権の証
明書類の図面等に差異がある場合、どのような対応
をしますか。

Q7-3　意匠の開示内容に関わる無効事由にはどのよ
うなものがありますか。

【８，その他】

Q8-2　貴国の裁判例で、6図では意匠の開示上不十
分とされた例はありますか。

Q8-3　貴国では、パリ条約による優先権の証明書の
提出が必要ですか。
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Q3-4　写真による表現を認めている場合の鮮明度について Q5-1　出願日確保のために十分とされる意匠の開示要件につい

て、どのような規定（法、施行規則、細則、運用、その他）があ
あるか

Q6-4　一意匠とは認められないケースについて、どのようなも

のか具体的にあるか

中国

①写真は、焦点ずれなどによる不明瞭なところがないように物品の意匠をはっ
きり示さなければならない。
②写真の背景を単一の色にし、当該意匠に係る物品以外の物が現れないよう
にすべきである。物品の意匠をはっきり示すために、物品と背景との間に適切
なコントラストがあるようにする必要がある。
③通常、透視歪によって物品の意匠が正しく表現されないことを防ぐために、
写真の撮影は正投影図法で行わなければならない。
④強光、反射光、陰影、投影、などによる意匠の表現への影響を避けなければ
ならない。

中国特許法第27条第2項には、「出願人が提出した関係図面又は写真は、特許の
保護を求める製品の意匠を明瞭に示さなければならない。」と規定されている。
中国の審査基準第1部第3章の4.2には、「立体物品に関する意匠は、創作の要点
が六面のどの面にも及ぶ場合には、六面の正投影図を提出しなければならない
が、創作の要点が一つもしくはいくつかの面のみに及ぶ場合には、少なくとも、関
連する面の正投影図と斜視図を提出し、また意匠の簡単な説明には図面を省略す
る理由を説明する必要がある。平面物品に関する意匠は、創作の要点が一面のみ
に及ぶ場合には、当該面の正投影図を提出すればよいが、創作の要点が二つの
面に及ぶ場合には、二面の正投影図を提出しなければならない。」という記載があ
る。

例えば、下記2件の意匠は一意匠とは認められない。

Q1-1  ①意匠の法律（法的拘束力のあるもの）、②方式審査基

準（法的拘束力のあるもの）や③意匠審査基準（法的拘束力の
ないもの）があるか

Q2-1　意匠の法律によって保護される意匠の定義 Q3-4　意匠出願の表現形式に関連して特別な料金制度 Q4-1　意匠出願する場合の提出書面の内容（記載項目）

意匠の法律によって保護される意匠の定義:第2条(d)：「意匠」とは，手工芸的，機
械的，若しくは化学的の如何を問わず，又は分離若しくは結合の如何を問わず，
工業的方法又は手段により，2次元若しくは3次元又はその双方の形態かを問わ
ず，物品に適用される線又は色彩の形状，輪郭，模様，装飾若しくは構成の特徴
に限られるものであって，製品において視覚に訴え，かつ，視覚によってのみ判断
されるものを意味する。ただし，構造の態様若しくは原理，又は実質的に単なる機
械装置であるものを含まず，1958 年商標及び商品標法第2条(1)(v)において定義

された商標，インド刑法第479条において定義された財産標章，又は1957年著作

権法第2条(c)において定義された芸術的作品も含まない。

意匠に係る物品の欄の記載に関する規定：インドでは、2000年意匠法第3
附則において、工業意匠の国際分類のロカルノ制度に基づく物品の分類を
規定している。意匠を登録するクラスについて疑義がある場合は、審査官が
出願人と協議して判断する（意匠法第5条(3)、2001年意匠規則10(2)。これ
に関して、審査官は出願人に対して、（意匠出願の対象となる）物品の使用
目的を記述するよう請求することができる（2001年意匠規則11(4)）。

Q2-2 意匠の法律によって保護される意匠の保護対象 Q5-3 　物品分類は誰が付与しているか

方式審査基準：意匠法第5条の但し書きと、意匠規則の規則18で、審査
規則について規定している。

建築物：この点に関しては、2000年意匠法と、意匠実務・手順マニュアルとで、内

容が異なる。意匠法では第3附則のクラス25に、建築物が、意匠を適用できる物品

の1つとして具体的に挙げられている。しかし意匠実務・手順マニュアルでは、建築
物を登録可能な範囲から除外している。当方の理解では、建築物の意匠は、意匠
法第2条(d)の意匠の定義における要件をすべて満たすため、登録可能である。

【図面の表現の場合】線の種類：物品において保護を求めない要素を示すため
に、表示で点線を使用することができる。点線は、意匠として主張する部分でない
要素を示す。しかし、審査官は通常、審査レポートの作成時に、点線の使用を拒
絶し、図から点線を削除するよう求める。したがって、あいまいさが存在するが、実
際には点線は認められない。保護を求める意匠の特徴は、図の中で実線で示さな
ければならない。

最初に出願時において、出願人が分類を記載するが、疑義が生じた場合
は、審査官が出願人と協議の上で分類を付与する。そうでない場合は、出
願人が指定した分類になる。

Q1-5　新規性の判断について、行っている先行調査に当ては

まるもの
特許公報等：インドでは、先行意匠の範囲の調査は、特許庁の公報で行い、こ
の公報には、インドで登録された意匠が週ごとに公開されている。2000年意匠
法では、新規性の判断は、インドおよび世界の他の国における公開に基づくと
規定しているが、現実には、実体審査は、インドのデータベースのみに基づい
ており、リソースの制約があるため、世界各国での公開には基づいてはいな
い。このことは、新規性は世界で公開されたものに基づいて判断すると定めた
意匠法第19条に基づく取消の根拠となる可能性がある。限定的な実体審査で
は、関連するすべての先行意匠を引用することはできないかもしれない。

Q1-6　制度の状況について
部分意匠制度：インドには部分意匠制度というもの自体はない。2000年意匠法
に法的規定はなく、インドにおいて部分意匠制度を認めた判例もない。しかし、
意匠が物品の一部に適用されるものであれば、その意匠が適用される部分を
含む物品全体に対する意匠登録を行うことができる。さらに、意匠の新規性が
その意匠の一部にあるのであれば、その部分の意匠の新規性を強調する、新
規性の記載を挿入する。新規性が、意匠が適用される物品の全体ではなく一
部にあるような場合、新規性の記載を出願に含めることが、登録意匠所有者の
利益のために望ましい。なぜなら、意匠の新規性を構成する特徴を記載してお
くことで、そのように明記されていない特徴における形や形状の違いが、意匠の
実質的な変更であると主張されるのを防止できるためである。したがって、イン
ドではこのように、新規性の記載が、部分意匠をある程度保護する役割を果た
している。

新規性喪失例外の規定： 2000年意匠法は、意匠の公開または使用が、新規
性の喪失をもたらさない一定の状況について、次のように規定している。
1. 第6条(3)では、所有者がすでに登録しているのと同じ区分で、別の物品に
関して同一の意匠登録を求める場合について規定している。このような状況で
は、後の出願は、以前の日付にされるのみで、新規性は失われない。
2. 第16条では、他人が誠意に反して意匠を公開または使用しても、新規性は
失われないと規定している。
3. 第21条では、意匠または意匠が適用される物品の産業博覧会における展示
について、そのような博覧会について審査官に事前に通知すれば、新規性は
失われないと規定している。
4. 第44条は、条約出願の場合、優先日から6カ月の猶予期間における公開ま
たは使用によって、新規性は失われないと規定している。

インド

意匠の法律：インドには、2000年意匠法と2001年意匠規則があり、こ
れがわが国の意匠法制度を構成している。

【図面による表現の場合】図の表記：向き、例えば、透視図、正面図等を示すことの
みが認められる。しかし、語句、文字または数字が意匠に不可欠なものでない場合
は、それらは表示または見本から取り除かれる。それらが意匠に不可欠なものであ
る場合は、長官は、それらの排他的使用の権利の部分放棄の文言挿入を請求す
ることができる（2001年意匠規則14(6)）。

意匠審査基準：特許意匠商標庁が発行した意匠実務・手順マニュアル
の第IV章には、意匠審査ガイドラインがある。このガイドラインには
法的効力はないが、出願人および意匠庁職員が遵守している。

店舗等の室内ディスプレイやレイアウト：店舗等の室内ディスプレイやレイアウトの意
匠は、意匠法第2条(d)の意匠の定義における要件をすべて満たせば、登録可能で
ある。具体的な室内ディスプレイやレイアウトを示していただかないと、明確に回答
することはできない。

テキスタイル（布として）：これはグレーゾーンである。物品を特定しない画像は、イ
ンド意匠法の要件であるところの、物品の表示ができないため、登録は認められな
い。また、物品を特定した画像では、登録される可能性は50%になる。意匠登録を
申請する画像を具体的に示していただければ、さらに具体的に回答することができ
る。

R-1
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Q5-1  出願日確保のために十分とされる意匠の開示要件 Q5-1　出願日確保のために十分とされる意匠の開示要件 Q7-3　意匠の開示内容に関わる無効事

由出願日確保のために十分とされる意匠の開示要件についての規
定:意匠法第5条は、新規性又は創作性があり、いかなる国におい
ても先に公開されていない意匠に関する出願は、登録できると定
めている。さらに、Q1-6で説明したように、一定の状況におけ

る開示は、意匠の公開とみなされない（意匠法第6条(3)、第16
条、第21条、第44条）。2001年意匠法規則14、および意匠実
務・手順マニュアルでは、意匠の表示を庁に提出するための方法
や様式について規定している。

意匠の公表からロシア特許庁への出願まで6カ月の猶予期間があ
る。
ロシア連邦民法第4 法典第1352 条(4)：意匠に関連した情報につ
き、当該意匠の創作者、出願人、又は意匠の創作者若しくは出
願人から直接的若しくは間接的に受領したその他の者による開
示であって、当該意匠の本質に関する情報を公表したものは、
当該意匠の特許付与を求める出願が情報の開示日から6 月以内に
連邦の知的財産当局に提出された場合には、意匠の特許性の認
定を妨げる事情とはならないものとする。当該事情が発生した
が、当該事情をもってしても情報の開示が意匠の特許性の認定
を妨げないことの立証責任は出願人が負担するものとする。

Q5-5　意匠の認定に至るまでの審査プロセス（方式審

査・実体審査の両方を含む）について
Q5-3　物品分類は誰が付与しているか

【物品の類似範囲の特定】誰が何に基づいて行っているか：1名
の審査官が実体・方式の両審査を行う。2000年意匠法では、実
体審査、すなわち新規性調査はインドおよび世界の他の国におけ
る公開に基づくと規定しているが、実際には、インドのデータ
ベースのみに基づいており、リソースの制約があるため、世界各
国での公開には基づいてはいない。

ロシアでは、意匠出願の方式審査と実体審査が行われる。方式
審査では、必要な書類がそろっているかどうかや、定められた
要件への適合が確認される。方式審査をクリアすれば、自動的
に実体審査が開始される。実体審査では、出願した意匠が特許
性の条件（世界新規性・独創性）に適合しているかどうかが確
認される。世界新規性・独創性を満たしている場合は、付与の
決定がなされる。そして、付与手数料の納入後、意匠が登録さ
れ、公開される。
特許庁は、方式審査においては、オフィスアクションおよびオ
フィス通知、実体審査の段階では、オフィスアクションを出す
ことができる。
オフィスアクションには2カ月以内に応答する必要があるが、応

答の期間を最大10カ月まで延長することができる。

オフィス通知には2カ月以内に応答する必要があり、応答の期間
は延長することができない。

Q5-1　出願日確保のために十分とされる意匠の開示要件

【形態の特定】図法について誰が何に基づいておこなっている
か：1名の審査官が実体・方式の両審査を行う。方式審査は2002
年意匠法、2001年意匠規則と、意匠実務・手順マニュアルの審
査ガイドラインに基づいて行われる。

上記場合で、認定できないときの扱い：実体か方式かを問わず、
拒絶理由を記載した1通の審査レポートが送付される。この審査
レポートに出願人が応答した後、審査官は意匠を登録するか、審
査官の要求が満たされていない場合は聴聞を指定することができ
る。

Q7-2 意匠の開示の内容についての権利行使における制限事項

意匠が明確かについて、認定できない場合の取り扱い：実体か方
式かを問わず、拒絶理由を記載した1通の審査レポートが送付さ
れる。この審査レポートに出願人が応答した後、審査官は意匠を
登録するか、審査官の要求が満たされていない場合は聴聞を指定
することができる。

(1) 意匠は、登録後に公開されたか、あるいは展示または業にお
いて使用されたか、あるいは通常の取引過程において開示され、
欧州共同体で業務を営む専門家の知るところとなった場合は、公
衆の利用に供されたものとみなされる。ただし、明示的又は黙示
的守秘条件付きで第三者に開示されたという理由のみでは、公衆
の利用に供されたとはみなされない。(2) 共同体意匠登録に基づ
く保護を主張する意匠が、次の何れかによって公衆の利用に供さ
れた場合、開示は考慮されない。(a) 創作者またはその権原承継
人によってなされた、あるいは創作者またはその権原承継人が提
供した情報や、創作者またはその権原承継人の行為の結果とし
て、第三者によってなされた、および(b) 出願日前、または優先

権が主張されている場合は優先日前の12か月の間になされた

(3) 創作者またはその権原承継人に関する不当な行為の結果とし

て、意匠が公衆の利用に供された場合も、(2)は適用される。

ブラジル

Q5-1　出願日確保のために十分とされる意匠の開示要件

ブラジル産業財産法では次のように規定している。
第96条　意匠は、技術水準の一部でないときは、新規であるとみなされ
る。
(1) 技術水準は、出願日前にブラジル又は外国において、使用その他
の手段により公衆の利用に供された全てのものをもって構成される。

Q7-1　意匠権の効力について

インド

実施態様のみに類似する侵害品:意匠法第22条によれば、意匠所有者の同意を得るこ
となく、販売目的で、当該意匠が登録されている物品区分の何らかの物品に，当該意
匠又はその不正若しくは明らかな模倣を適用し若しくは適用させたり、当該意匠をそ
のように適用されることを可能ならしめる意図で何事かをなせば、登録意匠の侵害に
なる。さらに第22条では、当該意匠が登録されている物品区分に属し，かつそれに
当該意匠又はその不正若しくは明らかな模倣を適用した物品を、販売目的で登録意匠
所有者の同意なしに輸入することを禁じている。したがって、意匠法に基づく保護
は、意匠が登録されている区分の物品にも及び、その意匠の不正若しくは明らかな模
倣を禁じている。

登録意匠は当初、出願日から5年間有効で、5年ずつ、最大25年ま

で更新できる。出願人は、意匠登録を出願する最大12か月前か
ら、新規性を喪失させることなく、意匠を市場に出すことができ
る。意匠は、登録後に公開されたか、あるいは展示または業にお
いて使用されたか、あるいは通常の取引過程において開示され、
欧州共同体で業務を営む専門家の知るところとなった場合は、公
衆の利用に供されたものとみなされる。ただし、明示的又は黙示
的守秘条件付きで第三者に開示されたという理由のみでは、公衆
の利用に供されたとはみなされない。知的財産法第L511 条6、共

同体意匠に関する2001年12月12日理事会規則(EC)No.6/2002

ロシア連邦民法第1398条では次のように規定して
いる。
1. 意匠の特許は、次の場合においては、その有効
期間であっても、全部又は一部が無効と認められ
得る。
1) 意匠が、ロシア連邦民法に定める特許性要件に
適合していない。
2) 出願日において物品の表現に含まれていな
かった特徴が、付与の決定における意匠の本質的
特徴の一覧表に含まれている。
3) 同一の優先日を有する同一意匠に係る複数の
出願が存在する場合における、ロシア連邦民法第
1383 条に示す要件に違反した特許の交付。

4) ロシア連邦民法上、創作者若しくは特許権者で
ない者を、創作者若しくは特許権者として特許中に
表示したか、又はロシア連邦民法上、創作者若しく
は特許権者である者を、創作者若しくは特許権者
として特許中に表示していない特許の交付。

ロシア連邦民法第1358条(3)：「ある物品が、意匠
に係る物品の表現に反映され、かつ意匠の本質的
特徴の一覧表に明記されたすべての本質的特徴
を含む場合、当該意匠は当該物品に使用されたと
みなされる」

Q7-2　意匠の開示内容についての権利行使における制限事項

意匠の開示内容について、権利行使における制限事項はあるか：意匠の開示関する意
匠権行使の制限事項は、2000年意匠法で規定されている。第4条(b)：「登録出願の出
願日前又は該当するときは優先日前に，有形の形態の公開により若しくは使用により
又は他の何らかの方法でインドの何れかの場所又は何れかの外国において，公衆に対
して開示された意匠は、登録することができない」

上記場合で、認定できないときの扱い：実体か方式かを問わず、
拒絶理由を記載した1通の審査レポートが送付される。この審査
レポートに出願人が応答した後、審査官は意匠を登録するか、審
査官の要求が満たされていない場合は聴聞を指定することができ
る。

フランス

Q5-5　意匠の審査に至るまでの審査プロセス（方式審
査・実体審査の両方を含む）について

ロシアでは、意匠出願の方式審査と実体審査が行われる。方式
審査では、必要な書類がそろっているかどうかや、定められた
要件への適合が確認される。方式審査をクリアすれば、自動的
に実体審査が開始される。実体審査では、出願した意匠が特許
性の条件（世界新規性・独創性）に適合しているかどうかが確
認される。世界新規性・独創性を満たしている場合は、付与の
決定がなされる。そして、付与手数料の納入後、意匠が登録さ
れ、公開される。
特許庁は、方式審査においては、オフィスアクションおよびオ
フィス通知、実体審査の段階では、オフィスアクションを出す
ことができる。
オフィスアクションには2カ月以内に応答する必要があるが、応

答の期間を最大10カ月まで延長することができる。

オフィス通知には2カ月以内に応答する必要があり、応答の期間
は延長することができない。

ロシア
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Q2-2  意匠の法律によって保護される意匠の保護対象 Q4-1-1　意匠に係る物品の欄の記載には、どの

ような規定がありますか
Q3-4　図面による場合の図法について Q5-4　付与した分類と物品類否との関係

その他
①不動産でも多量生産および運搬が可能なものは例外としてデザイ
ンの保護対象になる。例；バンガロー、公衆電話ボックス、移動販
売台、詰め所、乗車台、移動トイレ、組立家屋など
②デザインに関する物品の取引においてルーペなどにより物品の形
状を拡大して観察することが一般的である場合は、デザインの保護
対象になる。例；発光ダイオード

韓国の場合、知識経済部令で定める物品の区分(デザイ

ン保護法施行規則別表4物品の範囲)に従わなければなら

ない。物品の区分のうちA1ないしM3およびN1の区分の

いずれにも属さない物品については、N0に分類する。

図面は，工業製図法を使用して作成し，インクをもって明確に描
かれているものであるか，又は写真若しくはコンピュータ出力で
なければならない ・・・(専利法施行細則規則33, 第3段落)
不等角投影図法、斜投影図法、透視投影図法、正投影図法なども
認められる(意匠出願明細書作成マニュアル、17～22ページ)

相同な物品は、用途が相同で、機能も相同なものを指す。類似す
る物品は、用途が相同で、機能が異なるもの、又は用途が類似す
るものを指す。物品の相同又は類似の判断、特に用途が類似する
物品に対して、商品の生産販売又は使用する実際の状況を考慮
し、「国際工業デザインの分類」も参照することができる。
（専利審査基準、page 3-3-6、2005年発行）

Q4-1-2　「意匠の説明」で認められる記載 Q7-2　意匠の開示内容についての権利行使にお

ける制限事項
Q3-4　写真による場合の鮮明度について Q7-2　意匠の開示内容について、権利行使における制限事

項
② i) (部分デザインに関する説明)デザイン登録を受けようとする部
分を図面等で特定している方法に関する説明が必要と認められる場
合に、それに関する説明
ii) (書体デザインに関する説明)出願する当該書体デザインの種類お
よび使用目的などに関する説明
iii) (動的デザインに関する説明)物品がもつ機能によって変化するデ
ザインであって、その変化前後の状態に関する説明が必要と認めら
れる場合には、それに関する説明

図面は，工業製図法を使用して作成し，インクをもって明確に描
かれているものであるか，又は写真若しくはコンピュータ出力で
なければならない(専利法施行細則規則33, 第3段落)

台湾専利法第123条の第2段落に明記されているように、意匠の開
示内容は、権利行使における制限になる場合がある。「意匠特許
権の範囲は、意匠の図面に基づいて決められるものとする。ク
レーム範囲の解釈時には、創作説明における意匠特許についての
記載を参考として使用することができる。

Q4-1-3 願書に部分意匠である旨を記載する場合の規定 Q4-4-1　意匠に係る物品の欄の記載には、どのような規

定があるか

Q7-3　意匠の開示内容に関わる無効事由

韓国

Q5-1 出願日確保のために十分とされ意匠の開示規定

Q5-1　出願日確保のために十分とされる意匠の開示要件につい

ての規定はのような規定か

Q5-4 付与した分類と物品類否との関係

施行規則によると、 物品の区分はデザイン登録出願書作成の一貫
性維持と統一された名称を使用するためのもので、デザイン物品相
互間の類似範囲を定めるものではないとのこと

Q5-6　実体審査における意匠の表現の規定について、記載

不備があった場合の対応

補正が認められない場合は補正却下
※デザイン権の設定登録があった後で補正が要旨変更であることが
認められたときは、その出願は補正書を提出した時に出願したもの
とみなす(デザイン保護法第18条第6項)。

台湾

登録デザインの保護範囲は、デザイン登録出願書の記載
事項およびその出願書に添付した図面・写真または見本
並びに図面に記載されたデザインの説明に表現されたデ
ザインにより定められる(デザイン保護法第43条)。
‐最近、特許法院は、参考図に示されたデザインの形態
も出願対象デザインの形態であると明示されている等の
特別な事情がない限り、参考図に示された図面は原則的
に基本図面などに示されたデザインの形態を補充するも
のとみるべきで、新たな出願対象デザインの形態を示し
たものとみるべきではないと判示し、参考図に示された
デザインの形態の権利行使を制限する趣旨の判決をした
ところがある(特許法院2009年6月5日付言渡し2009ホ
1736判決)。韓国の場合、出願書の【デザインの対象となる物品】欄に権利の客

体となる物品の名称(ヤカンの取っ手の部分デザインである場合

は、「ヤカン」)を記載し、【部分デザインの如何】欄に「部分デ
ザイン」と記載する。「デザインの説明」欄に物品の部分を図面、
写真または見本で特定している方法に関する説明が必要と認められ
る場合には、それに関する説明を記載する(「実線で表示された部
分がヤカンの取っ手を示す部分デザインとして登録を受けようとす
る部分である」)。

意匠に係る物品をどのように記載すべきかについての明確な規定
はない。意匠の分類（台湾はロカルノ分類を採用）は審査官が行
う。意匠法施行細則規則32は次のように規定している。
「意匠に係る物品の名称は，意匠を利用する物品を明確に指定す
るものでなければならず，関係のない文言を付加してはならな
い。指定物品が部品であるときは，その部品を組み込む物品につ
いての説明を併記しなければならない。
意匠の説明は，使用に係る指定物品及び意匠の特徴を示すもので
なければならない。図面に表示した物品の外観が，使用する種々
の材料，機能の調整又は使用状態の変化に応じて変化する場合
は，簡単な説明をしなければならない。
意匠を示す図面には，個々の図の名称を付記しなければならな
い。複数の図が有する同一性若しくは対称性又はその他の理由に
よる省略があるときは，その旨を図面中の図の説明に明確に付記
しなければならない。

意匠の開示内容に関わる無効事由としては、専利法第117条第2段
落に、「図面説明書は、該意匠が属する技術領域の通常知識を有
する者がその内容を理解し、それに基づいて実施することができ
るよう、明確かつ十分に開示しなくてはならない」と規定されて
いる。また、第128条は次のように規定している。

第128条：次の各号のいずれかに該当する場合、特許主務官庁は、
無効審判請求により又は職権で、その意匠権を取り消し、かつ期
限を指定して証書を返還させなければならない。返還することが
できない場合には、証書の無効を公告しなければならない。

出願日確保のためには出願デザインの表現が具体的でなくデザイン
が特定されない場合であるとしても、デザインを特定するための補
正をしたとき、最初に出願されたデザインと補正されたデザインと
の間に同一性が維持される程度には最初の出願デザインが具体的に
表現されていなければならない(デザイン保護法第18条第1項)。即
ち、出願デザインの表現が具体的でなく補正する場合、出願書に記
載されたデザインの対象となる物品、図面(3Dモデリング図面およ

び見本を含む)および図面の記載事項などを総合的に判断して最初
に出願されたデザインと補正されたデザインとの間に同一性が維持
されている場合には、補正を認めて出願日に遡及して出願日が確保
されるが、補正により同一性が維持されない場合(要旨変更)には補

正却下決定しなければならず(デザイン保護法第18条の2第1項)、拒
絶理由が解消されず拒絶決定しなければならないので、出願日が確
保されない。
また、補正が要旨変更に該当して補正を却下すべきであったにもか
かわらず、これを看過してデザイン権の設定登録があった後に補正
が要旨変更であると認められたときは、出願日はその補正書を提出
した時とみなす(デザイン保護法第18条第6項)。

出願日確保のために、台湾智慧財産局（特許庁、TIPO）へ提出す

る必要のある書類は、専利法第116条第3段落に規定されている。
「意匠登録の出願は、願書、図面説明書が全て揃った日を出願日
とする。」
図面説明書の必要な内容については、専利法第117条に規定されて
いる。「前条の図面説明書には、意匠を施す物品の名称、創作の
説明、図面の説明及び図面を記載しなければならない」「図面説
明書は、該意匠が属する技術領域の通常知識を有する者がその内
容を理解し、それに基づいて実施することができるよう、明確か
つ十分に開示しなくてはならない」
「意匠の図面説明書の開示方式は、本法施行細則で定める」
図面説明書の開示の詳細については、専利法施行細則の規則30～
33、および「意匠出願明細書作成マニュアル」で規定されてい
る。
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Q6-3 一意匠と認められる範囲 Q2-1 意匠の法律によって保護される意匠の定義 Q2-1 意匠の法律によって保護される意匠の

定義

Q3-3 手数料の詳細

*)「組物(set of articles)」とは，通常共に販売
され又は共に使用されることを意図した同じ
一般的特性を有する2以上の物品であって，そ
の各々について同一の意匠，又は当該意匠の
内容を変更しない程度の若しくは同一性に影
響を与えない程度の補正又は変更を加えた同
一の意匠が適用されるものをいう。

Q5-1 出願日確保のために十分とされる意匠の開示

要件

Q3-3 　減免制度の料金内容

Q5-1 出願日確保のために十分とされる意匠の開示

要件

Q7-3 意匠の開示内容に関わる無効事由

Q7-3 意匠の開示内容に関わる無効事由

Q4-1-1 意匠に係る物品の欄の記載の規定

ロカルノ分類に含まれる物品であれば認める。製品の名称
が不明瞭であったり、名称に基づいて製品を分類できない
場合、審査官は製品についての説明を要求することがある
（できる）。出願時に、名称以外で提出が義務付けられて
いる製品についての詳細はない。

出願で納入すべき手数料
- 出願手数料

- 同一意匠に対する追加図の手数料

- 同一クラスの追加意匠の手数料（複合出願の場合）

- 各画像の白黒またはカラーでの公告手数料

- 優先権（主張する場合）の手数料

- 公告の延期

施行規則第13条
出願は、付属書1の見本に則る願書、及び図面、図案、書

画、写真又は同様の意匠の表示であって法第26条第1段落(b)
に規定の具体的な模様のすべてを反映した複製のために適
切なもの、並びに手数料納付の領収書原本が供託された日
付、時間、分の時点を、出願日として付与される。出願時
に当該書類が提出されていない場合は、庁は、当該不備を
修正するために1月を与えるものとし、出願日は当該不備が
修正される日とする。

欧州共同体
商標意匠庁
（OHIM）

複数出願の1つめの意匠=
登録230€ + 公開120€ + 延期40€
2つめから10まで= 115€ + 60€ +20€
11以降= 50€ + 30€ + 10€

意匠法21条（2）及びそのサブセクションである意匠法規

則3.01にに出願に最低限必要な要件が規定されている。

規則3.01 最低出願要件

法律第21条(2)に関して，次の要件の各々が所定の要件であ
る。
(a)出願は，提出されるものが意匠出願であると意図するこ
とを示す情報を含まなければならない。
(b)出願は，次の情報を含まなければならない。

(i)出願人の身元を証明するもの，及び

(ii)出願人との連絡を可能にするもの

(c)出願は，各意匠の表示，又は表示であると認められる情
報を含まなければならない。

意匠法第554号第43条：無効
意匠登録は，次に掲げる場合に裁判所により無効を宣言さ
れるものとする。
a) 意匠が，第5条から第10条までの規定による保護に適格で
ないことが証明される場合
b) 第13条，第14条，第15条及び第16条に規定の意匠権が，
実際には他人に帰属することが証明される場合
c) 抵触する意匠があり，後の日に公衆に入手可能とされた
が出願日は先の日付を有する場合

香港

オーストラ
リア

南アフリカ

トルコ

意匠」とは，製品に関連して，その製品の1又は複数の視
覚的特徴からもたらされる製品の全体的な外観をいう。
製品の定義
(1) 本法の適用上，機械で製造された又は手製の物が製品

である(ただし，(2)，(3)及び(4)を参照)。
(2) 複合製品の構成部分は，製品とは別に製造された場合
は，本法の適用上，製品とすることができる。
(3) 1又は2以上の不定寸法を有する物は，次の1又は2以上
が当該の物に適用される場合にのみ，本法の適用上，製品
である。
(a) ある不定寸法の切断面が固定されている又は規則的な
模様に従って変化している場合
(b) 全ての寸法が比例を維持する場合

(c) 切断面の形状が，当該形状の寸法がある比率又は比率の
連続に従って変化するか否かに拘らず，終始同じ状態を維
持する場合
(d) それ自体繰り返す模様又は装飾を有する場合

(4) 組み立てられると特定の製品となるキットは，当該製
品とみなされる。

「意匠」とは、美的意匠又は機能的意匠をいう。
「美的意匠」とは、物品に応用する意匠であって、
物品の模様、形状、輪郭若しくは装飾の何れかに係
るものであるか又はこれらの目的の2 以上に係るも
のであるかを問わず、また、如何なる方法によって
応用されているかを問わず、その美的特質に拘りな
く、視覚に訴え、かつ、視覚でのみ評価される特徴
を有するものをいう。「機能的意匠」とは、物品に
応用される意匠であって、その模様、形状若しくは
輪郭の何れかに係るものであるか又はこれらの目的
の2 以上に係るものであるかを問わず、かつ、如何
なる方法によって応用されているかを問わず、当該
意匠が応用される物品が果たす機能によって必要と
される特徴を有するものであり、集積回路の回路配
置、マスクワーク及び連続マスクワークを含む。

意匠は、登録可能でないことを理由として取り消すことが
できる。
(1) 意匠が、その意匠に対する先行技術基準であって、そ
の意匠の優先日前に存在したものと比較して、新規性及び
識別性を有する場合は、その意匠は、「登録可能な意匠」
である。
(2) 意匠(「指定意匠」)に対する「先行技術基準」は、次の
もので構成される。
(a) オーストラリアで公に使用される意匠、及び

(b) オーストラリア国内又は国外において、文献に公表さ
れた意匠、及び
(c) それに関連して、次の各基準が満たされている意匠

(i) その意匠が、意匠出願において開示されていること

(ii) その意匠が、指定意匠よりも先の優先日を有すること

(iii) その意匠を開示する文献が第60条に基づいて最初に公
衆の閲覧に供されたのが指定意匠の優先日以後であること
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第 IV 部 海外ヒアリング調査 
 
１．海外ヒアリング調査の目的と手法 
１．１ 海外ヒアリング調査の目的 

意匠の表現に関し 15 か国・地域についてアンケート調査を行ったことは前述

のとおりである。当該アンケート調査の結果を踏まえて、アンケート調査の回

答だけでは判然としない点や、さらに詳細に調査を行う必要がある事項につい

て、各国・地域の知財担当官庁の意匠担当官へのヒアリングを実施した。 
 

１．２ ヒアリング対象国 
ヒアリング調査は、本調査研究仕様書において指定された中国、アメリカ合

衆国、欧州共同体商標意匠庁（OHIM）、韓国の 4 か国・地域に、インド、ブラ

ジル、トルコの 3 か国を加えて合計 7 か国を対象とした。追加する国を選定し

た理由は以下のとおりである。 
 

・World Wide に調査を行うため、地理的な偏りがないようにする。 
・意匠出願件数の多い国又は増加傾向にある国を優先する。 
・ハーグ協定に加盟している国を優先する。 
・意匠の実体審査を行っている国を優先する。 
・近年調査したことがある国は除く。 
 

これらの点を考慮した上で、インド、ブラジル、トルコを選定した。具体的に

は次の理由に基づく。 
 

（１）インド 
 BRICs 諸国として経済発展が著しく、意匠出願も増加傾向にある。意匠出

願は全件について実体審査を行っている。 
 
（２）ブラジル 

 BRICs 諸国として経済発展が著しく、南米諸国最大の経済国である。また、

自動車メーカー等の日本企業の進出が盛んで、日本型の地上デジタル放送の

普及などにより、日本との経済的結びつきが強い。 
 
（３）トルコ 

 中東地域の国であるがヨーロッパに隣接してしており、日本の自動車メー

カーの進出が盛んである。意匠出願が増加傾向にあり、また、ハーグ協定加

盟国である。 
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１．３ ヒアリング調査の手法 
ヒアリング調査は、現地の弁護士等を代理人として各国・地域の知財担当官

庁を訪問してもらい、事前に送付したヒアリング票に記載の質問事項について、

意匠担当官に直接インタビューをすることにより回答を得た 1（報告書巻末に参

考資料（３）として添付）。知財担当官庁に訪問してもらった各国・地域の弁護

士等は以下のとおりである。 
ヒアリング調査は 2012 年 10 月に行ったので、各国の回答はその時点の法令

等の状況に基づくものである。 
 
また、ヒヤリング調査と併せて、多意匠一出願を採用している国（中国、ア

メリカ合衆国、欧州共同体商標意匠庁（OHIM）、トルコ）に対して願書及び図

面の書き方の情報（出願フォーマット）の提供及びヒアリング調査対象の 7 か

国に対して意匠登録証サンプルの提供を依頼した。 
 

ヒアリング先官庁と訪問事務所一覧 
訪問先知財庁と回答者 訪問した事務所と質問者 

中国国家知産権局 Linda Liu & Partners 
劉  新宇 

アメリカ合衆国特許商標庁 
意匠審査官 Joel Sincavage 

Sughrue Mion, PLLC 
John Bird  

欧州共同体商標意匠庁（OHIM） 
Paul Maier 

脚注参照 2 

韓国知的財産権庁 
デザイン審査政策課 書記官 安銑燁 
 

Kim & Chang 
王永成、李東勲 
 

インド特許意匠商標総局  
意匠業務担当 
Dr. Sukanya Chattopadhaya 

Kan & Krishme 
Sjarad Vadehra 
 

ブラジル国立工業所有権院 
意匠課長 
Frederico Carlos da Cunha 

Kasznar Leonardos 
Antonio Carlos Ramos 
 

トルコ 特許庁 DESTEK PATENT, INC. 
İbrahim İskender 

                                                   
1 中国については中国国家知産権局への訪問がかなわず、法律事務所で回答できる質問については法律

事務所で回答をしてもらい、中国国家知産権局の意匠担当者に確認が必要な質問は確認をした上で回答

を得て記載している。アメリカ合衆国、インドも各国知的財産担当官庁に訪問がかなわず、知的財産担

当官庁との電話会議によって回答を得て記載している。  
2欧州共同体商標意匠庁（OHIM）については、直接ヒアリング票を欧州共同体商標意匠庁（OHIM）へ

送付して回答を得て記載している。  
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２．海外ヒアリング調査の結果 
各国・地域のヒアリング調査の回答結果は質問ごとに整理した。以下、枠囲

いした記載はヒアリング票の質問内容である。 
 

質問 1 意匠の表現に関する基本的な考え方について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
質問 1-1 の回答 
【中国】 

第三者（意匠出願人／権利者以外の者）の理解を容易にするため。 
 
【アメリカ合衆国】 

意匠の開示の範囲は、特許法第 112 条(a)及び(b)で規定されている。物品に

適用される意匠の外観は、推測に頼らなくても理解できる明確なものでなけ

ればならない。 
こうした規定の基本原理又は主な目的は次のとおりである。 

1.クレームする特定の対象を出願人が発明したという情報を、当業者に明

確に伝える。 
2.特許権者の排他権の範囲を、公衆へ通知する。 

 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

意匠の公開は、第三者へ情報を提供するとともに、権利行使をしやすくす

るものである。 

質問 1-1 貴国には、法令、審査基準、審査ガイドライン等に意匠出願にお

ける意匠の開示に関する規定があります。これらの規定の根底に

ある考え方において、意匠の開示の程度はどのような考え方に基

づいて定められているのでしょうか。すなわち、意匠の開示の程

度は何を重視して決定されているのでしょうか。以下に理由を例

示しますが、具体的にお教えください。 
・方式審査又は実体審査を容易にするため 
・提出された表現物（図面、写真、見本など）の保管を容易に

するため 
・意匠制度利用者の負担を軽減するため 
・第三者（意匠出願人／権利者以外の者）の理解を容易にする

ため 
・権利行使をしやすくするため 
・基本的に意匠を開示する出願人の自己責任に委ねるため 
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【韓国】 
デザイン保護法第 23 条の 2 により、出願人は自己のデザイン登録出願に

ついての公開を申請することができ、デザイン登録出願人は出願公開があっ

た後にそのデザイン登録出願されたデザイン又はこれに類似するデザインを

業として実施した者にデザイン登録出願されたデザインであることを書面を

もって警告することができる。 
即ち、権利行使をしやすくするために出願公開規定が利用される。 
 

【インド】 
意匠開示の主たる目的は、方式・実体審査を容易にし、保護を求める意匠

がすべての方式・実体要件を満たしているかを確認できるようにすること。

例えば「新規性又は創作性があり、公序良俗に反しない、かつ安全保障にと

って有害でないもの」（2000 年意匠法第 2 条(d)、(g)、第 5 条(1)、第 46 条）。

また、意匠の開示には、意匠保護の範囲や、登録意匠のコピーの制限を決め

ることで、権利行使をしやすくするという目的もある。 
 
【ブラジル】 

上述されたすべての理由は、意匠の表現に関する規定として挙げることが

できる。基本的に主要な目的は、意匠ごとに、明確な図で表現され、新規の

特徴を備えた対象物が一つのみであること（及びその変形例）である。 
 
【トルコ】 

意匠の保護に関する法律第 554 号（意匠法）の目的は、本法の規定に則る

意匠を保護し、産業及び競争環境の形成及び発展を促すことである。意匠法

には、登録意匠保護に関する原則、規則及び条件が含まれる。未登録意匠に

は一般的法規が適用される。また、意匠法により付与される権利が、文学的

及び美術著作物に関する法律により付与される保護を失効させることは一切

ない。意匠規則の目的は、工業意匠の登録に係る出願書類の提出及び作成の

時及び場所に関して遵守すべき手続及び規則、並びに意匠法に規定の意匠に

係るその他の事項を規定することである。意匠規則は、意匠登録規定に従う

意匠に対する証明書の付与による意匠の保護に係る原則、規則及び条件を範

囲とする。意匠の開示の程度を決める規定や規則の根底にある考え方は、権

利行使をしやすくする、方式審査を容易にする、及び意匠を開示する出願人

の自己責任に委ねることである。 
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質問 1-2 の回答 
【中国】 

意匠出願人は、3D の CG 画像を使用できる。 
 

上記回答に対して更に次の確認質問をして回答を得た。 

質問 1-2 デザイナーは 3D-CAD を用い、コンピューター・グラフィック

を描いて工業製品を設計する場合が多くあります。貴国では、以

下の例示のような製品設計に用いた 3D コンピューター・グラフ

ィックを、意匠の表現として意匠出願に用いることを認めていま

すか。 

  

 【意匠に係る物品】取付け用手洗い器 
【国際意匠分類】23-02 
【意匠に係る物品の説明】本願意匠は、医療施設等において、主にスタッフの手洗い時に使用され

る。 
【意匠の説明】各図面はＣＧにより作成した図面であり、各図面の表面部全面に表された濃淡は、

立体表面の形状を表す濃淡である。 
 

   
 
 
 



218 
 

質問 1-2 の回答に対する確認質問 
CG データを基本 6 面図（正投影図法）の図面にして出願したもの、

との理解で良いですか（CG データ電子媒体は受け付けていないと

いう理解でよいですか）。 
その場合、３DCG データそのものの出願を認める予定は検討してい

ますか。 
 

上記質問の回答 
その理解でよいが、現段階で、いつ 3D-CG データそのものを使用

できるようになるかを言うのは難しい。いずれにしても、3D-CG デ

ータは他国の出願書類においても、広く使用されているわけではない。 
 

【アメリカ合衆国】 
図面が十分に明瞭である限り、認められる。 
 

【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 
欧州共同体商標意匠庁（OHIM）は CAD や CG で作成した静止画像を認め

ている。上記の例との関連で、欧州共同体商標意匠庁（OHIM）ではこれらの

画像は受理されるが、図の数は最大 7 までであり、3 つめの図にある矢印や文

字は削除しなければならない。 
 
【韓国】 

デザイン保護法施行規則により、3 モデルリングファイル(3DS, DWG, DWF, 
IGES)の提出も認められる。 

 
【インド】 

2001 年意匠規則の規則 14 において、図面や写真等の代わりにコンピュータ

グラフィック（CG）の提出が認められている。ただし現実には CG の提出は

まれであり、その使用に関するガイドラインもない。一般には、意匠の表示と

して、写真や図面が提出される。 
また、意匠の表示用紙には、上図のような断面図を入れることはできない。 

 
【ブラジル】 

コンピュータ・グラフィクのみであるかどうかに関係なく、対象物の表現は

認められる。 
 
【トルコ】 

トルコでは、製品の設計段階で作成した 3D CG 画像を、意匠出願に用いる

ことができる（Enclosure 1 を参照）。一般には、上記の例のような断面図は、
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意匠規則第 9/a-7 条に基づき、トルコでは認められない。しかし、出願人が異

議を申し立てた後、トルコ特許庁が断面図を受理したという矛盾する例もいく

つかある。 
 
質問 2 物品の部分に係る意匠を保護する制度（部分意匠制度）における意匠

の表現について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

質問 2-1 部分意匠制度を有する、あるいは物品の一部が保護される国の知

的財産担当官庁の方にご質問します。部分意匠制度を有しない、

あるいは物品の一部が保護されない国の知的財産担当庁の方は、

質問 2-1 には回答せず質問 2-2 を回答してください。  
以下の 2 つの部分意匠の表現例を具体的にお示しします。（例１）

は保護を受けようとする部分の意匠を、その他の部分と違った色

を用いて区別をした図面です。（例２）は保護を受けようとする部

分の意匠を、その他の部分と違った線種（破線）で描いて区別を

した図面です。貴国の制度下では、このような部分の意匠の表現

は認められますか。それぞれについて認められるか否か、またそ

の理由をお答えください。 
（例１）保護を受けようとする部分の意匠を、その他の部分と違った色を用

いて区別をした例 

    
 
 



220 
 

 （例２）保護を受けようとする部分の意匠を、その他の部分と違った線種で

描いて区別をした例 

   

 【意匠に係る物品】包装用容器 
【国際意匠分類】09－01、09－02、09－03、09－04、09－05、28－01 
【意匠の説明】実線で表した部分が、部分意匠として意匠登録を受けようとする部分である。背面図

は正面図と対称に表れる。底面図は平面図と同一に表れる。キャップ部分の拡大背面図はキャップ部

分の拡大正面図と対称に表れる。キャップ部分の拡大底面図はキャップ部分の拡大平面図と同一に表

れる。  
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質問 2-1 の回答 
【中国】 

回答なし 
 

【アメリカ合衆国】 
それぞれ基本的には、意匠創作者の意図を審査官に伝える上で認められるが、

どちらの例についても、許可の前に審査官が修正を求めると考えらえる。 
米国特許はカラーで公開されないため、白黒の画像では、自動車においてク

レームする意匠の部分を、それ以外の部分と区別するのは難しい。特に何をク

レームするかを指し示すには、別の方法を選択する必要がある。 
 

 
 

容器の例では、正面図の線 A と B は薄い灰色だが、拡大正面図では黒になっ

ている。我々にはこの灰色の線の意味が理解できず、この 2 つの図は矛盾して

いる。 

 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

欧州共同体商標意匠庁（OHIM）は規則に基づき、製品の一部の外観である

意匠の登録を認めている。また、図示によるディスクレーマーは、保護を求め

る部分と保護しない部分について、意匠の表現が明瞭である限り、認められる。

許容される図示のディスクレーマーには、上記の 2 例のように、色彩や破線の

使用があるが、これに限定されない。 
 
【韓国】 

デザイン保護法施行規則によりすべて認められる。 
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【インド】 
インドには部分意匠制度はないが、物品の一部について意匠を出願した場合、

その部分を含む物品全体に対する意匠登録を受けることができる。また、新規

性が意匠の一部にある場合は、新規性の陳述を挿入して、意匠のその部分の新

規性を目立たせる。したがって、このような場合は「新規性の陳述」がある程

度、部分意匠制度の役割を果たしている。 
保護を求める意匠の特徴のみを目立たせるために、白黒の図面に色を使用す

ることができる。この場合、クレームは色で示した部分のみに限定され、その

ように使用された色は意匠の一部でないことを、新規性の陳述に明記しなけれ

ばならない。 
表示において、保護を求めない物品の要素を示すために点線を使用できる。

点線は、出願する意匠の一部でない要素を識別する。しかし、審査官は通常、

審査レポートにおいて点線を拒絶理由とし、図面から点線を削除するよう求め

てくる。したがって曖昧さが存在するが、事実上、点線は認められていない。

保護を求める意匠の特徴は、図面において実線で示さなければならない。 
 
【ブラジル】 

ブラジルでは部分意匠制度は採用されていない。部品又は単独で製造可能な

構成要素が意匠の対象とされる。 
 
【トルコ】 

例 2 のような部分意匠の表現は、意匠規則第 9/5 条よって認められる：「意

匠の一部の保護を主張する場合、保護主張に含まれない図面の部分は、点線又

は破線で示す。視覚要素が写真の場合、保護主張の範囲に含まれる図面の部分

は、明瞭に示さなければならない。 
しかし、部分意匠を、その他の部分と違う色を使って区別することは、トル

コでは認められていない。カラーの画像を図面として提出することは認められ

ているため、異なる色を使って、部分意匠をその他の部分と区別すると、次の

ようなことが起こり得る 
 保護の範囲についての誤解 
 物品の色彩についての誤解、つまり、色彩が正しく確認されない 
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質問 2-2 の回答 
【中国】 

部分意匠制度のニーズはある。 
 

上記回答に対して更に次の確認質問をして回答を得た。 
 
質問 2-2 の回答に対する確認質問 

日本で部分意匠であった出願を優先権主張して中国に出願するとき

に部分意匠から全体意匠に直すことを許容していると聞いています

が間違いないですか。これについて審査指南やガイドラインに明記さ

れていますか。 

 
上記質問の回答 

その通りである。部分意匠の優先権を主張する全体意匠を提出する

ことができ、点線を修正して実線にするだけでよいという運用が行わ

れている。ただし、特許審査ガイドラインには明記されていない。 
 

【アメリカ合衆国】 
回答なし。 

 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

該当なし。 
 

【韓国】 
回答なし。 

 
 
 

質問 2-2 部分意匠制度を有しない、あるいは物品の一部が保護されない国

の知的財産担当官庁の方にご質問します。部分意匠制度を有する、

あるいは物品の一部が保護される国の知的財産担当官庁の方は本

質問には回答せず質問 3 に進んでください。 
意匠制度のユーザーから物品の部分の意匠の保護を認めて欲し

いとの要望はありませんか。たとえば特徴的・独創的な部分のみ

を模倣して取り込み、全体としては異なった意匠とするような、

部分の意匠の模倣に対しては部分意匠制度が効果的と考えられま

すがそのようなニーズはありませんか。 
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【インド】 
前述のように、インドには部分意匠制度はないが、物品の特定の部分を目立

たせる新規性の陳述が、ある程度部分意匠の目的を果たしている。ただし、イ

ンドにおいても、出願人が物品の一部の保護を求める場合は多い。侵害者が物

品全体をコピーしなくても、新規性のある物品の一部をコピーできるようにし

ている抜け穴をふさぐことが可能な部分意匠制度を設ける必要があると我々

は考えている。 
またインドでは、物品の一部であっても、個別に製造して販売でき、その意

匠の登録を、物品全体の意匠の登録とは別に出願できる場合、その一部には登

録可能性がある。 
 

【ブラジル】 
出願人からこの種の質問を受けることは、通常はない。 

 
【トルコ】 

トルコには該当しない。 
 
 

質問 3 意匠の特定及び認定の考え方について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

貴国が、方式審査のみを行って登録する制度、実体審査まで行って登録する

制度、あるいは一部の出願に対して実体審査を行って登録する制度、のいず

れの制度を採用しているかは別として、以下の質問にご回答ください。 
 

質問 3-１ 出願された意匠の方式審査において、意匠の認定をどの程度まで

行っていますか。以下に程度を例示しますが、具体的にお教えく

ださい。 
 

・提出された図面あるいは写真の枚数、サイズなど規定された

形式的要件を満たしているかのみを判断し、具体的な意匠の

認定は行わない。 
・形式的な要件に加え、意匠にかかる物品を考慮し、提出され

た図面あるいは写真等を精査して意匠を認定し、規定通りに

意匠が開示されているかを判断する。 
・意匠を認定した結果、意匠の実体的登録要件を満たしていな

いと判断された場合（明らかに新規性がない場合等）は、実

体審査まで踏み込んで行う。 
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質問 3-１の回答 
【中国】 

形式的な要件に加え、意匠にかかる物品を考慮し、提出された図面あるいは

写真等を精査して意匠を認定し、規定通りに意匠が開示されているかを判断す

る。 
 
【アメリカ合衆国】 

出願でクレームした意匠に関する方式審査の過程では、「find the design」
は行っていない（「find the design」は、探して見つけるという意味に解釈）。

出願がされると初期審査室（OIPE）が出願を審査するが、それは図面や簡潔

な明細書が添付されているかどうかを見るためのものものであって、方式の詳

細な審査を行うものではない。 
特許審査官が、出願方式の詳細な審査と、新規性や非自明性の実体審査を行

う。審査官は各図面の整合がとれているか、また図面は明確に意匠表現してい

るかを審査する。もし当初出願された図面で特徴がサポートされていなければ、

審査官はそれらの特徴を破線で表現をするように要求するかもしれない。 
 

【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 
意匠の表現に関する方式及び当該意匠が公序良俗に反しないかどうかの審

査に加え、すべての図が同一の意匠に関するものかどうかを審査する。 
 
【韓国】 

韓国の方式審査は出願書の書誌事項、手数料納付などの形式的な事項に対し

てのみ審査を行い、デザインについての審査は行わない。 
 
【インド】 

インドでは、方式審査と実体審査を、1 名の審査官が同時に行う。方式審査

は、2002 年意匠法、2001 年意匠規則、及び意匠運用手順マニュアルの審査ガ

イドラインの規定に基づいて実施する。 
 
方式審査では、以下のことを判断する。 

a. 出願は所定の様式になっているか。 
b. 所定の手数料が納付されているか。 
c. 出願人の氏名、住所、国籍が記載されているか 
d. 仕事上の住所が、出願書式に記載されているか。 
e. 所有権の宣言が、出願書式に記載されているか 
f. 表示用紙は、規則 14 に定める方式になっているか。 
g. 委任状は（必要な場合）提出されているか。 
h. 相互主義出願の場合は、 
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I. 出願が所定期間内に提出されているか。 
II. 出願時に優先権書類は提出されているか。提出されていない場合は、

3 カ月の延長期間内に、所定の書式と手数料とともに提出されたか。 
 

実体審査では、対象の意匠について次のことを判断する。 
a. 意匠法に定める意匠か。 
b. 新規性又は創作性があるか。 
c. 公序良俗に反しないか。 
d. 我が国の安全保障にとって有害でないか。 

 
【ブラジル】 

実際のところブラジルでは、出願人又は第三者から請求されない限り、実体

審査（我が国では merit examination という）は行われない。 
 
【トルコ】 

出願された意匠の方式審査では、提出された図面あるいは写真の枚数、サイ

ズ、提出された出願書式、銀行の領収証など、規定された形式的要件を満たし

ているかのみを判断し、具体的な意匠の認定は行わない。 
第 26 条によれば、意匠登録出願は、次のものと一緒に提出する必要がある。 

a) 意匠規則に規定された、出願人の特定情報を含む、願書、様式及び内容 
b) 図面、図案、書画、写真又は同様の意匠の表示であって、具体的な特徴の

すべてを反映した複製のために適切なもの 
出願は、意匠の説明書及び意匠が一体化される若しくは使用される物品の一

覧を含むものとする。 
 
 

 
 
 
 
 
質問 3-2 の回答 
【中国】 

方式審査官のみ 
 

上記回答に対して更に次の確認質問をして回答を得た。 
 

質問 3-2 質問 3-1 における方式審査はだれが行っていますか。方式審査官、

事務スタッフ又は、それ以外の担当者（実体審査官も含む）です

か。具体的にお教えください。 
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質問 3-2 の回答に対する確認質問 
具体的には、外観設計審査部の審査官ですか。現在の人員数は何人ぐ

らいですか。 

 
上記質問の回答 

約 210 名 
 
【アメリカ合衆国】 

特許審査官 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

1 名の意匠審査官が、出願の受理から公開まで審査を担当する。 
 
【韓国】 

特許庁出願課の方式担当主務官 
 
【インド】 

インドでは、1 名の審査官が方式審査と実体審査を同時に行う。 
 
【ブラジル】 

方式審査は、意匠部へ送られる前に、方式審査スタッフが行う。方式審査は

書類の有効性、必要な書類がすべてそろっているかのみを審査する。続いて、

意匠部において、例えば、各数値が特許庁の定めた基準内におさまっているか

どうかなどが審査される。 
 
【トルコ】 

Question 3-1 で述べた方式審査は、方式審査官が行うが、方式審査官は、特

許庁の職員として意匠部門に所属する、専門家又は技術者である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

質問 3-3 登録された意匠に対して、その意匠が権利範囲を特定できないな

ど不明確であるという理由で権利を無効化する制度としてどの

ようなものがありますか。以下に制度を例示しますが、具体的に

お教えください。 
・知的財産担当官庁に対する審査請求 
・知的財産担当官庁に対する無効審判の請求 
・裁判所に対する提訴 
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質問 3-3 の回答 
【中国】 

知的財産担当官庁に対する無効審判の請求制度がある。 
 

上記回答に対して更に次の確認質問をして回答を得た。 
 
質問 3-3 の回答に対する確認質問 

具体的には復審委員会における評価書のことですか。 

 
上記質問の回答 

登録意匠に関して、復審委員会に無効化を請求することができ、復

審委員会は審査の後、意匠権を無効にすべきか否かの決定を行う。審

査中、委員会は無効化請求を特許権者へ転送し、意見書を提出する機

会を与えるとともに、決定の前に、当事者がさらなる陳述を行うため

の口頭審理を実施することもある。 
評価書については、特許権者または利害関係者から請求があった場合

に、意匠審査部門が作成する。 
 
【アメリカ合衆国】 

現時点ではない。将来的には、権利付与後レビュー制度により、2013 年 3
月 16 日以降の有効な出願日を有する意匠の無効化が可能になる。 

 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

意匠理事会規則（CDR）第 25 条(1)(a)の規定（意匠が第 3 条(a)による定義

に適合していない共同体意匠は、無効を宣言できる）に従い、欧州共同体商標

意匠庁（OHIM）に無効の請求を行うことができる。これには、共同体意匠の

図の表示が製品と矛盾する場合や、グラフィック表示が単に自然の表現（風景、

果物、動物など）のみで構成されている場合などがある。 
 
【韓国】 

審査登録件は無効審判、無審査登録件は異議申立（公告日より 3 月以内）又

は無効審判 
 
【インド】 

インドには、審査を開始するために、庁に対して請求を提出できるようにす

る規定はない。意匠出願の審査は、2000 年意匠法及び 2001 年意匠規則の規定

に基づいて、庁が独自に行う。 
利害関係人が、意匠の登録後に次に掲げる理由により、意匠法第 19 条に基

づいて無効化を長官に請求する制度がある。 
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登録意匠の取消申請は、以下の何れかの理由によって提出できる。 
i. 当該意匠が先にインドで登録されている。 
ii. 当該意匠が登録日前にインド又は何れかの外国で公開されている。 
iii. 当該意匠が新規性又は創作性のある意匠ではない。 
iv. 当該意匠が本法によれば登録可能ではない。 
v. 当該意匠が第 2 条(d)で定義した意匠ではない。 

侵害訴訟では、被告は意匠法第 19 条に定める上述の理由に対して抗弁する

ことができ、訴訟は高等裁判所へ上訴される。このような手続において、意匠

は第 19 条に定める理由によって無効化することができる。 
 
【ブラジル】 
 回答なし 

 
【トルコ】 

我が国では、登録意匠権を無効化するには、裁判所への提訴を行う。訴訟で

は、問題を解決するために、登録意匠を無効にするか、あるいは現在の意匠の

代わりに新たな意匠を提出するかを、裁判所が判断する。 
 
 

 
 
 
 
 
質問 3-4 の回答 
【中国】 

ある。意匠特許の図面又は写真の内容に瑕疵があり、それによって意匠の保

護対象が不明確な場合は、専利法第 27.2 条に基づき、特許保護が受けられな

い可能性がある。 
 

上記回答に対して更に次の確認質問をして回答を得た。 
 
質問 3-3 の回答に対する確認質問 

権利化されたものの、復審若しくは裁判で意匠が不明確として権利

無効となったケースはありますか。あれば例示をください（ヘアド

ライヤーの事例（2007 高行終審第 169 号）以外にあればご報告下

さい）。 
 

上記質問の回答 

質問 3-4 意匠の表現の明確性が争点となった判例はありますか。あればど

のよう意匠の表現が不明確とされたか判決の要旨をお教えくだ

さい。 
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無効審決第 5097 号（添付を参照）3では、底面図と上面図が完全に一

致せず、正面図と右側面図が完全に一致しないため、意匠の保護対象が

不明確とされた。すなわち、すべての図に基づいて、特定の意匠を確認

できないことから、つまり、意匠の保護対象が不明確とされたものであ

る。 
 
【アメリカ合衆国】 

Philco Corporation V. Admiral Corporation, 131 USPQ 413 (DC Del 1961) 
この下級審裁判では、複数の特許が無効とされ、1 件は開示不十分によるも

のであった。 
意匠 No.183,692 は、当該意匠に不可欠と考えられる背面図が開示されてな

いという理由で無効とされた。判決では次のように述べている。 
「この意匠の作成において、背面の形態を使用することが必要であるだけでな

く、背面がどのような形態を取るかによって、外観そのものが左右される。」 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

事件 T-68/10（2011 年 6 月 14 日）は、EU 第一審裁判所が意匠表現の要件

を扱ったもので、2003 年 12 月 9 日の OHIM 長官による決定 EX-03-9 によっ

て採択された共同体意匠審査ガイドラインの第 11.4 項「意匠表現の形式」に

言及しており、そこでは、意匠の表現は、保護を求める特徴に限定すべきであ

ると規定している。ただし、表現には、保護を求める意匠の特徴を識別するの

に役立つその他の要素を含むこともできる。特に、共同体意匠の登録出願にお

いては、保護を求めない要素を示す破線からなる識別方法は認められる。した

がって、破線はその意匠の一部でない要素を識別するものである。第一審裁判

所は、前記ガイドラインに基づき、意匠において破線で識別された部分が、当

該共同体意匠によって保護される要素の一部を構成しないことが、意匠表現か

ら明らかであると判断した。 
 
【韓国】 

検索されない。 
 
【インド】 

意匠表示の明確性のような事項は、庁における意匠出願審査の時点で対処さ

れ、それよりも先の段階へ送られることはないため、そのような判例はない。 
 
【ブラジル】 

意匠の明確性が裁判の争点になったことはないと認識している。 
 
                                                   
3 本部の末尾に「６．中国無効審判事例紹介」として審決の内容を記載した。  
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【トルコ】 
意匠の表現の明確性が争点になった判例は、我々の知る限りではない。 

 
 
質問 4 補正の考え方について 
 
 
 
 

 
 

質問 4-1 の回答 
【中国】 

可能。意匠出願の補正は認められる。補正は審査官の要求により、又は出

願人が自発的に行うことができる。 
SIPO から通知を受けた場合、出願人は、指定された期限（通常は 2 カ月）

内に、審査官が指摘した瑕疵を補正することができる（専利法実施細則第 44
条）。 

図面／写真又は意匠の説明に対する自発的な補正は、出願日から 2 カ月以内

に行うことができる（専利法実施細則第 51.1 条）。 
すべての補正は、最初の図面や写真による開示の範囲を超えてはならない

（専利法第 33 条）。 
 

上記回答に対して更に次の確認質問をして回答を得た。 
 
質問 4-1 の回答に対する確認質問 

開示の範囲を超えているか否かを判断するのは誰ですか（Q4-3 回

答によると、おそらく方式審査官と思われますが正しいでしょう

か） 
2 ヶ月を超えて補正したらどうなりますか。手続却下でしょうか。 

 
上記質問の回答 

1. その通りであり、判断を行うのは、方式審査官（preliminary 
examiner）である。 
2. 正式な修正の通知が出されたら、出願人は、これに関する修正書又

は陳述書を、指定された期間内（通常は、通知を受け取ってから 2 カ

月後）に提出する必要がある。この期限に間に合わなければ、出願は

取り下げられたものと見なされる。 

質問 4-1 意匠出願の補正は可能ですか。可能であれば時期的、内容的にどの

ような制限がありますか。法令、審査基準、審査ガイドライン等の

規定以外に実務上、特筆すべき点があればお教えください。また、

自発的な補正は認められますか。 
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出願人が、出願日から 2 カ月を過ぎてから自発的な補正を提出した場

合、審査官は受理を拒否することができるが、絶対的なものではない。

対応する投影の関係が正しくない場合に、このような補正を行った場

合、通常であれば受理されると考えられる 4。 
 
【アメリカ合衆国】 

最初のオフィスアクションの前であれば、自発的な補正が認められる。通常、

補正が認められるのは、最後のオフィスアクションまでであり、この時点では

補正は、出願を許可される状態にするものや、審判のために体裁を整えるもの

に限定される。 
補正は、新たな事項が追加されない限り認められる。新たな事項とは、最初

の図面や明細書に裏付けがない対象物である。 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

審査官の請求があった場合、指定された期限内に、出願における不備との関

連に限り、意匠の表現を補正することが認められる。不備によって出願日が決

められない場合は、補正された図が受理された日が出願日になる。不備が出願

日に影響しない場合、図の補正は、例えば、最初の図からの記号や文字の削除

など、最初の図に基づいたものでなければならない。 
 
【韓国】 

デザイン保護法第 18 条により可能であり、出願の要旨を変更しない範囲内

において、デザイン登録決定又はデザイン登録拒絶決定の通知書が送達される

前までであれば行うことができる。自発補正も認められる。 
 

【インド】 
意匠出願の補正は通常、審査プロセスにおいて、審査レポートにおける審査

官／長官の要求／拒絶理由に対処するために行われるか、又は自発的に行われ

る。 
審査官の要求に対処するための補正は、審査官が挙げた拒絶理由に対する補

正に限られ、審査官が定めた時間内に、その拒絶理由に対処する。通常は、審

査官／長官の要求に対処するため追加の図が提出されるが、出願人が独自に追

加の図を提出することは認められない。 
自発的な補正に関しては、インドの意匠法は曖昧である。2001 年意匠規則

の規則 46 によれば、所定の手数料を添えて提出された補正の申請は、何人の

権利も害することなく、かつ審査官／長官が指令する条件に従い、審査官／長

官の裁量によって認められる。しかし、規則 46 については、同規則で認めら

れる補正の範囲を定める、権威ある解釈や判例法はなく、さらに、そうした補

                                                   
4 下線は回答者により記入されたものである。  



233 
 

正は、意匠登録の前と後の両方において行えるかどうかについても明確ではな

い。 
しかし、理論的には、自発的な補正は、何人の権利も害することなく、かつ

審査官／長官が適切と考える条件に従い、審査官／長官の独自裁量によって認

められると考えられる。出願人は、自発的に図を追加することはできない。審

査官／長官は、出願時点で提出されていない追加の図を、出願人が自発的に提

出することを認めない。追加の図は通常、審査官／長官の要求を満たすために

提出される。ただし、実際には、自発的な補正が代理人によってなされたとい

う事例には、一度も遭遇したことがない。 
 
【ブラジル】 

実際には意匠出願の補正は認められないが、明らかな欠落やスペルミスなど

の間違いを正すため、修正したページや図面／写真を提出できる場合もある。

補正は、審査官が表明した場合に可能となる。 
 
【トルコ】 

意匠出願を補正することは可能。補正を請求できるのは、次の場合である。 
 ・不足や不明瞭な箇所があるという理由で、庁が出願人に対して請求する場

合。 
 ・出願人が自発的に補正を行う場合。自発的な補正を提出できるのは、公開

までである。 
庁が出願人に対して補正を通知した場合、この通知には、要件を充足させる

期限が設けられるが、出願内容の変更によって出願日が変更されることはない。 
出願人の自発的な補正の場合は、庁の判断によって、出願日が補正提出日に変

更される場合がある。 
 
 
 
 
 
 
 
質問 4-2 の回答 
【中国】 

補正を行うには、出願人は、署名又は捺印した修正（rectification）、及び補

正する書類の差替えを提出しなければならない。 
 

上記回答に対して更に次の確認質問をして回答を得た。 
 

質問 4-2 補正の内容として提出が認められているものにはどのようなもの

がありますか。法令、審査基準、審査ガイドライン等の規定以外

に実務上、提出が認められるものがあれば教えください。 
 



234 
 

質問 4-2 の回答に対する確認質問 
これについてのガイドラインはありますか。あればお教えください。 

上記質問の回答 
特許審査ガイドラインの第 I 部第 3 章 3.4 の規定によれば、出願の

修正／訂正を行う場合、出願人は修正申請書と、対応する差替え頁を

提出する必要がある。 
また第 V 部第 1 章 8 の規定によれば、特許庁へ提出する書類には、

署名又は捺印が必要である。 
さらに、専利法実施細則第 52 条は、「意匠特許出願の図面又は写真

の補正は、規定に基づいて差し替え頁を提出しなければならない」と

規定している。 
  
【アメリカ合衆国】 

補正には一般に、差し替えの図面、明細書を補正する記述、出願人による意

見又は申立が含まれる。 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

意匠の表現に対する補正は、規則及び審査ガイドラインで規定されているも

の以外は認められない。 
 
【韓国】 

デザイン保護法第 17 条の手続の補正(①未成年者・準禁治産者・禁治産者は

法定代理人によらなければ、デザイン登録に関する出願・請求、その他の手続

をすることができない。②この法律又はこの法律に基づく命令で定める方式に

違反した場合。③納付すべき手数料を納付しない場合。)及び同法第 18 条の出

願の補正(①図面・図面の記載事項及び写真あるいは見本、②単独・類似デザ

インの変更、③審査・無審査出願の変更) 
 
【インド】 

インドでは、補正の範囲は非常に限定されている。補正は一般に、審査官／

長官の要求又は拒絶理由に対処するために行うものである。自発的な補正につ

いては、そうした補正の範囲が明確ではない。通常は、審査官／長官の要求を

満たすために、追加の図が提出される。 
 
【ブラジル】 

質問 4-1 のような補正が認められる。 
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【トルコ】 
庁が出願人に対して補正を通知した場合、出願人は、「不備修正書」を使用

して補正を提出する。新たな書類も、この修正書に添える。 
出願人の自発的な補正の場合は、通常の願書又は「不備修正書」を使用して、

新たな書類があれば、それらも一緒に提出する。 
 
 
 
 
 

 
 
 
質問 4-3 の回答 
【中国】 

認められない補正については、審査官がオフィスアクションによって、補正

が第 33 条の規定に適合していないことを出願人へ通知する。出願人による意

見又は修正の提出後、補正が依然として規定に適合していない場合、審査官は、

専利法第 33 条及び専利法実施細則第 44.2 条に従って、拒絶の決定を行うこと

ができる。意匠出願が却下される場合はある。2 カ月後に行われた補正につい

ては、最初の出願書類に存在する瑕疵が、補正書類において解決されており、

特許付与される見込みがある場合は、補正された書類を受理されると考えられ

る。 
上記回答に対して更に次の確認質問をして回答を得た。 
 
 

 
質問 4-3 の回答に対する確認質問 
①拒絶の決定と出願却下の違いは何でしょうか。 
②拒絶後、及び出願却下後の救済措置はありますか（査定不服審判、

出願却下についての審判／行政不服審判など）。 
③補正却下による審査の継続という考え方はないのでしょうか（※ア

ンケート回答では、補正却下という回答がありました）。 
④提出期限を規定していながら、書類の内容によっては受理するとい

うのは、運用レベルでの対応でしょうか。 
⑤日本では、H10 年法改正において、図の瑕疵が軽微な場合、当該

物品の業界に属している者が通常、単なる間違いと分かる範囲の

ものであれば、補正させることなく登録しています（そのような

運用をとっています）。これに対し、中国ではどのように判断して

いるでしょうか。 

質問 4-3 補正指令によってなされた補正、あるいは自発的になされた補正

が認められなかった場合は、どのような扱いになりますか。意匠

出願が却下される場合はありますか。あるいは、瑕疵が軽微であ

れば補正が認められ登録され得る場合もありますか。 
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上記質問の回答 
①この場合、両者に違いはない。 
②出願拒絶後の救済措置はある。出願人は、拒絶決定を受け取ってか

ら 3 カ月以内であれば、復審委員会に対して再審査請求を提出でき

る。 
③あるが、出願人が審査官を納得させることが必要条件である。審査

官を納得させることができず、かつ補正をしないと主張すれば、審

査官は再度、修正の通知を行う。同一の瑕疵に関して通知が 2 回出

され、出願人が補正を行わない場合、出願は拒絶される。 
④その通りである。出願書類の補正は、専利法第 33 条を遵守する必

要がある。すなわち、意匠特許出願の補正は、最初の図面や写真に

よる開示の範囲を超えてはならないということである。 
⑤中国では、ある図の投影の関係が、他の図に対応していないことを

審査官が見つけた場合は通常、修正の通知を送付して、出願人に対

して補正を促す。しかし、審査官がこの不備に気付かなかった場合、

出願はそのまま認められる。出願が認められた後に、他者が専利法

第 27.2 条（図が、意匠を鮮明に表示していない）に基づいて無効

を請求し、復審委員会が軽微な瑕疵と判断すれば、無効の理由は認

められない。つまり、受理された意匠に軽微な瑕疵があるだけでは、

必ずしも無効にはならない。 
 
【アメリカ合衆国】 

前回のオフィスアクションによる拒絶理由が、補正によってすべて克服され

ていない場合、USPTO はオフィスアクションによってクレームを拒絶する。

補正によってすべての拒絶理由が克服されない場合、出願人は、さらなる補正

によって継続出願を行うか、拒絶に対して審判請求する必要がある。 
瑕疵が軽微な場合は、審査官が、出願を許可される状態にする補正を行うた

め、出願人に連絡して許可を求める。 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

意匠の補正が審査官の請求に対応していない場合、意匠出願は拒絶される。 
意匠の補正（些細なものも含む）を出願人が求め、認められない場合でも、そ

の後の審査や登録のプロセスには影響しない。 
 
【韓国】 

デザイン保護法第 18 条の 2 により、補正が出願の要旨を変更する場合は、

その補正を却下する。デザイン登録出願人は補正却下に対して、その拒絶謄本

が送達された日より 30 日以内に不服審判を請求することができる。 
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【インド】 
知財庁が、わずかな補正によって出願を認めるかどうかは、審査官／長官の

裁量にかかっている。ただし、意匠出願が却下される前には、拒絶理由が通知

されるか、オフィスアクションの通知日から 3 カ月以内に出願人／代理人が口

頭審理を申請した場合は、口頭審理の日程が決められる。拒絶理由に対する返

答／口頭審理は、出願人／代理人にとって自身の見解を述べたり、審査官／長

官が補正された出願を受理しない場合に、その要求を満たすためのさらなる補

正を行う機会となる。 
 
【ブラジル】 

回答なし 
 
【トルコ】 

補正指令によってなされた補正、あるいは自発的になされた補正が認められ

なかった場合、庁は、前回よりも短い期限で、不備に関する通知を再度送る。

その後も、通知が繰り返されるたび、期限は短くなっていく。 
庁が補正を拒絶した場合に、意匠出願を却下される可能性はない。特許庁は、

拒絶のたびに、完全な出願を提供するよう、新たな通知を送付する。些細な不

備のみの場合、庁は補正を受理し、補正された出願を登録する場合もある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
質問 4-4 の回答 
【中国】 

ある。知的財産担当官庁が意匠の表現に関しての補正を促す通知をする場合

は多いが、ここでは、例として以下の 2 つのケースを挙げるにとどめる。立体

意匠に関し、意匠の本質的な特徴に 6 面が含まれる場合は、6 面の正投影図を

提出しなければならない。意匠の本質的な特徴が、1 面又はいくつかの面のみ

の場合、少なくとも、その面の正投影図及び空間図を提出し、図を省略した理

由を簡潔に示さなければならない。上述の図が不十分な場合、知的財産担当官

庁は補正を促す通知を行う。また、投影の関係が間違っている場合、例えば、

投影の関係が正確な投影の規則に従っていない場合、図どうしの対応する投影

の関係がない場合、図が逆さまの場合など、図面や写真による意匠の説明に複

質問 4-4 形式的には要件を満たしているが、意匠を認定しやすくするために

又は意匠をより明確にするために、知的財産担当官庁から意匠の表

現に関しての補正を促す通知をする場合はありますか。また、それ

はどのような内容の通知ですか。具体的にお教えください。 
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数の可能性があるときも、知的財産担当官庁は補正を促す通知を行うことがで

きる。 
 
【アメリカ合衆国】 

オフィスアクションには、図面／明細書の修正に関する審査官の明確な提案

が含まれる場合もある。例えば、ある特徴が不明確であるとして、破線で示す

よう提案することも考えられる。 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

出願をファックスで受理した場合は、1 カ月以内に意匠のオリジナルが（郵

送などで）送付されれば、オリジナルを使用することが出願人に通知される。

出願日には影響しない。 
 
【韓国】 

工業上利用可能なデザイン(工業的生産方法により同一の物品を量産できる

デザイン)ではない場合は、意見提出通知書を通じて補正を要求する。 
 
【インド】 

インドでは、方式審査と実体審査は同時に行われる。方式要件に基づく拒絶

理由はなくても、2000 年意匠法及び 2001 年意匠規則で認められない「意匠の

一部」をクレームしているとして、審査官／長官が、出願人／代理人に対して

表示を補正するよう求めることがよくある。このような場合、審査官は、点線

や破線を削除して、意匠を明確にさせるよう要求する。 
 
【ブラジル】 

ある。審査官がオフィスアクションによって、明細書又は図面について何ら

かの修正を要求することはあり得る。 
 
【トルコ】 

意匠を認定しやすくするためというより、出願をより明確で理解しやすいも

のにするという目的で、追加的な図を要求する。そのため、意匠に関するさま

ざまな観点のさまざまな図が要求される可能性がある。まれなケースだが、不

明点を理解するため、出願人に対して、対象の意匠を付した物品そのものの提

出が求められることもある。 
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質問 4-5 の回答 
【中国】 

出願人は、本人が希望する形で補正を行うことが認められるが、補正は、最

初の図面／写真における開示の範囲を超えてはならない。 
 

上記回答に対して更に次の確認質問をして回答を得た。 
 
質問 4-5 の回答に対する確認質問 
補正をする場合、例えば、使用状態図を参考として提出することや、

断面図や展開図を追加することは、最初の開示の範囲を超えること

になりますか。意匠の開示の範囲を変えずにこれらの図を追加する

ことは可能でしょうか。 

 
上記質問の回答 

当方の経験では、それらの図は意匠の開示の範囲を変更することなく

追加できるが、原則は、それらの図が、最初の図面／写真における開示

の範囲を超えてはならないということである。 
 
【アメリカ合衆国】 

審査官が提案した補正は必須というわけではなく、これに従わず、異なる形

で図面／明細書を補正することも可能である。 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

郵便、宅配便、直接送達などで提出される意匠表現は、ファックスで提出し

た意匠表現と厳密に一致しなければならない。 
 
【韓国】 

担当審査官の指示に反し、補正が出願の要旨を変更する場合はその補正は却

下される。 
 
【インド】 

出願人／代理人は、審査官／長官の指示通りに補正をする必要がある。出願

人／代理人が、審査官／長官の求めた範囲を超える補正を行った場合、受理す

質問 4-5 質問 4-4 における通知がなされた場合、出願人が応答する補正は知

的財産担当官庁の指示通りにしなければ認められませんか。それと

も補正の自由度が認められ、補正内容が出願人に委ねられる場合は

ありますか。具体的にお教えください。 
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るかどうかは、審査官／長官の裁量になる。通常は、そうした補正は受理され

ない。 
 
【ブラジル】 

出願人が、審査官の要求とやや異なる形での修正を主張できるのは当然だが、

審査官の善意を期待する必要がある。通常は、特許庁の指示どおりにするのが

望ましい。 
【トルコ】 

出願人は、指示通りに応答しなければならず、さもないと、出願を取り下げ

たとみなされる。この種の指示に応答する際には、自由度はない。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
質問 4-6 の回答 
【中国】 

規則 42 に基づき、意匠出願を分割して新たな意匠出願とすることは認めら

れる。分割出願は、特許庁が原出願に対して交付した特許権付与通知を受け取

った日から 2 カ月以内に提出しなければならない。例えば、原出願が製品全体

の意匠の保護を意図していて、製品全体の図のみを提出している場合は、その

製品の一部のみを、分割出願の対象として取り出すことはできない。しかし、

原出願書類に、製品の一部に関する図が含まれており（分割できない、あるい

は単独で販売／使用できない構成部分を除く）、明らかにその部分を表す図で

ある場合、分割出願を提出することが認められる。 
 

上記回答に対して更に次の確認質問をして回答を得た。  
 

質問 4-6 の回答に対する確認質問 
①分割された原出願はどのようになりますでしょうか。 
②製品全体の図のみを提出している場合、パーツごとの図が当初か

ら提出されていれば許容されるということでしょうか。 
 

上記質問の回答 

質問 4-6 意匠出願を分割して新たな意匠出願とすることは可能ですか。

このような分割出願が可能であれば、時期的、内容的にどのよう

な制限がありますか。法令、審査基準、審査ガイドライン等の規

定以外に実務上、特筆すべき点があればお教えください。例えば、

全体意匠の一部分を分割して新たな部分あるいは部品の意匠出

願とすることは認められるでしょうか。 
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①分割後の原出願を引き続き審査する。 
②その理解でよい。パーツごとの図が出願日に提出されている場合は、

そのパーツごとの図に関して、分割出願を行うことができる。 
 
【アメリカ合衆国】 

分割／継続出願を行うことは可能。分割／継続出願は、特許出願、又は別の

分割／継続出願の係属中（つまり、許可又は放棄の前）に提出しなければなら

ない。分割／継続出願の対象物は、特許出願の中に裏付けがなければならない。 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

意匠の分割は、不備に関して審査官の請求があった場合にのみ可能である。

不備として特に、2 つ以上の意匠が表現されている場合が挙げられる。出願提

出後に、出願人の請求によって、意匠の一部を抜き出し、別の意匠として同一

の出願に含めることはできない。 
 
【韓国】 

デザイン保護法第 19 条により、2 以上のデザインを 1 デザイン登録出願し

た者及び複数デザイン登録出願した者は、デザイン登録決定又はデザイン登録

拒絶決定の通知書が送達されるまでに分割出願することができる。ただし、全

体意匠の一部分を分割して新たな部分あるいは部品の意匠出願とすることは

認められないと解釈される。 
 
【インド】 

インドでは、分割出願は認められない。 
 
【ブラジル】 
意匠出願が第 104 条の必要条件を満たしていない場合は、出願人に通知して、

当該通知から 60 日以内に出願を分割するよう助言し、さもなければ拒絶処分

となることを伝える。 
7.1.1. 分割出願の提出には以下のものが含まれる。 
(I)様式 1.06 による申立 
(II)該当する場合は、本法の規定に基づく明細書 
(III)該当する場合は、本法の規定に基づくクレーム 
(IV)本法の規定に基づく図面又は写真 
(V)該当する場合は、本法の規定に基づく対象物の使用分野 
(VI)原出願の出願手数料（提出日において有効な料金表に示された金額）納

付の証拠 
 
7.1.2. 分割出願を統合する書類は、本法で定める規則に基づくものとする。

出願が分割されたことは、原出願の番号と出願日によって、「意匠 
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________________、出願日 ___/___/__ の分割出願」のように示し、明細書

及び提出様式のタイトルの次にある欄（新たな様式が定められるまで）に記

載する。 
7.1.3. 原出願の図面、写真、明細書及びクレームは、必要に応じて修正し、

各出願で権利主張する対象物と明確な関係のない事項や矛盾する事項を削

除する。 
7.1.4. 各出願は、その出願に該当する、及びクレームに含まれる対象物及

び／又は変形例を実施する特徴に限定する。 
7.1.5. 分割出願は、原出願の出願日、及び該当する場合は、原出願の優先

権を有するものとする。 
7.1.6. 意匠に関する刊行物では、分割出願について言及する。分割出願は、

手続において原出願と同格とみなし、原出願に添付する書類及び申立に関す

る言及については、INPI が指定する。 
 
【トルコ】 

分割出願は、庁が出願人に対して出願を分割するよう要求した場合のみ、可

能である。出願が、意匠法第 28 条の要件を満たしていない場合、その出願の

分割が可能になる。 
第 28 条によれば、複数の意匠の出願を組み合わせて、1 件の出願にするこ

とができる。ただし、この可能性は、装飾の場合を除き、意匠が一体化され若

しくは使用される物品がすべて同一の副分類又は同一の組物若しくは構成物

品に属することを条件とする。また、組み立てや分解によって部品を交換可能、

又は再生可能な複合物品（例えば、ペンとそのカバー）は、一件の出願として

提出することができる。 
 
 
 
 
 
 

 
 

質問 4-7 の回答 
【中国】 

意匠の表現の要件が満たされて、意匠の認定ができなければならない。 
第 27 条、第 28 条の規定によれば、意匠特許の出願は、特許出願書、当該

意匠の図面又は写真、及び当該意匠の簡単な説明を提出し、国務院が出願を受

領した日を出願日とする。つまり、出願人がこれらの書類を提出した時点で、

出願日は決められる。 

質問 4-7 出願日が認定されるためには、具体的に意匠の表現の要件が満た

されて意匠の認定ができなければなりませんか。それとも意匠の認

定は行われることなく形式的な要件（図面あるいは写真の枚数、サ

イズなど）が満たされていれば出願日が認定されますか。 
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しかし、出願後の補正による追加的な手順や手数料の発生、あるいは最初の

図面や写真による開示の範囲を超えることを防止するため、意匠の図面又は写

真は、意匠の表現の要件を満たして、意匠が認定できなければならない。 
 

上記回答に対して更に次の確認質問をして回答を得た。 
 
質問 4-7 の回答に対する確認質問 
①例えば、出願時に、物品名、若しくは意匠の説明がない場合はどう

なりますか。 
②出願日を認定するための最低限の要件を教えてください。出願人

名、創作者名、物品名、説明、図面、のどれか、若しくはすべてが

揃った時点で出願日が特定されますか。 
③出願当初の意匠の開示の範囲を超えるものは拒絶又は出願却下と

なることから、出願日の認定は、形式的な要件だけではなく意匠の

特定が要件となる、との解釈でよいでしょうか。 
 

上記質問の回答 
①出願は受理されない。 
②出願日の認定は、専利法第 27 条によれば、意匠特許出願を行う場合、

出願書、当該意匠の図面又は写真、及び当該意匠の簡単な説明を提出

しなければならない。さらに、特許審査ガイドライン第 V 部第 3 章で

は、次のような意匠出願の受理要件を規定している。(1) 出願書類に

は、出願書が含まれていること。出願書には、特許出願の種類が明確

にされており、出願人の氏名／肩書き及び住所が記載されていること。

(2) 出願書類には、簡単な説明及び図面又は写真が含まれていること。

(3) 出願書類は中国語でタイプ入力／印字されていること。出願書類

の文面および線は判読可能で、修正箇所がなく、文書の内容が整然と

していて確認できるものであること。これらの要件が満たされて初め

て、意匠出願は受理される。 
③出願日の判断において、上記の形式的な要件が満たされてさえすれば、

意匠出願は受理され、正式な出願受領証が交付され、出願日が確定さ

れる。 
 

【アメリカ合衆国】 
通常、すべての特許性要件が満たされなくても、出願日は認定される。ただ

し、図面が提出されていないというような大きな問題がある場合は、その不備

が是正された（例：図面が提出された）日が、出願日として認定される。 
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【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 
出願日が認定されるための意匠の表現の条件は、無地の背景と十分な質であ

る。これらの条件が満たされれば、その他の方式を審査する前であっても、出

願日は認定できる。 
 
【韓国】 

現行デザイン保護法施行規則第 2 条により、出願書類に重大な瑕疵がある場

合は書類が不受理返送され出願日は認められない。 
 

【インド】 
庁は出願を受理した時点で、出願日と出願のシリアル番号を認定する。通常

は、出願日とシリアル番号は、方式か実体かを問わず、詳細な審査を行うこと

なく割り当てられる。詳細な審査による拒絶理由は、後の段階で提起される。

ただし、表示用紙が、意匠を可視化できないような状態になっている場合、例

えば、表示用紙がファックスで受理された場合などは、出願番号は割り当てら

れない。このような出願は、基本的要件が満たされていないという理由で、手

数料を添えて、郵便又は対面で返却される。 
 
【ブラジル】 

形式的な要件が満たされていれば、出願日は認定される。 
 
【トルコ】 

第 26 条によれば、意匠登録出願は、次のものと一緒に提出する必要がある。 
a) 意匠規則に規定された、出願人の特定情報を含む、願書、様式及び内

容 
b) 図面、図案、書画、写真又は同様の意匠の表示であって、具体的な特

徴のすべてを反映した複製のために適切なもの 
出願は、意匠の説明書及び意匠が一体化される若しくは使用される物品の一

覧を含むものとする。 
上記の形式的な要件が満たされれば、意匠が認定されなくても、出願日が認定

される。満たされていない場合は、満たされるまで出願日は認定されない。 
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質問 4-8 の回答 
【中国】 

出願日認定の要件を満たしていないとして知的財産担当官庁から補正指令

が出されて、出願人が補正応答した結果、出願日の認定の要件を満たした場合

でも、最初に出願した日が出願日になる。 
 

上記回答に対して更に次の確認質問をして回答を得た。 
 

質問 4-8 の回答に対する確認質問 
①ということは、当初に認定要件である項目を満たしていないときで

も、最初に出願した日が出願日ということでしょうか。図面がない

場合でも最初の出願日になるとは考えにくいのですが。 
②Q4-7 の解釈と異なりますが、（補正却下の考えがないことから）要

旨変更であっても拒絶又は出願却下にならないケースが多いとい

うことでしょうか。それとも、この回答については、形式的要件に

ついてのみの回答ということでしょうか。 
 

上記質問の回答 
①Q4-7 の回答を参照。 
②中国では、認定要件が満たされない場合、出願人には補正を行う機会

はなく、認定要件を満たす意匠出願書類を再提出することしかできず、

その再提出日が出願日と見なされる。 
前回の回答の際は、この質問に対する当方の理解が正確でなかった

ことをお詫びしたい。 
出願日と出願番号は、認定要件が満たされた時点で付与することが

できる。その後の図面や写真及び簡潔な説明に対する補正では、出願

日を再決定する必要性は生じない。すなわち、意匠出願においては、

補正日は新たな出願日とは見なされない。 
 
【アメリカ合衆国】 

大きな問題があった場合は、その瑕疵が是正された日が出願日として認定さ

れる。 
 

質問 4-8 質問 4-7 の場合に、出願日認定の要件を満たしていないとして知

的財産担当官庁から補正指令が出されて、出願人が補正応答した

結果、出願日の認定の要件を満たした場合、出願日は最初に出願

をした日ですか、それとも補正書を提出した日ですか。 
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【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 
この場合、要件を満たした補正が受理された日が、出願日になる。 

 
【韓国】 

出願書類が不受理返送されず補正できる場合は出願日が認められる。ただし、

デザイン保護法第 18 条第 6 項により、補正が最初のデザイン登録出願の要旨

を変更するものであってデザイン権の設定登録があった後に認められたとき

は、そのデザイン登録出願はその補正書を提出した時にデザイン登録出願した

ものとみなす。 
 
【インド】 

補正の結果として要求／拒絶理由が満たされた場合、最初の出願日が維持さ

れ、意匠出願日になる。 
 
【ブラジル】 

補正は、質問 4-1 で述べた場合にのみ可能である。 
 
【トルコ】 

図面、図案、書画、写真又は同様の意匠の表示であって、具体的な特徴のす

べてを反映した複製のために適切なものが出願段階で不足していて、後に提出

された場合、その提出又は補正の日が出願日として認定される。 
あるいは、補正が図面や写真の数やサイズに関するものである場合は、最初

の出願日が意匠出願日として認定される。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
質問 4-9 の回答 
【中国】 

回答なし 

質問 4-9 出願日認定の要件として、具体的に意匠の認定を行う知的財産担

当官庁の方は以下の質問にお答えください。それ以外の知的財産

担当官庁の方は質問 5 に進んでください。 
 

質問 4-8 の場合に、提出した補正が意匠の要旨を変更するもので

あった場合、補正はどのように取り扱われますか。却下されます

か、それとも補正応答書を提出した日を出願日とする新たな出願

として取り扱われますか。具体的にお教えください。 
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【アメリカ合衆国】 
回答なし 

 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

質問 4-8 の補正が、意匠の要旨を変更するものである場合でも、受理され、

その日が出願日となる。したがって、補正した表現が、最初の表現と厳密に一

致しなければならないという要件はない。 
 
【韓国】 

補正がデザインの要旨を変更するものであった場合は却下される。 
 
【インド】 

該当しない。 
 
【ブラジル】 

回答なし。 
 
【トルコ】 

該当しない。 
 

質問 5 意匠の単一性の考え方について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

質問 5-１ 一の意匠と認められる、意匠の表現の要件についてお教え下さい。 
例えば、物理的に離れて使用されるものであっても意匠的なまとま

りがあれば一意匠と認める（入れ子状に重ねられる鍋等）、形態＊） が
類似していればセットものは一意匠と認める、一つの図面に物理的

に離れて表現されていても同時に使用されるものは一意匠と認め

る（ペンとキャップ等）、別物品であっても同時に使用されれば認

める（置物と台等）等、具体的にお教えください。また、一意匠と

認めるか否かの判断は方式要件（方式審査で判断される）／実体要

件（実体審査で判断される）のどちらですか。認められない場合は、

官庁側はどのように扱いますか。 
＊）ここで「形態」とは、物品の形状、模様若しくは色彩又は

これらの結合をいいます。以下、同様です。 
 

例）日本では、（１）二位以上の物品の区分を願書の「意匠に係

る物品」の欄に並列して記載した場合、（２）二以上の物品の図面

を表示した場合、（３）部分意匠では、物理的に分離した二以上の

部分が含まれる場合は、拒絶の理由となり、その対応として分割す

ることができます（実体要件）。 
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質問 5-1 の回答 
【中国】 

専利法第 31 条によれば、中国では、同一製品における 2 以上の類似意匠、

あるいは同一種類でかつセットで販売又は使用される製品の 2 以上の意匠は、

1 件の出願として提出することができる。 
「同一種類でかつセットで販売又は使用される」とは、一般的に同時に販売又

は使用され、その意匠の概念が同じであることを意味する。 
提出された意匠が上記の要件（実体要件）を満たせば、1 件の出願として提

出することが認められ、要件を満たさない場合、審査官が出願人に対して分割

出願を提出するか、他の意匠を削除するよう求めることができる。 
 

上記回答に対して更に次の確認質問をして回答を得た。 
 
質問 5-1 の回答に対する確認質問 

具体的に、以下の場合に一の意匠と認められるか、○×で教えて下

さい。 
 例１）鍋とふた  × 
 例２）ナイフとスプーン  ○ 
 例３）テレビとテレビ台  × 
中国では類似する意匠は 10 意匠まで一括で出願できるが、分割さ

れることで 11 以上の意匠になってしまう場合はどのような扱いと

なりますか。願書を別途に作成提出するということでしょうか。こ

の場合の出願日は、原出願の日でしょうか、新たな出願日でしょう

か。 
 

上記質問の回答 
この質問は、出願に含まれる意匠が 10 より多い場合に、審査官が

その出願をどのように扱うかという趣旨であると推察して回答する。 
類似する意匠の出願は、10 意匠まで可能であり、10 を超えた場合

は、審査官がオフィスアクションを発し、出願人に対して、いくつか

の意匠を削除して、意匠の合計が 10 以下に抑えられるように求める。

削除されて意匠については、原出願の出願日で分割出願できる。 
 
【アメリカ合衆国】 

複数の意匠を保護する意匠権には、特許としては互いに異なっていないため

に、単一の進歩性の概念を有する意匠（a single inventive design concept）が

含まれる必要がある。明細書では、複数の実施態様を開示したことを明確にし、

実施態様間の違いを詳述する必要がある。MPEP 1504.05.II.A を参照。 
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複数の意匠が特許として異なると見なされる場合、審査官は減縮を求める。

出願人には、選択しなかった意匠に対して分割出願を行う権利がある。 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

セットものは 1 つの製品を構成すると見なされ、単一の意匠として登録され

る。その製品が一緒に使用又は販売されると考えられることが必要である。表

現に関する要件としては、少なくとも 1 つの図でセット全体を示し、その他の

図でセットの部分のみを示す必要がある。例えば、充電器／基地局を備えた電

話のように、各部分が異なる分類に属している場合もある。複雑な製品につい

ては、1 つの図で組み立てられた完全な形の製品が示されていれば、各部分を

別々に示すことができる。一意匠として出願した複数の製品がセットと見なさ

れない場合、欧州共同体商標意匠庁（OHIM）は出願人に対して、意匠を分割

するよう要求し、これを行わなければ、出願は拒絶される。 
 
【韓国】 

デザイン審査基準第 12 条により、「2 以上の物品を結合して出願された物品」

の 1 物品又は多物品に該当するか否かは、その結合状態からみて各物品の機

能・用途が喪失され新しい一つの機能・用途と認識され得るか否かを基準に判

断する。また、１デザインと認めるか否かの判断は実体要件である。 
 

【インド】 
インドでは、多意匠一出願は認められない。ただし、1 つの出願において、

複数の物品に対する 1 つの意匠をクレームすることは可能である。1 つの意匠

を、同じ区分に属する複数の物品に関して登録することができる。しかし、2
以上の区分に関して、1 つの意匠を登録することはできない。[2000 年意匠法

第 5 条(3)、意匠規則 11(2)、第 3 附則] 
 
【ブラジル】 

意匠登録の出願は、単一の対象物に関するものでなければならないが、用途

が同一であり、主要な識別性の特徴が同一であり、数が 20 以内であることを

条件として、複数の変形例が認められる。 
 
【トルコ】 

意匠規則第 9 条(6)では次のように定めている。「追加的な視覚表現は、異な

る視点から見た意匠の外観であるが、意匠をより正しく認識するため、当該意

匠の全体性を阻害しないことを条件とする。また、意匠の使用における特徴を

反映した図も、追加の視覚表現と見なされる」 
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トルコでは直接的な規則や条項がないため、出願の実施規則を使用する必要

がある。複数の意匠が一意匠と認められるための、意匠の表現について説明す

る。 
例 1（Enclosure 2：ペンとキャップ）：物理的に離れている部分どうしが

連結される場合、連結された外観は一意匠として出願できる（図 1 参照）。

ただし、両者は同一の副分類に属しておらず、追加の図は一体で、分解

されていない必要がある。 
例 2（Enclosure 3：バスルーム・キャビネット）：トルコ特許庁は最近、2

つ以上の離れた部分を有する意匠を認めた。この例の出願には、バスル

ーム・キャビネットを形成する、異なる 3 つの離れた部分を示す画像が

ある。この意匠は一意匠として出願されている。こうした種類の意匠は、

意匠の表示（実用）様式と認識される。すなわちこの意匠は、その使用

又は配置後の位置を示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
例 1（ペンとキャップ）    例 2（バスルーム・キャビネット） 
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質問 5-2 の回答 
【中国】 

回答なし 
 
【アメリカ合衆国】 

複数の画像を一意匠の一部とみなすことは可能である。下記 Section 6-4 参

照。この場合は、明細書において、意匠が変化する順序を説明しなければなら

ない。 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

複数の画像（立体を表現していない）は、ディスプレイ画面に表示される（動

画）アイコンや GUI のように、1 つの意匠に関するものである場合に限り、一

意匠と認めることができる。製品の表記は相応のものにすべきである。各画像

には、共通の特徴がなければならない。 
 
【韓国】 

画像デザインに関する規定は特にないが、画像デザインは部分デザインに関

する規定に従う。また、１意匠と認めるか否かの判断は実体要件である。 
 
【インド】 

これはグレーゾーンである。意匠法の規定では、物品が表示されていない画

像は認められないため、物品が指定されていない画像は認められない。さらに、

物品が指定された画像において、登録が認められる可能性は 50%である。イン

ド意匠法に基づく画像の登録については、前例がない。複数の画像は、意匠の

単一性の理由で、一意匠と見なされない可能性がある（実体審査）。また、複

数の画像が一意匠と認められる図面の表現に関する指針はない。 

質問 5-2 画像が保護される国の知的財産担当官庁の方にご質問します。画

像が保護されない国の知的財産担当官庁の方は本質問には回答せ

ず質問 6 に進んで下さい。 
 

 複数の画像が一意匠と認められる図面の表現にはどのような規

定がありますか。また、一意匠と認めるか否かの判断は方式要件（方

式審査で判断される）／実体要件（実体審査で判断される）のどち

らですか。認められない場合は、官庁側はどのように扱いますか。 
 例）日本では、変化前の画像と変化後の画像が物品の同一機能の

ための画像であり、かつ、変化前の画像と変化後の画像とが形態的

な関連性があると認められれば、これら複数の画像を含んだ状態で

一意匠として認めらます。認められない場合は複数の意匠と判断さ

れ、拒絶の理由になります（実体要件）。 
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【ブラジル】 
回答なし。 

 
【トルコ】 

5-1 の回答を参照。 
 
 
質問 6 権利の効力範囲について 
 
 
 
 
 
 
 
質問 6-1 の回答 
【中国】 

意匠の形態類似に関する定義・概念はない。類似の判断は、一般的な消費者

の知識及び認識能力に基づいて行うべきであり、意匠の比較においては、部分

や詳細ではなく、意匠全体を観察して、総合的な判断を行うべきである。 
判断の際はまず、製品の分類が同一又は類似しているかどうかを判断すべきで

ある。同一又は類似している場合は、それらの製品の 2 つの意匠の比較を行う。

同一でないか類似していない場合は、比較を行う必要はない。製品の分類が同

一又は類似していても、それらの製品の 2 つの意匠が異なる場合は、その相違

が、意匠の全体的な視覚的影響に顕著な影響を及ぼすかどうか、さらなる分析

をする必要がある。顕著な影響があれば、2 つの意匠は類似した意匠ではない。

顕著な影響がなければ（例：相違が、一部におけるわずかな変化のみの場合）、

2 つの意匠は類似した意匠である。 
 
 「特許侵害紛争裁判における法律適用に関するいくつかの問題に対する最高

人民法院の解釈」には以下のような規定がある。 
 

第 8 条：特許付与された意匠と同一又は類似の意匠が、分類が同一又は類

似の製品に使用されている場合、人民法院は、被疑侵害意匠が、専利法第

59.2 条に定める「意匠特許による保護の範囲」に入ると見なすものとす

る。 
 
第 11 条：意匠が同一又は類似のものかどうかは、特許付与された意匠及

び被疑侵害意匠の特徴、さらには両者の全体的な視覚効果を総合的に判断

質問 6-1 意匠権の効力の及ぶ範囲を考える場合に、意匠の形態の類似につ

いて定義・概念はありますか。また、形態類似の概念、例えばデ

ッドコピーに近いものか、あるいはどの程度の変形例（バリエー

ション）までをいうかについて、意匠権の効力の及ぶ範囲との関

係を説示した判例があればお教えください。 
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する。ただし、主として製品の技術的効果によって決まる意匠の特徴や、

全体的な視覚効果に影響を与えない特徴、例えば、材質や内部の構造など

は、考慮に入れないものとする。 
 

次のものは、全体的な視覚効果に大きな影響を与える。 
1. 製品の通常の使用において、容易に直接観察できる部分 
2. 特許付与された意匠を既存の意匠と区別する特徴 

 
被疑侵害意匠と特許付与された意匠との間で、全体的な視覚効果に差がない

場合、人民法院は、両者が同一であると認めるべきである。また、被疑侵害意

匠と特許付与された意匠との間で、全体的な視覚効果に大きな差がない場合、

人民法院は、両者が類似していると認めるべきである。 
 
【アメリカ合衆国】 
「Gorham v. White 81 US 511, 523 (1871)」の裁判における最高裁判決で述べ

られているように、100 年以上前の米国意匠特許の侵害を判断する根本的な基

準は次のようなものである。 
「購買者としての通常の注意を払った、通常の観察者の目から見て、特許意匠

と侵害被疑意匠が実質的に同一であり、被疑意匠を特許意匠のデザインと間違

えて購入するように誤信させるほど類似している場合には、特許意匠は被疑意

匠により侵害されているといえる」 
より最近では、「Egyptian Goddess Inc. v. Swissa Inc., 43 F.3d 665, 88 
USPQ2d 1658, 1667 (Fed. Cir. en banc 2008)」の裁判において CAFC 大法廷

は、「通常の観察者」テストは意匠特許侵害を判断する唯一のテストであり、

既存の先行意匠も考慮に入れなければならないと説明した。したがって、米国

意匠特許の侵害に関するテストは、「先行意匠に明るい通常の観察者が欺かれ

て、被疑製品が特許意匠と同じであると思い込むかどうか」である。Richardson 
v. Stanley Works Inc., 93 USPQ2d 1937, 1941 (Fed. Cir. 2010)を参照。 

 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

共同体意匠の保護範囲には、情報に通じた使用者に対して「異なる全体的印

象を与えない意匠」が含まれる。2 つの意匠を全体的に比較する必要があるが、

これは、比較する意匠のすべての特徴を同じ比重で扱うことを意味しない。各

特徴の相対的な比重は、意匠が含まれる製品がどのように使用されるかによっ

て異なる。製品を使用する際の視認度によって、重要度が低い特徴もあると考

えられる（judgment of 22/06/2010, T-153/08, ‘通信機器’, para. 64-66 and 
72）。さらに、全体的印象の評価においては、対象となる種類の製品にとって、

ありふれた一般的な特徴は重要性が低いのに対し、通常とは異なる特徴は、よ

り大きな役割を果たす（judgment of 18/03/2010, T-9/07, ‘販促チラシの項目
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の表現’, para. 77）。意匠創作者の自由度が制限される、特徴に影響する類似

性は、情報に通じた使用者に与える全体的印象において、わずかな比重しかな

い（judgment of 18/03/2010, T-9/07, ‘販促チラシの項目の表現’, para. 72）。
また、情報に通じた使用者に記憶されると見なされる、意匠の基本的な特徴は、

全体的印象の評価において、より比重が大きくなる（judgment of 16 December 
2010, T-513/09, para. 22）。 

 
【韓国】 

デザイン保護法第 41 条により、デザイン権者は業として登録デザイン又は

これに類似するデザインを実施する権利を独占する。また、デザイン審査基準

第 4 条第 4 項により、デザイン類否判断基準を規定している。 
 
【インド】 

意匠保護の範囲を決定するための指針は、判例によって時間をかけて構築さ

れる。 
侵害意匠と原告の登録意匠との間に、侵害の訴えを認定するのに十分な類似

性があること（Britania Industries Limited v. Sara Lee Bakery 2001 PTC 23 
(Mad.)） 

登録意匠権者の求めにより、同一の物品に関するあらゆる類似性を訴えるこ

とができるわけではなく、不正又は明らかな模倣でなければならない。 
「模倣」は、厳密な複製品（レプリカ）である必要はない（Castrol India v 

Tide Water Oil Co. (1996) PTC 202(Cal) at p. 209）という意味において「複

製」を意味しない。したがって裁判所は特に、出願人による新規性のクレーム

のベースになっている本質的な部分が、侵害意匠の一部を構成するか否かを確

認する必要がある。 
意匠が模倣か否かを判断するテストは、視覚に関するものである。なぜなら、

意匠を付した完成品は視覚に訴え、視覚によってのみ判断されるからである。

不正な模倣や明らかな模倣を判断する境界線は、明確でない場合が多い。 
明らかな模倣とは、元の意匠に酷似しており、2 つの意匠を見た際に、元の

意匠への類似性が一目瞭然であるものをいう（Dunlop Rubber Co. v Golf Ball 
Development [1931] 48 RPC 268 at p. 279 followed in Castrol India v Tide 
Water Oil Co. (1996) PTC 202(Cal) at p. 209）。 

不正な模倣は、明らかである必要はない。不正であること、つまり、他者の

権利を侵害することを承知の上で、誰かを欺く意図で模倣をしたというだけで

十分である。 
不正な模倣とは、故意に登録意匠に基づいた模倣であると考えられ、明らか

な模倣というほど明白ではない。つまり、登録意匠と不正意匠との違いはより

微かであり、いくつかの点で元の意匠と異なっており、それらの点によって、

明らかな模倣とならなくても、2 つの意匠を綿密に精査すれば模倣が認識され
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る場 合 は模 倣 で あ り、 侵 害 と な る（ Dunlop Rubber Co. v Golf Ball 
Development [1931] 48 RPC 268 at p. 279 followed in Castrol India v Tide 
Water Oil Co. (1996) PTC 202(Cal) at p. 209）。 

したがって、模倣が稚拙で、裁判所が深刻視するほど明らかでなくても、不

正な模倣は成立する。 
意匠の同一性を判断するテストの 1 つとして、先に登録された意匠と、後に

登録された意匠との間に、実質的な相違があるかを判断する。この相違は、主

観的、実用的又は美的な考察に基づくものではなく、本質的な特徴における客

観的な相違でなければならない。 
意匠に関する権利について決定する際、裁判所はまず、当該意匠の明細書で

クレームされた意匠の特徴がどのようなものかを判断する必要がある。 
2 つの意匠が同じか否かを判断する際、必ずしも 2 つの意匠はまったく同じ

である必要はない。それぞれの点で同一である必要はない。最も重要な考慮事

項は、形状、輪郭、模様などの大まかな特徴が、同じ又はほぼ同じであるか。

実質的に同じであれば、一方が他方を模倣しているということになる（Alert 
India Ltd. v. Navin Plastic 1997 (17) PTC 15 (del) and Dabur India Ltd. v. 
Amit Jain 2009 (39) PTC 104 (Del DB)） 

意匠の定義は、特徴の同一性は視覚によって決まること、つまり、2 つのも

のを見て、両者の総観的見解を得ることによって決まることを重視している。

特徴の同一性とは、必ずしも 2 つの意匠が、すべての点で同じで、違う点がま

ったくないことを意味するものではない（Falcon Tyres Limited v. TVS 
Srichakara Tyres Ltd., 2008 (3) MIPR 221） 

登録において、新規性の陳述があり、新規であると主張する特徴が明記され

ている場合、その特徴を複製したり、通常の変更によって使用することは盗用

になる。新規性の特徴を含まない意匠は、近似するものであっても、登録意匠

の違反にはならない。 
 
【ブラジル】 

意匠登録は、ブラジル産業財産法第 187 条に基づいて、無許可の複製や、消

費者を混同させるような模造から保護される。この関連で、リオグランデ・ド・

スル州控訴裁判所が、被告の床用ワックスのパッケージが、意匠登録で保護さ

れている原告のものと混同するほど類似しており、消費者を誤認させる恐れが

あるとして、製造及び販売を禁じたという判決がある（No.70031286610）。 
 
【トルコ】 

判例はない。意匠権の効力の及ぶ範囲を判断する際は、意匠法第 11 条及び

第 7 条が適用される。 
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第 11 条－実施当事者に対して第 7 条に則して顕著に類似の総合的印象

を与える意匠はすべて、保護の範囲が決定される場合に検討対象にされ

るものとする。 
保護の範囲を決定する場合は、相違点よりも一般的特徴に重点が置かれ

るものとし、意匠の作成における創作者の自由度も斟酌されるものとす

る。 
 
 第 7 条－意匠が固有の特性を有するとみなされるのは、意匠が実施当

事者に与える総合的印象が、第 2 段落にいう何れかの意匠により当該実

施当事者に与えられる総合的印象に比べ相違が顕著である場合であるも

のとする。 
 

意匠の固有の特性を決定するために、比較目的で使用されるその他の意匠に

ついては、 
(a) 当該意匠が、出願日前に、トルコ又は世界で公開済であるものとす

る。 
(b) 当該意匠が、登録意匠として庁により公告済であるものとし、当該

保護期間が、比較対象である意匠の出願日に満了済でないものとする。 
固有の特性が決定されるに当っては、意匠の一般的特徴に重点が置かれるもの

とし、意匠の作成における意匠創作者の自由度も併せて斟酌されるものとする。 
 
 
 
 
 
 

 
 

質問 6-2 の回答 
【中国】 

権利確認の段階か、あるいは権利行使の段階かに関係なく、まず物品の分類

の同一／類似を判断することで、それらの物品の意匠を比較することができる。 
分類が類似している製品とは、用途が類似した製品のことである。例えば、お

もちゃと小型の装飾品は用途が似ているため、分類が類似した製品である。た

だし、複数の用途がある製品どうしで、同じ用途とそうでないものがある場合、

これらの製品は分類が類似していると見なす。 
「特許侵害紛争裁判における法律適用に関するいくつかの問題に対する最

高人民法院の解釈」の第 9 条では、人民法院は、製品分類の同一／類似につい

て、その用途を考えて判断すべきと規定している。製品の用途を判断する際は、

質問 6-2 物品の同一／類似また、物品の機能及び用途の同一／類似は、意

匠権の及ぶ範囲にどのように考慮されますか具体的に教えくだ

さい。これらの関係について説示した判例があれば教えてくださ

い。 
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国際意匠分類の要約記述書、製品の機能、また製品の販売や実際の用途など、

その他の要因も参照することができる。 
比較は、製品の分類が同一／類似の場合にのみ行う。製品の分類が同一でな

い場合は、仮に意匠がまったく同一であったとしても、権利は行使できない。 
 

上記回答に対して更に次の確認質問をして回答を得た。 
 

質問 6-2 の回答に対する確認質問 
①アンケート回答によれば、分類は官庁が付与するとのことですが、

官庁内の誰が、どのような基準に従って付与していますでしょう

か。分類付与基準はありますか。 
②アンケート回答によれば、同一となる分類内の物品はすべて類似物

品となるとのことですが、分類が権利範囲に大きく影響することか

ら、付与された分類に対し、出願人から意見や修正依頼が出された

り、その機会を設けたりすることはありますか。 
 

上記質問の回答 
①分類は、SIPO 意匠部門の分類課が、ロカルノ分類と SIPO 内部で使

用している審査ガイドラインを基準にして行っている。 
②専利権付与・登録の通知を交付する際、審査官は、その通知に分類情

報を添える。出願人が、分類に関して異なる見解を持っている場合は、

審査官と連絡を取るか、意見を提出することができる。 
 

【アメリカ合衆国】 
物品の類似－Crocs Inc. v. International Trade Commission, 598 F.3d 

1294, 93 USPQ2d 1777, 1783 (Fed. Cir. 2010)では、次のように述べている。 
クレームされた意匠と被疑意匠の違いを、先行意匠に照らして見た場合、架空

の通常の観察者の注意は、先行意匠と異なるクレーム意匠の側面に向けられる

と考えられる。クレーム意匠が先行意匠に類似している場合、被疑意匠とクレ

ーム意匠のわずかな違いは、架空の通常の観察者の目にとってより重要となる。

しかし、通常の観察者がそうした違いを重視するかどうかは、その違いが意匠

に与える全体的な影響によって左右されるものと考えられる。クレーム意匠が、

先行意匠の古い特徴を組み合わせただけのものであっても、全体的外観が被疑

意匠と類似しているように見えることもある。その場合、当裁判所は侵害の認

定を支持する。 
  機能－Oddz On Products v. Just Toys Inc., 122 F3d 1396 , 43 USPQ2d 
1641 , 1647 (Fed. Cir. 1997)において、CAFC は次のように述べている。 
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「意匠に機能的要素と非機能的要素が含まれる場合、クレームの範囲は、当該

特許に示されているように、意匠の非機能的な側面に関するものとして解釈し

なければならない」 
2010 年の Richardson v. Stanley Works, Inc., 597 F3d 1288 , 93 USPQ2d 

1937, 1941 (Fed. Cir. 2010)において CAFC は、地裁が「Richardson の意匠の

機能的な側面を、クレーム構成から適切に除外している」と述べ、また、本件

のように、数多くの機能的要素を含む意匠は、必然的に狭い構成が要求される」

と述べた。 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

意匠の比較において、各特徴におかれる相対的な比重は、意匠が含まれる製

品がどのように使用されるかに応じて異なる（ judgment of 22/06/2010, 
T-153/08, ‘通信機器’, para. 64-66）。また、全体的印象は必然的に、対象の

製品が使用される方法を踏まえて判断される。基本原則は、情報に通じた使用

者の注意は、その製品の本質的な特徴や特有の部分に注がれるということであ

る。この意味において、そうした特徴の視認性も重要で、全体的印象の評価に

大きな影響を及ぼす（judgment of 22/06/2010, T-153/08, ‘通信機器’, para. 
72-74）。 

 
【韓国】 

デザイン審査基準第 4 条第 4 項により、同一又は類似の物品間においてのみ

類否を判断する。また、「同一物品」とは用途及び機能が同一のものをいい、「類

似物品」とは用途が同一で機能が異なるものをいう。 
大法院 1987 年 3 月 24 日付言渡し 86 フ 84 判決によると、「物品の同一性は

物品の用途・機能等に照らし合わせて取引通念上同一種類の物品として認めら

れるか否かによって決定されるべきである。」と判示している。 
 
【インド】 

インド意匠法によれば、意匠は所定の区分に含まれる物品に関して登録でき

る（2000 年インド意匠法第 6 条(1)）。意匠が、特定の 1 つの物品のみを意図

し、実際にその物品のみに使用されていても、保護は、その区分に含まれる物

品全体に及ぶ（第 2 条(c)では、意匠権を「意匠が登録されている区分における

物品に当該意匠を適用する排他的権利」と定義）。登録意匠によって与えられ

る独占権は、意匠が登録されている区分に含まれるすべての物品に及ぶ。すな

わち、ある区分の物品に既に使用されている意匠は、その区分での登録に対す

る新規性や創作性がないと言える。この点について、裁判所及び庁は、以下の

判例を採用している：Stenor v Whitesides [1948] 65 RPC 1 at p. 16 (HL)。
したがって意匠保護の効力は、同じ区分の同一又は類似の物品に使用される意

匠にも及ぶ。ただし、物品の機能や用途は、意匠保護の範囲には影響しない。 
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【ブラジル】 
ブラジル産業財産法では、意匠の登録には、新規性及び産業上の利用可能性

の他に、独創性の要件を満たす必要がある。ブラジルの学者等によれば、独創

性の概念は、意匠は市場に既にあるものと異なるものでなければならないこと

を意味する「識別性」と類似している。それに加え、独創性の要件では、その

意匠によって、技術水準に対する実質的な貢献がなければならないとされてい

る。この意味において、独創性の程度は分野によって異なってくる。例えば、

製品によっては、その機能によって独創性が制限され、そのため、一般的な意

匠とのわずかな相違でも、独創性の要件を十分に満たす場合もある。また、独

創性の評価は、その製品の典型的な消費者を念頭に置いて実施しなければなら

ない。該当する消費者が高度な技能を備えた専門家であれば、既に市場にある

意匠と、新たな意匠の差異を認識できる、専門家の能力に基づいて分析を実施

すべきである。現に、意匠登録 No.DI5501700-2 に関する取消訴訟では、第 2
巡回区の第 2 専門審判廷が取消の判断を下し、その理由として、当該意匠は「既

に通常の形状に適用されている一般的な特徴ではなく、独自の特徴によって消

費者に認識されるための、新たな視覚概念を与えるのに最低限必要な独創性を

欠いている」と述べた。 
 
【トルコ】 

6-1 の回答を参照。 
 
 
 
 
 
 
質問 6-3 の回答 
【中国】 

意匠を含む製品の図を省く場合、通常は、対称図形のため省いた、あるいは

別の図と同一のため省いたというように、省略の理由を示す必要があるが、理

由を示すのが困難な場合は、省いた事実のみを示すこともでき、例えば、大型

装置の底面図がない場合、「底面図は省略」のように示す。図面や写真で表さ

れない物品の部分も、通常の意匠と見なすことができる。 
 

上記回答に対して更に次の確認質問をして回答を得た。 
 

質問 6-3 図面あるいは写真に表されていない箇所は、意匠権の効力の及ぶ

範囲にどのように影響を与えますか。具体的に教えてください。 
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質問 6-3 の回答に対する確認質問 
質問の趣旨ご理解いただけなかったかと思われます。一般的に、図

面等に表れていない箇所についての効力範囲には何らかの制限があ

るものと考えられていますでしょうか。 
説明のない、省略した図の部分は類否判断に影響を与えないのでし

ょうか。それとも、類否判断上、通常考えられる状態の図を想定し

て判断に入ると考えて良いのでしょうか。 

 
上記質問の回答 

意匠特許権の保護範囲は、図面または写真に示された製品の意匠に

よって判断される。類否判断においては、省略された図は、通常考え

られる状態の面を想定して、あるいは意匠を含まない面を想定して考

慮に入れられる。ただし、省略された図が、類否判断に影響するかど

うかは、実際の状況に基づいて判断される。また、中国では、部分意

匠は保護されない。類否判断においては、「全体観察と総合的判断」

が採用され、意匠の一部のみに焦点を当てることはない。 
 
【アメリカ合衆国】 

物品において表されていない箇所が、保護の範囲を限定することはない。ま

た、クレームされていない箇所（例：破線で示されている箇所）が、保護の範

囲を限定することもない。 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

図面や写真で表現されていない部分は、登録意匠による保護の範囲に含まれ

ない。実際、保護されるのは製品の外観であって、製品そのものではない。 
【韓国】 

デザイン審査基準第 3 条第 3 項チ目により、一部の図面を提出せず図面だけ

では物品の全体的な形態が明確に表現されたデザインではなくても、そのよう

な表現不足を経験則により補充してみるとき、当該デザインの要旨が捉えられ

当業者がそのデザインを実施できる程度であれば、表現が具体的なデザインと

みなす。 
 
【インド】 

2000 年意匠法第 2 条(d)では、「意匠とは、形状、輪郭、模様、装飾若しく

は色彩の構成の特徴に限られるものであって．．．」と定義している。図面又は

写真に表されていない箇所は、その形状、輪郭、模様、装飾、色彩の構成など

が見えないため、意匠保護の範囲を決定することができない。インド意匠法で

は、図面や写真に表されていない特徴には効力は及ばない。 
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【ブラジル】 
我が国では、図面で有効に表された部分のみが意匠保護の対象になると理解

されている。 
 
【トルコ】 

図面や写真に表されていないため、保護の範囲には含まれず、したがって、

そうした箇所によって意匠保護の範囲が影響を受けることはない。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

質問 6-4 物品の一部がその機能に基づいて変化する意匠権の場合、意匠権の

効力の及ぶ範囲は変化の過程における形態にも権利の効力が及び

ますか。それも変化する最初の形態及び最後の形態にのみ意匠権の

効力が及びますか。 
物品の一部がその機能に基づいて変化する意匠の具体例を以下に示

します。これは、立体形状の物品（おもちゃ）の形状が変化する例で

す。 
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質問 6-4 の回答 
【中国】 

変化の過程における形態にも権利が及ぶ。 
 
【アメリカ合衆国】 

これは一意匠として出願できる。記載の例を以下に示す。 
図 1 は、形状が変化する車のおもちゃの、新たな意匠に基づく１つめの形態の

正面図であり… 
図 7 は、形状が変化する車のおもちゃの、新たな意匠に基づく 2 つめの形態の

斜視図であり… 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

意匠は、製品の特徴によって、その製品の全体又は一部の外観を保護するも

のである。表現は、写真、コンピュータ描画、手書きの図面などがある。1 つ

の意匠あたり、最大 7 つの図が認められる。すべての図は、同一の製品を同じ

色で示さなければならない。可動又は着脱可能な部分の他の位置は、別の図で

示すことができる。欧州共同体商標意匠庁（OHIM）は出願人が番号を振った

順序通りに図を審査する。すべての図は同じ意匠に関するもの、つまり、同一

の製品又はその部分に関するものでなければならない。 
 
【韓国】 

デザイン審査基準第 4 条第 4 項ヌ目により、動的デザインの静止状態及び動

作中の基本的主体をなす姿態が静的デザインと類似すれば、類似デザインとみ

なす。ただし、動作の内容が特異であれば類似しないデザインとみなす。 
 

【インド】 
2000 年意匠法第 2 条(d)は次のように定義している。 

「意匠」とは、手工芸的、機械的、若しくは化学的の如何を問わず、

又は分離若しくは結合の如何を問わず、工業的方法又は手段により、

2 次元若しくは 3 次元又はその双方の形態かを問わず、物品に適用

される形状、輪郭、模様、装飾若しくは線又は色彩の構成の特徴に

限られるものであって、製品において視覚に訴え、かつ、視覚によ

ってのみ判断されるものを意味する。ただし、構造の態様若しくは

原理、又は実質的に単なる機械装置であるものを含まず、1958 年
商標及び商品標法第 2 条(1)(v)において定義された商標、インド刑

法第 479 条において定義された財産標章、又は 1957 年著作権法第

2 条(c)において定義された芸術的作品も含まない。 
したがって、意匠法による「意匠」の定義によれば、機能のみによって決ま

る形状や輪郭の特徴は、登録可能でない。変化の過程における形態は、意匠の
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機能的な側面であり、2000 年意匠法で登録が禁じられているため、意匠保護

の効力は及ばない。 
 
【ブラジル】 

特許庁の認識では、このような場合、物品の各形状は単一の物品であり、異

なる形状ごとに意匠を出願すべきである。 
 
【トルコ】 

意匠の効力は、変化の過程における形態にも及び、意匠規則第 9 条(6)では

次のように定めている。「追加的な視覚表現は、異なる視点から見た意匠の外

観であるが、意匠をより正しく認識するため、当該意匠の全体性を阻害しない

ことを条件とする。また、意匠の使用における特徴を反映した図も、追加の視

覚表現と見なされる」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
質問 6-5 の回答 
【中国】 

意匠保護は、同一の製品としてセットになっている物品のみに及ぶ（専利法

第 31 条）。セットの製品とは、種類は同じだが、互いに独立している 2 つ以上

の製品をいう。意匠の概念は同じだが、それぞれに独立した使用価値のある製

品をいう。製品ごとに独自の使用価値があるので、意匠保護は、セットを構成

する各物品に及ぶ。 
 

上記回答に対して更に次の確認質問をして回答を得た。 
質問 6-5 の回答に対する確認質問 

セットになっている物品のみに及ぶのは日本と同じですが、後段の

セットを構成する各物品に及ぶ旨の回答は矛盾しているように思わ

れます。実態を教えていただけませんでしょうか。 

質問 6-5 セットもの又は組物の意匠権の権利行使ができる範囲についてご

回答ください。権利行使ができるのは、同じ物品で構成されてい

るセットもの又は組物にのみに権利の効力が及ぶのか、それとも、

これらを構成する単一物品だけで使用された場合にも権利の効力

が及ぶでしょうか。 
ここで、セットものの意匠とは、同時に使用される複数の物品

からなりセット全体として統一感がある場合これらを一の意匠と

するもので、組物の意匠とはセットものの意匠と概念は同じです

が、規定によりセットの種類が定められている場合をいいます。 
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上記質問の回答 
矛盾と言われる意味が理解できない。専利法第 31 条に規定されて

いるようなセットの製品、つまり「同一種類で、かつセットで販売又

は使用する製品の 2 つ以上の意匠」は、1 件の出願にすることができ

る。例えば、4 枚組のシーツのセットとソファーの組合せは、セット

の製品として出願できる。セットの製品については、意匠ごとに個別

に権利を行使できる。また中国では、ブロック玩具とポーカーのよう

な「複合製品（combination）」も規定されている。複合製品は、出願

時に構成要素ごとの図を提出するが、構成要素ごとに個別に権利を行

使することはできない。 
日本の意匠法についてはよくわからないが、日本の「組物」や「セ

ットもの」は、おそらく中国の「セット製品」や「複合製品」の概念

とは異なると思われるため、とりあえず中国の「セット製品」及び「複

合製品」の規定について紹介した。当方としても、この問題について

は十分に理解したいので、よろしければ説明いただきたい 5。 
 
【アメリカ合衆国】 

セットものに対する意匠保護は、そのセットのすべての物品を含むセット自

体に効力が及び、セットの個々の物品のみには及ばない。 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

定義では、セットとは、一般に同類と見なされ、そのように使用される、同

じ種類の製品のグループである。セットの物品どうしには機械的な結合はなく、

一つ一つがそれ自体で製品である。セットの物品は、美的／機能的な補完によ

って結びつければ、単一の意匠出願の中で表現することができ、通常の状況で

は、一つの製品として販売される。例えば、チェスのボードと駒や、ナイフ、

フォーク、スプーンのセットなどがある。セットを構成する物品の組合せによ

る意匠に対して保護を求めるものであることを、表現によって明瞭にする必要

がある。セットだけでなく、セットを構成する各物品をも保護するには、各物

品に関する意匠を組み合わせた、多意匠一出願を提出することができる。 
 
【韓国】 

デザイン保護法第 12 条第 1 項により、2 以上の物品が一組の物品として同

時に使用される場合、当該一組の物品のデザインが一組全体として統一性があ

るときは、1 デザインとしてデザイン登録を受けることができ、またデザイン

審査基準第 15 条第 2 項ホ目により組物デザインに対しては組物全体でのみ登

                                                   
5 この要望に対して後日、日本の「組物の意匠」として認められる物品は、経済産業省令で定めるもの

を構成する物品でなければならず、また、権利行使の際には「組物の意匠」全体として権利行使できる

のみで、当該組物を構成する個々の物品ごとには行使することができない旨の回答をした。  
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録要件を判断する。即ち、組物のデザインとその構成物品のデザインとの間に

は法第 16 条の先出願規定は適用されないが、法第 5 条第 3 項の拡大された先

出願規定は適用される。 
 
【インド】 

意匠規則 14(2)は、意匠を組物に使用しようとするときは、その表示には、

当該意匠を当該組物の物品に使用しようとする各種取合せを示さなければな

らないと規定している。 
インド意匠法による保護の範囲は、組物の物品に及ぶが、ある一定の物品の

セットには及ばない。また、組物を構成する 1 つ 1 つの物品は意匠保護の対象

ではない。 
 
【ブラジル】 

組物の場合、構成する対象物（最大 20 まで）は、単一の用途のために作ら

れ、皿類、銀食器、ガラス食器などのように、主要な識別性の特徴も同一でな

ければならない。 
 
【トルコ】 

意匠保護は、セットの各物品に及ぶ。というのも、各物品は、1 つずつ異な

る図で提出する必要があるためである。すべての物品を、セットとして同一の

図に示すことはできない。例として、ベッド、衣装タンス、化粧台、ナイトテ

ーブルなどからなるベッドルームのセットがある（Enclosure 4 を参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Enclosure 4 に記載された写真 
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質問 6-6 の回答 
 
【中国】 

(i)では、必要な場合がある。 
(ii)では、必要なし。 
(iii)では、必要な場合がある。 

 
【アメリカ合衆国】 

ある。(i)、(ii)、(iii)の各ケースにおいて、物品全体又はセットの意匠権者が、

部品又は個々の物品の意匠権者からライセンス許諾を受けることが必要にな

る場合がある。 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

意匠の保護の範囲は、情報に通じた使用者に対して異なる全体的印象を与え

ない意匠に及ぶ。ライセンスを求める必要性があっても、所有権が何らかの制

限を受けているかを確認するための、保護の範囲に関する規則から逸脱しては

ならない。 
 
【韓国】 

デザイン保護法第 45 条により、先出願が部品/部分/単一物品であり、後出

願が完成品/全体/組物である場合は利用関係が成立し、先出願権利者の許可無

質問 6-6 意匠権の間で利用関係が生じる場合についての権利行使の制限に

ついてお教えください。意匠権の間での利用関係は下記の 3 つの

場合が考えられます。 
①物品全体の意匠権と、その物品の一部を構成する

部品（一の物品として単独に扱えるもの）の意匠

権との間における利用関係 
②物品全体の意匠権と、その物品の部分（物品の一

部であり、部品として切り離すことができないも

の）の意匠権との間における利用関係 
③セットもの又は組物の意匠権と、これらを構成す

る単一物品の意匠権との間における利用関係 
例えば、①のケースにおいて、物品全体の意匠権に係る意匠を

実施あるいは権利行使をする場合、意匠権者は、部品の意匠権を有

する意匠権者にライセンスの許諾を受ける必要があるなどの制限

を受ける場合がありますか。②、③のケースについても同様にお教

えください。 
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しに自己の登録デザイン又はこれに類似するデザインを業として実施するこ

とはできない。 
 
【インド】 

インド意匠法によれば、物品を構成する一部であっても、個別に製造して販

売できる場合は、個別の意匠として登録できる。 
 (i)の場合、物品の構成部品は、個別に製造して販売できる単独の物品として

扱えるため、インド意匠法に基づいて個別に登録できる。(i)では、物品全体の

意匠の新規の特徴がその構成部品にある場合は、物品全体の意匠権者が、この

構成部品の意匠権者からライセンス許諾を受ける必要がある。ただし、物品が

全体として新規の形状や形態を有している場合は、構成部品の意匠権者からラ

イセンスを受ける必要はない。 
 (ii)の場合、物品の部分を全体から切り離すことができない。したがって、個

別に製造や販売ができないため、インド意匠法では、個別の意匠としての登録

可能性を有していない。物品の一部には個別の意匠保護は存在しない。このケ

ースでは、物品の部分に対する意匠保護は認められないため、物品全体の意匠

権者がライセンス許諾を受ける必要はない。 
 (iii)の場合、組物の物品は、インド意匠法の規定に従い、茶器セット、ペンセ

ット、ナイフセットのように、物品は異なっても（区分は同じ）、同じ（共通

の）意匠でなければならない。物品の一部を成す物品が先に登録されている場

合、組物又はセット物の意匠権者は、組物の一部を成す物品の意匠権者からラ

イセンス許諾を受ける必要がある。 
 
【ブラジル】 

これら 3 つのケースにおいては基本的に、先に登録された意匠権者にライセ

ンスを求める必要がある。ブラジル産業財産法では、これらと類似したケース

において、強制実施権を認める可能性が規定されているが、ただし特許（発明

特許か実用新案特許を問わない）に関する場合のみである。意匠については、

具体的な規定はない。 
 
【トルコ】 

第 17 条は次のように規定している。「意匠権者は、意匠の実施に係る排他的

権利を有するものとし、第三者は、当該意匠が一体化されている若しくは使用

されている物品を、意匠権者の承諾なしに、生産、市場化、販売、販売の申出、

輸入、商品化する又はそれらの目的で在庫保持することができない」 
したがって、上記の 3 つのケースすべてにおいて、後に出願した意匠権者は、

先に出願した意匠権者の意匠を使用する許可を求める必要がある。 
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質問 6-7 の回答 
【中国】 

回答なし。 
 
【アメリカ合衆国】 

我々の認識では、複数の意匠を保護する意匠権には、特許として互いに異な

っていないために、単一の進歩性の概念を形成する意匠が含まれる。複数の画

像を含む意匠を出願する前に、そうした複数の意匠のうちの 1 つのみを含む意

匠出願が提出された場合、複数の画像を含む意匠は新規性がなくなるため、特

許性がない。 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

共同体意匠制度では多意匠一出願を認めているが、ただし、意匠に関する製

品が同一のロカルノ分類に属していること、すなわち、同じ種類の物品である

ことを条件とする。意匠は 7 つの図で表現することができる。多意匠一出願で

は、7×意匠の数が図の上限数になる。 
後の意匠が先の意匠の保護の範囲に含まれる場合、先の意匠の所有者の権利

は相応に制限される。 
 
【韓国】 

画像デザインの場合は、先出願が複数の画像を構成する一つの画像であり、

後出願が複数の画像である場合、利用関係が成立し、先出願権利者の許可無し

に自己の登録デザイン又はこれに類似するデザインを業として実施すること

はできない。 
 
【インド】 

該当しない。 
 
【ブラジル】 

回答なし。 
 

質問 6-7 複数の画像が一意匠として保護される国の知的財産担当官庁の方

にご質問します。複数の画像が一意匠として保護されない国の知的

財産担当官庁の方は本質問には回答せず質問７に進んで下さい。 
 

複数の画像による意匠権と、これを構成する一つの画像による意匠

権との利用関係について、権利行使に制限を受ける場合はあります

か。 
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【トルコ】 
5-1 で挙げた例を除き、我が国では複数の画像は一意匠として保護されない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

質問 6-8 の回答 
【中国】 

回答なし 
 

【アメリカ合衆国】 
複数の画像を含む意匠を出願する前に、そうした複数の意匠のうちの 1 つの

みを含む意匠出願が提出された場合、複数の画像を含む意匠は新規性がなくな

るため、特許性がない。 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

OHIM では、出願が意匠に関するものか、及び公序良俗に反しないかを確認

する以外は、実体審査は行っていない。 
 
【韓国】 

デザイン保護法第 26 条第 2 項により、無審査登録出願である画像デザイン

出願は、新規性及び創作性（国内に広く知られた形状・模様・色彩又はこれら

の結合によって容易に創作できるものは除く）の審査は行わない。 
 
【インド】 

該当しない。 
 
【ブラジル】 

回答なし。 
 

【トルコ】 
トルコでは実体審査は実施していない。 
 
 

質問 6-8 複数の画像が一意匠として保護され、実体審査を行っている国の知

的財産担当官庁の方にご質問します。 
一つの画像による先の意匠出願とその画像を一の構成要素とする

複数の画像の出願がなされた場合、新規性及び創作非容易性の判断に

おいてどのような措置をとっていますか。 
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質問 7 出願図面による開示と公報による公示の考え方について 
 
 
 
 
 

 
質問 7-1 の回答 
【中国】 

ある。さまざまな図の尺度が同じでない場合、それがスキャナーからの取り

込みが原因である場合は編集を行うが、編集できるのは比率のみであって、意

匠の内容を編集することはできない。 
 
【アメリカ合衆国】 

公開前に図面が加工されることはない。 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

公開は電子媒体のみで行い、共同体意匠公報又はオンラインデータベース

（いずれも OHIM のサイトからアクセスできる）で見ることができる。公開

目的で、出願に含まれる図を拡大又は縮小することはある。図をクリックして、

元のサイズの JPEG 画像（電子出願の場合）又は高解像度の JPEG スキャン

画像（紙出願の場合）を見ることもできる。 
 
【韓国】 

加工する場合はあるが、加工の基準はない。 
 
【インド】 

特許庁の Official Journal（電子的にも公開される）に登録意匠を掲載する

ため、意匠の図面又は写真のサイズが縮小される。しかし、意匠登録証ととも

に提供される意匠の図は、サイズや比率の変更といった加工は行わない。 
 
【ブラジル】 

意匠公開の編集は基本的に、掲載するページの寸法に合わせるために要求さ

れる。 
 
【トルコ】 

出願書類に含まれる図面や写真は、8x8 cm、8x16 cm、16x16 cm の標準的

なサイズで提出する必要があるため、公報掲載時に加工（サイズや比率の変更）

は行わない。図面や写真は実際のサイズで掲載される。 

質問 7-1 意匠公報掲載時（電子媒体による公報を含む）に出願された図面あ

るいは写真を加工（例えば、サイズ、比率の変更など）する場合は

ありますか。加工をする場合はその理由と加工の基準をお教えくだ

さい。 
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質問 7-2 の回答 
【中国】 

保管していない。 
 

【アメリカ合衆国】 
保管しない。電子包袋には、図面及び書類の PDF 文書が入っている。しか

し、元の図面は SCORE と呼ばれる TIF 形式のファイルで保管する。 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

OHIM では、電子出願された意匠のプリントアウトしたハードコピーは保管

しない。 
 
【韓国】 

保管していない。 
 
【インド】 

インドでは電子出願はまだ行われていない。出願人が電子出願を利用できる

ようにするためのプロセスは進行中である。現時点では、出願やその他の書類

のハードコピーのみが、庁へ提出される。したがって、インドの代理人は、意

匠出願及びその他の書類のハードコピーのみを保管している。 
 
【ブラジル】 

ブラジルの出願はまだ電子化されていない。 
 
【トルコ】 

意匠出願が電子媒体による場合、安全・円滑化の目的で、電子媒体の記録以

外に、意匠の表現物をプリントアウトしたハードコピーも原本として保管して

いる。 
また、出願のほとんどはハードコピーで行われるが、これらを電子媒体化し、

両方の形式で保管し、公開においても容易に使用できるようにしている。 
 
 
 

 
 

質問 7-2 意匠出願が電子媒体による場合、意匠の表現物は電子画像による

記録以外にプリントアウトしたハードコピーも原本として保管を

していますか。保管をしている場合はその理由をお教えください。 
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質問 7-3 の回答 
【中国】 

誰でも、登録された意匠の出願ファイルの参照又は写しを、特許庁に対して

請求できる。閲覧は無料である。意匠の特許権付与が発表されるまでは、参照

又は写しの請求者は、出願人及びその代理人に限定される。 
 

上記回答に対して更に次の確認質問をして回答を得た。 
 

質問 7-3 の回答に対する確認質問 
「出願ファイル」とは、出願から登録までの出願人と官庁とのやり

とりすべてが含まれていますか。また、閲覧可能な場所は特許庁の

みでしょうか。 

 
上記質問の回答 

その理解でよい。出願ファイル（包袋）には、出願書類の提出から許

可までの間に、出願人と SIPO との間でやりとりされたすべての書類が

含まれている。 
意匠特許の包袋を閲覧するには、SIPO の Consulting Center に対し

て、紙ベースで請求するか、中国特許照会システムのサイト 
（http://cpquery.sipo.gov.cn/index_en.jsp?language=en_US）で、意

匠特許に関する情報を確認することもできる。 
 
【アメリカ合衆国】 

包袋の書類は、意匠特許が交付されるまでは閲覧できない。特許が交付され

たら、特許庁のサイトから閲覧、ダウンロードできる。 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

共同体意匠公報での意匠の公開後は、出願及び意匠に関するファイルを、公

衆が請求して閲覧できる。 
公開前は、出願人が閲覧に同意した場合、又は出願人の同意がなくても、フ

ァイルを閲覧することに正当な利益がある場合は、閲覧できる。 
登録意匠のファイルを第三者が閲覧する条件は以下のとおりである。 

・閲覧を求めるファイル書類が、法的手続に参加している OHIM メンバ

ーに対する除斥や異議に関するものでないこと、 

質問 7-3 意匠出願から登録に至るまでの出願経過の書類（電子データを含

む）は閲覧が可能ですか。また、閲覧が可能な場合はその条件（ど

のような内容まで閲覧が可能か、閲覧できない資料はないかな

ど）及び閲覧費用をお教えください。 
 

http://cpquery.sipo.gov.cn/index_en.jsp?language=en_US
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・閲覧を求めるファイル書類が、決定や意見の作成に使用される書類に

関連していないこと、 
・閲覧を求めるファイル書類が、秘密書類であると示されたものでない

こと。 
秘密書類であると示されている場合、閲覧の申請者は、閲覧することに優先

すべき正当な利益があることを証明しなければならない。 
共同体登録意匠（RCD）は、公開が延期されていても閲覧できないわけで

はない。RCD の公開が延期される場合でも、閲覧申請者が以下の証拠を提示

すれば閲覧が可能になる。 
・RCD 出願人が閲覧に同意した。 
・RCD 出願人が、当該意匠の登録後、閲覧を求める者に対して権利を行

使しないと表明した。 
閲覧の請求は、OHIM へ書面で行う。該当する手数料は以下のとおりである。 

・RCD 出願又は登録の認証謄本／抄本：30 ユーロ 
・RCD 出願又は登録の無認証謄本／抄本：10 ユーロ 
・ファイル書類の認証謄本：30 ユーロ、10 ページを超えた場合の 1 ペ

ージごとの追加手数料：1 ユーロ 
・ファイル書類の無認証謄本：10 ユーロ、10 ページを超えた場合の 1
ページごとの追加手数料：1 ユーロ 

・ファイルによる情報伝送：10 ユーロ、10 ページを超えた場合の 1 ペ

ージごとの追加手数料：1 ユーロ 
 
【韓国】 

デザイン保護法第 76 条により、出願公開されずにデザイン権の設定登録が

されなかったデザイン登録出願に関する書類及び資料は公共の秩序又は善良

の風俗を乱するおそれがなければ閲覧できる。 
 
【インド】 

インドで登録された意匠を週単位で公開する特許庁の Official Journal の電

子データベースを閲覧することができる。Official Journal には、意匠に関す

る以下のような情報が記載される。 
a. 公告（ある場合） 
b. 登録された意匠 

i. 登録番号 
ii. 出願日 
iii. 物品の名称 
iv. 物品の区分 
v. 登録意匠権者の名前及び住所 
vi. 優先権に関する優先日、指定国などの詳細 
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vii. 物品の表現の最適な図（Best View） 
c. 意匠の更新（登録番号のみ） 
d. 回復された意匠 
e. 譲渡／実施権／抵当権の登録 
f. 修正に関する事項 
g. 取消に関する事項 

また、「インド意匠出願情報検索システム」というオンライン・データベー

スもあり、係属中の意匠出願や登録出願を、出願番号又は登録番号を入力して

検索できる。このデータベースでは、出願日、出願人の名前、物品の名称、オ

フィスアクションが出された場合はその日付、出願の提出場所、登録済／係属

中のような出願の状態など、文献情報のみが提供される。 
オンライン・データベースの他に、意匠法第 17 条に基づき、意匠権の存続

期間中、所定の手数料を納付の上で、登録意匠に関する情報を得るための閲覧

請求を書式 5 で提出することができる。閲覧手数料は、500 ルピー（10 米ド

ル）である。この閲覧では、審査官／長官によるオフィスアクションや決定の

他にも、意匠出願の権利化手続において提出された書類にアクセスできる。 
放棄又は拒絶された意匠出願については、関連する書類は閲覧のために公開

されない。 
コルカタの特許庁で管理されている意匠登録簿は、所定の手数料を納入すれ

ば閲覧できる。閲覧は、出願人が出頭した場合は、長官によって可能な限り同

日に認められる。申請が郵送で受理された場合は、できるだけ早い閲覧日が決

められ、出願人／代理人へ通知される。 
また、意匠出願の権利化手続において提出された書類、庁によるオフィスア

クション、審査官／調査官が出した命令などを含むすべての書類は、2005 年

情報権利法に基づき、わずかな手数料を納付し、情報請求書（RTI）を提出す

ることで入手できる。 
 
【ブラジル】 

公開後の書類は、特許庁において無料で閲覧でき、出願後の意匠も特許庁の

みにおいて閲覧できる。 
 
【トルコ】 

手数料のかからない 2 通りの閲覧の方法がある。 
・意匠出願の提出から、意匠の公開までの意匠権利化手続きの過程で作

成された、意匠の表示を含まない、出願基本情報（出願番号、日付、

出願人のみ）の閲覧（トルコ特許庁のオンラインサービス） 
・出願基本情報に加えて、意匠出願の公開から、意匠登録の終了までの

意匠権利化手続きの過程で作成された、意匠の表示、発明者及び代理

人の情報の閲覧（トルコ特許庁のオンラインサービス） 
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質問 8 貴国の法令、審査基準、審査ガイドライン等の規定によって定められ

ている、意匠出願における意匠の表現について、また各国ごとに意匠

の表現が異なることについて、意匠制度ユーザーから制度改正などの

意見が出されていますか。どのような意見がだされているか具体的に

お教えください。 
 
質問 8 の回答 
【中国】 

出されている。審査官が製品をあらゆる方向から観察できるようにするため、

意匠出願の図面を 3DSMax フォーマットで提出できるようにすべき、といっ

た意見が寄せられている。 
 

上記回答に対して更に次の確認質問をして回答を得た。 
 

質問 8 の回答に対する確認質問 
自国の規定が厳しいとの意見はありませんか。意見がある場合、

具体的にどのような点が厳しいと言われていますか。 

 
上記質問の回答 

中国では破線を使用できないことを除けば、中国と日本の図に関する

要件は基本的には同じである。図に関する他国の要件について詳しく調

査したことはないので、どの国がより厳しいかについては、この場では

判断できない。 
 

【アメリカ合衆国】 
不明である。 

 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

ユーザーが直面している最大の課題は、OHIM では 1 件の意匠で認められ

る図は最大 7 つであるのに対し、一部の国々ではこれより多くの図が認められ

ることである。このことが問題になるのは、優先権主張において、OHIM を第

一国出願で利用する場合と、OHIM を後の出願で利用する場合である。 
 
【韓国】 

多くの意見が出されている。例えば、今回デザイン保護法改正においては、

グラフィックデザインに対しては反対意見が多かったため、それと関連する改

正は取り消された。 
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【インド】 
意匠出願の出願人から、審査官／長官が点線又は破線の削除を要求すること

について質問を受けることが多い。意匠運用手順マニュアルには、意匠の表示

において、保護を求めない物品の要素を示すために点線を使用してよいと書か

れている。点線は、出願した意匠の一部ではない要素を識別するものである。

しかし、審査官／長官による審査レポートでは通常、点線は拒絶理由とされ、

図面から削除するよう求められる。これは、実線とともに点線を使用すること

で、2000 年意匠法で認められない「物品の一部」に対する保護を求めている

ものと、審査官／長官が解釈するためである。意匠制度のユーザーからは、意

匠保護が必要な物品の新規の特徴を、より正確に表示するために点線を認める

必要があるという意見が多い。 
 
【ブラジル】 

意匠の審査に関して一般の出願人から意見が出されることは通常はない。こ

うした質問は、知財の専門家や弁護士に関するものである。 
 
【トルコ】 

意匠制度ユーザーからの苦情／意見／要望として最も多いのは次のとおり

である。 
・類似意匠を認定する実体審査がない。審査に関する法律がないため、a) 
公開期間が長く（6 カ月）、b) 第三者が自ら意匠の公開をフォローして

いる。 
・追加の図に対して、追加手数料が請求される。OHIM では、図の追加

は 7 つまでは追加手数料がかからない。 
 
 
質問 9 近年の意匠出願件数の傾向は増加傾向ですかそれとも減少傾向ですか。

また、その要因として考えられることがあればお教えください。 
 
質問 9 の回答 
【中国】 

意匠出願件数は増加傾向にある。主な要因としては、国の知的財産戦略の概

要が公表されたこと、中国の創作能力が向上したことなどがあると考えている。 
 
【アメリカ合衆国】 

http://www.uspto.gov/web/offices/ac/ido/oeip/taf/us_stat.htm （ 最 終 訪 問

日：2013 年 2 月 20 日）の Table A1-1a に示されているように、意匠特許出願

件数は、2002 年の 20,904 から、2011 年の 30,467 へ増加している。 
 

http://www.uspto.gov/web/offices/ac/ido/oeip/taf/us_stat.htm
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【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 
OHIM への直接の出願は、当初 2003 年から 2007 年までは増加したが、2008

年と 2009 年は、全体で約 10%減少した。その後、再び増加に転じているが、

当初のような急激な伸びはない。 
明白な理由として、2008 年の経済危機とハーグ協定加盟がある。 
 

【韓国】 
デザイン出願件数は、2007 年-54,362 件、2008 年-56,750 件、2009 年-57,903

件、2010 年-57,187 件、2011 年-56,524 件である。 
 
【インド】 

インドでは近年、意匠出願件数は増加傾向にあるが、2008～09 年と 2009
～10 年の間はわずかに減少している。特許意匠商標総局 2010-11 年次レポー

トによれば、2009～10 年と 2010～11 年の間では、意匠出願件数は 24.57%増

加している。 
意匠出願件数が増加した理由は、新たな 2000 年意匠法及び 2001 年意匠規

則（2008 年に改正）に基づいて、意匠登録プロセスが簡素化されたことが挙

げられる。また、 さまざまな行政手続の変更により、意匠登録が迅速化され

金銭負担が軽減されたことも挙げられる。さらには、インドにおいて意匠保護

に対する意識が高まり、裁判所における意匠権者の権利行使もしやすくなった。

意匠保護に対する意識が高まった結果、意匠出願の約 75%がインド人の出願人

によるものになった。 
 
【ブラジル】 

近年、意匠出願件数は増加しており、我が国の経済成長やその他の理由があ

ると考えられる。 
 
【トルコ】 

近年、意匠出願件数は増加傾向であり、次のような要因がある。 
・近年、政府が意匠出願の奨励金の支給を始めたこと 
・2005 年 1 月 1 日に、意匠の国際登録に関するハーグ協定ジュネーブ・

アクトに調印し、トルコ特許庁を介して国内で国際出願ができるよう

になったこと 
・製造業者や意匠創作者の意識が次第に高まってきたこと 
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質問 10 ハーグ協定加盟国の知的財産担当官庁の方にご質問いたします。ハー

グ協定に加盟する前後で意匠出願件数の変化はありましたか。 
 
質問 10 の回答 
【中国】 

回答なし。 
 
【アメリカ合衆国】 

米国は 12 年以上前にハーグ協定に調印している。上記のリンク先の表に示

されているように、意匠特許件数は、協定調印の前も後も増え続けてきた。 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

質問 9 で述べたように、直接出願の件数が 2008 年に入って初めて減少した

が、これは経済危機が始まった時期とも重なるので、ハーグ協定調印の影響が

どの程度であったかをいうのは難しい。 
 
【韓国】 

2014 年 1 月 1 日に施行予定 
 
【インド】 

インドはハーグ協定に調印しておらず、調印する計画もない。 
 
【ブラジル】 

ブラジルはハーグ協定には調印していない。 
 
【トルコ】 

ハーグ協定は 2004 年に調印され、2005 年 1 月 1 日に発効した。ハーグ協

定調印後、トルコにおける意匠出願件数は増加した。ハーグ協定が意匠出願件

数増加の要因であるのは確かである。 
 
 
質問 11 ハーグ協定加盟国の知的財産担当官庁の方は質問 11 には回答せず質

問 12 へお進みください。 
 

ハーグ協定への加盟を準備調整中の知的財産担当官庁の方へご質問

します。ハーグ協定加盟に対して期待することは何ですか。具体的に

お教えください。 
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質問 11 の回答 
【中国】 

ハーグ協定は、中国企業、とりわけ他国との競争を望んでいる企業にとって、

意匠権を保護する効果的な手段である。 
 
【アメリカ合衆国】 

不明である。 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

該当しない。 
 
【韓国】 

自国民の便宜増進。 
 
【インド】 

インドはハーグ協定に調印しておらず、調印する計画もない。 
 
【ブラジル】 

回答なし。 
 
【トルコ】 

該当しない。 
 
 

質問 12 ハーグ協定加盟国及び加盟準備調整中のいずれの知的財産担当官庁

へもご質問いたします。ハーグ協定加盟に際して、意匠の表現について自国

の制度を変更・調整しなければならなかった点又は今後変更・調整を行いた

いと考えている点がありましたらお教えください。 
 
質問 12 の回答 
【中国】 

今後、我が国の制度を変更・調整する予定である。 
 
【アメリカ合衆国】 

2012 年 9 月 19 日に、ハーグ協定を実施するための法改正案 HR 6432 が提

出された。この法改正はまだ終わっていない（2012/10 時点）。 
 
【欧州共同体商標意匠庁（OHIM）】 

ハーグ協定調印との関連では、何の制度変更もしておらず、する予定もない。 
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【韓国】 

デザイン分類においてロカルノ分類の導入、グラフィックシンボルの保護。 
 
【インド】 

インドはハーグ協定に調印しておらず、調印する計画もない。 
 
【ブラジル】 

回答なし。 
 
【トルコ】 

トルコがハーグ協定に調印した際は、意匠制度の運用の変更や調整の必要は

一切なかった。 
 
 

５．情報提供依頼 
意匠の表現に関するヒアリング以外に、我が国と異なる制度を採用している

国で使用されている書式を参考とするために、以下の２点について情報の提供

を依頼した。 
 
情報提供依頼（1） 
 
 
 
 
 
 
 
 
中国、アメリカ合衆国、欧州共同体意匠商標庁、トルコから多意匠一出願の

場合の願書及び図面の書き方の情報を入手し、巻末に参考資料（３）として添

付した。 
 
 情報提供依頼（2） 
 
 
 
 

 複数意匠一括出願を採用している国の知的財産担当官庁の方にお願い

がございます。複数意匠一括出願の場合の願書及び図面の書き方の情報を

入手いたしたく、公開できる願書及び図面のサンプル（各欄が記入済みの

もの）があれば頂けないでしょうか。また、記入済みのものでは公開が難

しい場合は、願書等のフォーマット（空欄のもの）でも構いませんのでご

提供ください。 
 

 登録証のサンプルをご提供いただけないでしょうか。こちらも、各欄が

記入済みのもので公開できるサンプルがあればそれをご提供いただきた

く、記入済みのものでは公開が困難な場合はフォーマット（空欄のもの）

でも構いませんのでご提供お願い申し上げます。 
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各国から送付された登録証を巻末に参考資料（３）として添付した。7 か国

のうち韓国以外の国はすべて登録証に登録意匠の図面が添付されている。 
 
 

６．中国無効審判事例紹介 
 

中華人民共和国国家知識産権局専利復審委員会 
無効審判請求決定 
決定番号 5097 
決定日 2003-06-04 
発明創造名称 飲料水機  
国際意匠分類 31-00 
無効審判請求人 
 華裕電器集団有限公司（Huayu Electrical Appliance Group Co., Ltd.） 
 上海華裕家用電器有限公司（Shanghai HuaYu Household Appliances Co., Ltd.） 
被請求人  
 寧波凱森電器実業有限公司（NINGBO KEENSUN INDUSTRY CO.,LTD） 
専利番号 00332418.4  
出願日 2000-06-23 
授権公告日 
合議体審判長 呉大章 
主任審判官 王霞軍 
陪席審判官 颜広成 
図面  
 
法律根拠条文 中国専利法実施細則第２条第３段落 
 
決定の要点： 
 本件専利公報に示す意匠の正投影図に基づく実際の応用において、意匠の図面に記

載された製品に相当する製品を生産することは不可能である。したがって、本意匠専

利は、産業上利用できるデザインとして専利法実施細則第２条第３段落の規定に適合

しない。 
 
一、訴訟の原因 
 
 本無効審判請求は、国家知識産権局授権公告において 2001 年 3 月 7 日に授権公告

された第 00332418.4 意匠専利であり、意匠専利の製品名称は「飲料水機」に関する

ものであり、出願日は 2000 年 6 月 23 日、意匠専利権者は寧波凱森電器実業有限公

司（以下、「被請求人」という。）である。 
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 上記専利権（以下、「本専利」という。」）に対して、華裕電器集団有限公司及び

上海華裕家用電器有限公司（以下、「請求人」という。）が 2002 年 7 月 2 日に専利

復審委員会に対して無効審判の請求をしたものであり、本専利権の付与が専利法第

23 条の規定に適合しないことを理由としたものである。 
 
請求人の主張： 
 本専利は、本件の出願前に公然と公開された「飲料水機」という名称の第

97305139.6 号の中国意匠専利（外観設計専利）の形状と相互に類似するものである。

請求人は、本専利と公開された文献の各図面とを比較し、その共通点と相違点を分析

比較した。 
  
請求人が提出した証拠： 
 付属資料１ 本専利 
 付属資料２ 97305139.6 号意匠専利公報 
 
 形式審査に適合した後、専利復審委員会は 2002 年 7 月 3 日にこの事件を受理し、

無効審判請求手続の規定に従って無効審判請求書とその付属資料の副本を被請求人

に送付し、指定期間内に意見を陳述することを求めた。 
 
 請求人は、さらに 2002 年 7 月 31 日に意見陳述書を提出して補充し、その理由を

次のとおり主張した；本専利の授権公告の図面からみて、本専利の図面には２つの重

大な誤りと対応しない箇所がある： 
 
 １．請求人は、本専利は底面図と平面図が対応しておらず、平面図からみて飲料水

機の接続盤は両側の柱の間に位置し、その相対する飲料水機の前面と両側の柱の間は

明らかに前方に凸状に出ており、該接続盤の両側面と前面はすべて円弧面であり、各

円弧面の間には滑らかな移行部分はなく、上記底面図には上記各構造要素は示されて

おらず、かつ、底面図と平面図の外輪郭形状が明らかに不一致である。 
 
 ２．正面図と右側面図は対応していない。右側面図において該飲料水機の両側の立

柱の下部には一つの平面と一つの内側への凹円弧面が交差していることが明示され

ているが、正面図においては対応する位置に該平面と該内側への凹円弧面の交差線が

現れていない；さらに請求人は各図面には多くの誤記及び対応しない箇所があること

を指摘した。背面図と正面図、右側面図は対応していない。正面図と右側面図におい

て該飲料水機下部の接水盤（AIPPI 注：「水受けトレー」と解される。）の底面は両

側の立柱及び中央凹腔部分の底面より低いことが明示されており、かつ背面図にはそ

の構造要素は明示されていないことから、背面図と正面図の外形形状は明らかに対応

していない；底面図、右側面図、平面図、背面図は対応しておらず、右側面図、平面

図と背面図には該飲料水機の後面に飲料水機の電源スイッチがあることが明示され
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ているが、底面図にはその構造要素がなく、右側面図と平面図は対応していない。平

面図に明らかなように、該飲料水機の接水盤の両側面と前面は円弧面からなり、当該

３つの円弧面は滑らかな移行部分がなく、右側面図にはその面と面の交差線があるも

のの図示はされていない。各図面には多くの誤記と対応していないところがあり、き

わめて混乱を招いている。したがって、本専利権の付与は専利法実施細則第２条第 3
段落で規定する「工業上の応用に適した」新しい「デザイン」である旨の規定に適合

していない。 
 
 2002 年 8 月 1 日専利復審委員会は被請求人が提出した無効審判請求書に対する意

見陳述書を受領した。被請求人は、まず本専利と引用文献を比較して、二者の側柱形

状、前面板形状、屋根形状、水を接続する部分の形状、支持脚、全体の比率などの観

点から顕著に区別できること、2 つの物品と図面を比較すればその区別は明らかであ

ることを主張した。設計から部品への全体的な観察の観点から、平均的な消費者は両

者について視覚的に混乱することがないことを主張した。 
 専利復審委員会は、2002 年 11 月 12 日に被請求人の意見陳述を請求人に送付し、

請求人が補充した意見陳述書を被請求人に送付した。そして、両当事者に口頭審理通

知書を送付して 2003 年 1 月 13 日に本事件の口頭審理が実施された。 
 
 口頭審理が期日に行われ、両当事者は審判廷に代表を送った。口頭審理において請

求人は、付属資料として提出した付属資料２を証拠にすることを放棄することを述べ

た上で、次の点を審判廷で主張した；本専利の各図面は相互に矛盾しており、本意匠

専利は物品をデザインすることができないので製造することができない。よって、専

利法実施細則第 2 条第 3 段落の規定に適合しない。被請求人は、上記各図面間の矛盾

は、デザイナーが該専利物品を製造することに影響を与えないことを主張した。 
 両当事者の意見陳述と口頭審理に基づいて、合議体は本事件の事実を認定し、本件

審判の決定をした。 
 
二、決定の理由 
 
 請求人が提出した無効審判請求理由に基づいて、合議体は、本専利が専利法実施細

則第 2 条第 3 段落の規定、すなわち専利法実施細則第 2 条第 3 段落「専利法において

いう意匠とは、製品の形状、図案又はそれらの組合せ、及び色彩と形状、図案の組合

せにより作り出された美観に富み、かつ工業面で応用に適した新しいデザインをい

う。」（AIPPI 注：2010 年 1 月 9 日改訂前の専利法実施細則）に適合しているか否

かに対する審理を行った。 
 
 2. 本件専利公報の５つの図面は、正面図、背面図、平面図、底面図及び右側面図

を含む。簡単な説明には、左側面図と右側面図は対象であり、左側面図を省略してい
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ることが説明されている。合議体は、比較分析をした上で、本専利授権公報上には以

下のいくつかの欠陥が確実に存在するものと認める：すなわち、 
（１）底面図及び平面図を判読した結果、接水盤の位置及び形状は確定できない。平

面図では該飲料水機の接盤は両側の柱の間に位置している；該接盤の両側面と前

面はいずれも円弧面であり、かつ、各円弧面の間には滑らかな移行部分はなく、

底面図から見た接水盤の所在位置及び形状は平面図が示す外形形状と同じでは

ない。 
（２）正面図と右側面図に示されている図面から、以下の欠陥を読み取ることができ

る：右側面図に明示するように、該飲料水機の両側の立柱の下部に一つの平面と

一つの凹円弧面が交差しているが、正面図の対応位置には該平面と該内凹円弧面

の境界線がない；すなわち、飲料水機の立柱の形状を確定することができない。 
（３）背面図と正面図、右側面図は対応していない。正面図と右側面図に明示されて

いるように、該飲料水機の下部の接水盤の底面部にはその両側に立柱及び中央凹

腔部分の底面があり、かつ、背面図にはその構造要素が表示されていないから、

それにより背面図と正面図の外形形状は明らかな不一致がある；このことから接

水盤の取り付け位置は確認することができない。 
（４）底面図は、右側面図、平面図、背面図と対応しておらず、右側面図、平面図、

背面図に明らかに示されている該飲料水機の背面にある電源スイッチは、底面図

にその構造がない； 
（５）右側面図及び平面図は対応していない。平面図に明示されている飲料水機の接

水盤の両側面と前面は円弧面であり、かつ、その三つの円弧面は滑らかに移行し

ていない。そうすると、右側面から見てその面と面の境界線が示されるべきであ

るが、右側面図には記載されていない。これらの分析に基づけば、図面を解釈す

る者にとって、図面から本専利の具体的な形状を正確に把握することができない。

すなわち、各図面に記載された飲料水機の接水盤は設置された相互の形状に矛盾

があり、図面を解釈する者は各図面に表された形状に基づいて工業上の応用をす

ることができないものと認められる。 
 以上のことから、本専利公報の意匠図面によれば、実際の応用において、当該

意匠製品の各図面に基づく一貫した生産を行うことは不可能である。したがって、

本専利は工業上応用できるデザインとはいえないから、専利法実施細則第 2 条第

3 段落の規定に適合しない。 
 
三、決定 
  
 宣告 00332418.4 号の意匠専利権を無効とする。 
 当事者が本決定に不服である場合、専利法第 46 条第 2 段落の規定に基づいて、本

決定を受けた日から起算して 3 月以内に北京市第一中級人民法院に対して訴を提起

できる。当該規定に基づいて、一方の当事者が訴を提起した後、他方の当事者は第三

者としてその訴訟に参加することを要する。 
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(参考：意匠公報） 
【申请号】 00332418.4    
【申请日】 2000.06.23    
【名称】 饮水机  
【公开（公告）号】 CN3179590    
【公开（公告）日】 2001.03.07    
【主分类号】 31-00-P0427  
【分案原申请号】   
【分类号】 31-00-P0427  
【颁证日】 2001.01.20    
【优先权】   
【申请（专利权）人】 宁波凯森电器实业有限公司  
【地址】 315333 浙江省慈溪市匡堰镇桥南  
【发明（设计）人】 罗和达  
【国际申请】   
【国际公布】   
【进入国家日期】    
【专利代理机构】 浙江省专利事务所    
【代理人】 王兵    
【摘要】 左视图与右视图对称，省略左视图。 
 

   
 

  

 

 

正面図 底面図 平面図 

右側面図 背面図 

飲料水機 

左側面図と右側面図は対象であ

り、左側面図を省略する。 

http://211.157.104.87:8080/sipo/zljs/hyjs-browsewg.jsp?recid=CN00332418.4&leixin=wgzl&title=饮水机&ipc=31-00-P0427
http://211.157.104.87:8080/sipo/zljs/hyjs-browsewg.jsp?recid=CN00332418.4&leixin=wgzl&title=饮水机&ipc=31-00-P0427
http://211.157.104.87:8080/sipo/zljs/hyjs-browsewg.jsp?recid=CN00332418.4&leixin=wgzl&title=饮水机&ipc=31-00-P0427
http://211.157.104.87:8080/sipo/zljs/hyjs-browsewg.jsp?recid=CN00332418.4&leixin=wgzl&title=饮水机&ipc=31-00-P0427
http://211.157.104.87:8080/sipo/zljs/hyjs-browsewg.jsp?recid=CN00332418.4&leixin=wgzl&title=饮水机&ipc=31-00-P0427
http://211.157.104.87:8080/sipo/zljs/hyjs-browsewg.jsp?recid=CN00332418.4&leixin=wgzl&title=饮水机&ipc=31-00-P0427�
http://211.157.104.87:8080/sipo/zljs/hyjs-browsewg.jsp?recid=CN00332418.4&leixin=wgzl&title=饮水机&ipc=31-00-P0427�
http://211.157.104.87:8080/sipo/zljs/hyjs-browsewg.jsp?recid=CN00332418.4&leixin=wgzl&title=饮水机&ipc=31-00-P0427�
http://211.157.104.87:8080/sipo/zljs/hyjs-browsewg.jsp?recid=CN00332418.4&leixin=wgzl&title=饮水机&ipc=31-00-P0427�
http://211.157.104.87:8080/sipo/zljs/hyjs-browsewg.jsp?recid=CN00332418.4&leixin=wgzl&title=饮水机&ipc=31-00-P0427�

	h24_report_02.pdfから挿入したしおり
	0_表紙
	1_第Ⅰ部 調査研究の概要
	2_第Ⅱ部 各国おける意匠の表現に関する制度・運用調査
	3_第Ⅲ部 海外アンケート調査
	4_第Ⅲ部 海外アンケート調査の結果（一覧表）
	5_第Ⅲ部 海外アンケート調査の結果（別添資料）
	6_第IV部 海外ヒアリング調査
	7_第V部 国内アンケート調査
	8_第VI部 国内ヒアリング調査
	9_第VII部 我が国の意匠の表現に関する課題と今後の対応についての考察

	【報告書等】27IN05.pdfから抽出した内容1.pdfから挿入したしおり
	【報告書等】27IN05.pdfから挿入したしおり
	h24_report_02.pdfから挿入したしおり
	0_表紙
	1_第Ⅰ部 調査研究の概要
	2_第Ⅱ部 各国おける意匠の表現に関する制度・運用調査
	3_第Ⅲ部 海外アンケート調査
	4_第Ⅲ部 海外アンケート調査の結果（一覧表）
	5_第Ⅲ部 海外アンケート調査の結果（別添資料）
	6_第IV部 海外ヒアリング調査
	7_第V部 国内アンケート調査
	8_第VI部 国内ヒアリング調査
	9_第VII部 我が国の意匠の表現に関する課題と今後の対応についての考察

	h24_report_02.pdfから抽出した内容1.pdfから挿入したしおり
	h24_report_02.pdfから挿入したしおり
	0_表紙
	1_第Ⅰ部 調査研究の概要
	2_第Ⅱ部 各国おける意匠の表現に関する制度・運用調査
	3_第Ⅲ部 海外アンケート調査
	4_第Ⅲ部 海外アンケート調査の結果（一覧表）
	5_第Ⅲ部 海外アンケート調査の結果（別添資料）
	6_第IV部 海外ヒアリング調査
	7_第V部 国内アンケート調査
	8_第VI部 国内ヒアリング調査
	9_第VII部 我が国の意匠の表現に関する課題と今後の対応についての考察





